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第 1 章 序論 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 原子力エネルギーの利用 
人類は、自然界から得られるエネルギーを生活、産業、娯楽等に利用し、人口を増加さ

せ、生産及び消費活動を拡大し、発展させてきた。人類によるエネルギー利用は、旧石器

時代における火の利用に始まり、産業革命以前は、馬や牛等の家畜の労働力、薪や木炭等

の植物エネルギー、水車や風車等を用いた自然エネルギーを利用していた。18 世紀後半に

は、人類のエネルギー利用において大きな転換点である産業革命が訪れた。蒸気機関の利

用の広がりにより、工業や輸送手段のためのエネルギー源として石炭の利用が加速された。

その後増大するエネルギー需要に対応するため、石油、天然ガス等の化石燃料の他、原子

力、水力、地熱等、様々なエネルギー源を開発し、大量消費してきた。図 1.1 に世界の人

口と一次エネルギー消費量の推移を示す。これに見られるように、人口の増大に伴いエネ

ルギーの消費は増加の一途をたどっている。また、図 1.2 は、世界のエネルギー種別消費

量の推移である。2012 年時点において、石油、石炭、天然ガスは全体の 87%に及ぶ。水力

発電は 6.7%で、これに次いで 4.5%の割合を占めるのが原子力である。近年、風力や太陽

光等の再生可能エネルギーの開発が進められているが、現在のところその割合は 2%に満た

ない。 
原子力は、1951 年に米国アイダホ州の実験炉 EBR-I での世界初の原子力発電（森，1986）

以来、世界の多くの国で継続的に利用されてきた。日本では、1963 年に日本原子力研究所

（現、日本原子力研究開発機構（以降 JAEA, Japan Atomic Energy Agency と記す。））が動力

試験炉（JPDR, Japan Power Demonstration Reactor)で初の原子力発電に成功（日本原子力研

究所，1986）した後、1966 年に茨城県の東海発電所で商業用原子力発電が開始された（森，

1986）。図 1.3 に、世界の運転中発電用原子炉数の推移を示す。1970 年代及び 1980 年代に

急激に増加し、1990 年以降、世界では 400 基以上の原子炉が稼働している。近年の日本の

原子炉数の増加は停滞しているのに対して、中国、韓国、台湾及びインドの合計の原子炉

数の増加傾向は著しく、2010 年以降、合計数は日本を越える状況となっている。 
2011 年に東京電力福島第一原子力発電所で発生した事故の後、ドイツ、スイス、イタリ

アでは原子力発電の廃止が決定された。しかし、アメリカでは低コストのシェールガス開

発が注目されている中でも 2013 年 3 月には原子炉の新規着工が行われ、中国、韓国、イン

ドの他、ベトナムやインドネシア等の東南アジア諸国でも原子力発電所の建設が計画され

ている（日本原子力産業協会，2013）等、世界において原子力の利用は依然伸展する傾向

が継続していると言えよう。 
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図 1.1 世界の人口と一次エネルギー消費量総計の推移。（World Bank, 2013; BP p.l.c., 2013） 
 
 
 

 
図 1.2 世界の一次エネルギー消費量の推移。（BP p.l.c, 2013） 
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図 1.3 各年の末日時点で送電網に接続された原子炉の基数。（IAEA, 2006; IAEA, 2012） 

 
1.1.2 原子力事故時の環境影響評価 
原子力施設においては、事故の発生を防ぐための誤操作防止や地震対策等の安全対策が

講じられているだけでなく、万一の事故発生時にも放射性物質の外部への放出を防ぐため

多重の障壁が施されている（原子力安全研究協会，2008）。しかし、現実には放射性物質の

環境への放出を伴う事故がこれまでに複数回発生している。これまでに発生した、放射性

物質の大気放出を伴う事故の主な事例を表 1.1 に示す。本論文では、放射性物質の漏えい・

放出が発生した事象を広義の原子力事故として扱う。表に記したスペインのアルヘシラス

の製鋼所における医療廃棄物の誤焼却による放射性セシウムの放出のように、原子力関連

施設以外において放射性物質が放出される事故も発生している。また、原子力施設におけ

る不測の事故とは異なるが、北朝鮮は、これまで 2006 年、2009 年、2013 年に地下核実験

を実施したと発表をしている（外務省，2013; 首相官邸，2013）。2013 年には、核実験に起

因すると考えられる地震波の観測後 7 週間以上が経過してからであるが、日本の高崎市に

おける大気サンプリング観測で微量ながらも放射性希ガスが検出されており、核実験によ

る核分裂生成物が大気中へ漏えいした可能性が高いことが報告されている（CTBTO, 2013）。 
前節で述べた世界的な原子力施設の増加に加えて、非原子力施設における放射性物質の

事故放出、地下核実験に至るような国際情勢の緊張等により、放射性物質の大気放出の潜

在的な可能性は増大している。先述したように、アジア地域では原子力施設が著しく増加

する傾向にある。これらの地域は、比較的日本に近い（例えば、韓国の釜山にある古里原

子力発電所からの距離は、対馬までおよそ 70 km、九州北部及び山口県までおよそ 200 km
である）ことと、偏西風及び季節風の風上域に位置することから、ひとたび放射性物質の

大量放出を伴う大規模事故が発生すれば、日本にまで放射性物質が輸送される可能性は十

分考えられる。 
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表 1.1 放射性物質の大気放出が発生した主な原子力事故 

発生年 発生場所 原因及び内容 

1952 カナダ チョークリバー、研究用原子

炉 NRX 
制御棒誤操作、燃料棒溶融 

1957 旧ソビエト連邦 ウラル地方、軍事用

原子力施設 
放射性廃液タンクの冷却設備故障、爆

発 
1957 イギリス 旧ウィンズケール（現：セ

ラフィールド）、軍事用原子炉 
誤操作による減速材（黒鉛）燃焼、燃

料棒破損 
1961 アメリカ アイダホ州、研究用原子炉

SL-1 
制御棒誤操作、爆発 

1979 アメリカ ペンシルバニア州、スリー

マイル島（TMI）原子力発電所 2 号機 
装置故障及び誤操作、炉心部分溶融 

1986 旧ソビエト連邦 ウクライナ共和国、

チェルノブイリ原子力発電所 4 号機 
操作手順違反、燃料及び原子炉の破

損、減速材（黒鉛）及び建屋の火災 
1997 日本 東海村、核燃料再処理工場アス

ファルト固化施設 
アスファルト固化体の化学反応によ

る発熱、建屋の火災及び爆発 
1998 スペイン アルヘシラス、製鋼所 

 
医療用セシウム線源の焼却炉による

誤溶融 
1999 日本 東海村、核燃料加工施設 作業手順違反、ウラン溶液の臨界 

 
2011 日本 福島県、福島第一原子力発電所 全電源及び冷却剤喪失、炉心溶融及び

水素爆発 

 
原子力施設等の事故により放射性物質が大気中に放出されると、その放射性物質が出す

放射線により一般公衆が被ばくする可能性がある。事故後の公衆の放射線防護対策におい

て考慮すべき主要な被ばく経路は、放射性プルームからの放射線（クラウドシャイン）及

び地表沈着核種からの放射線（グラウンドシャイン）による外部被ばくと、放射性プルー

ム通過時の吸入、及び飲食物の経口摂取による内部被ばくである。これら以外にも、プル

ーム通過時に皮膚及び衣服に付着した放射性物質による外部被ばくや、再浮遊した地表沈

着核種の吸入による内部被ばくもあり、これらを無視できない可能性がある。前者はプル

ームの吸入と相似とみることができるが、被ばく時の着衣の状況や除染の有無の影響が大

きく、後者は地表沈着核種からのグラウンドシャインと相似とみることができるが、再浮

遊は地表面状態等に依存するため、ともに合理的な見積もりには十分な検討が必要である。

こういった放射線被ばくは、ALARA (As Low As Reasonably Achievable)の原則（ICRP, 1977）
に基づき、社会的・経済的条件を考慮しつつ、合理的に達成可能な限り低減することが求

められ、そのためには、避難・屋内退避、安定ヨウ素剤の服用、飲食物の摂取制限等の対
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策を適切に実施することが必要となる。また、事故後の住民の被ばく線量評価のための調

査を行う上では、重点的に調査を実施すべき地域を選定する必要がある。こういった対策

や活動を検討、実施する上で、放出された放射性物質の環境中濃度及び線量の分布の現況

を正確に把握・評価した上で、将来予測をすることが重要であり、そのための基本情報を

与えるものは、一つは緊急時モニタリングであり、もう一つは大気拡散計算である。 
緊急時モニタリングには、モニタリングポスト、モニタリングカー、航空機等による空

間線量率測定と、大気、降水、飲料水、湖沼水、河川水、海水、土壌、植物、農畜産物、

魚介類等の環境試料中の放射性物質濃度の測定（ダストサンプリングや降下物測定はこれ

に含まれる）があり、国の統括により地方自治体、原子力事業者及び関係公共機関等によ

り実施される（原子力規制委員会，2013）。各モニタリング手法にはそれぞれ異なる特徴が

ある。航空機モニタリング（鳥居ら，2012）では、空間線量率等の広範囲な空間分布が得

られるが、測定値はある一定の面積の平均的な測定値であり、長時間の飛行サーベイが必

要なため時間解像度には限界がある。また、上空において測定した計数率から地表におけ

る空間線量率や地表沈着量への換算を行うため、他の測定手法に比べて含まれる不確かさ

が増える。地上での空間線量率の測定では、測定間隔を短くすることで時間解像度はある

程度までは高くできるが、同時に測定する地点数を増やすのは限界があるため、空間分布

は離散的となり全体像は把握しにくい。環境試料中濃度の測定は、濃度を直接測定するた

め正確性は高いが、空間線量率の測定に比べて、試料の採取、処理及び分析に、時間と専

門性を有するマンパワーを要するため、必然的に時空間解像度は低くなる。 
2011 年 3 月 11 日に発生した大規模地震と津波により引き起こされた福島第一原子力発

電所事故においては、事故後まもなくから事業者、地方自治体、原子力関連機関等により

緊急時モニタリングが実施された。膨大で貴重なデータが取得されたが、地震及び津波に

より、モニタリングポストや測定資機材等の破損や流出、広範囲な長期停電によるモニタ

リング設備への電力供給の停止、道路橋梁の破損及び瓦礫の飛散等による測定地点間の移

動における障害等の問題が発生し、サイト近傍では測定者の大量被ばくのおそれもあった。

このため、事故直後に迅速に十分な測定を行うのは非常に困難であったと考えられ、本来

期待される時空間分解能の測定結果が得られたとは言い難い。航空機モニタリングは、3
月 17 日には米国エネルギー省（U.S.DOE, United States Department Of Energy）により開始さ

れ広範囲な空間線量率分布が得られたが、文部科学省との共同実施体制が取られたのは 4
月以降であり、日本単独によるモニタリングは早期には実施されなかった。また、このよ

うな種々のモニタリング結果の多くはインターネット上の Web サイトに掲載されたが、不

鮮明な図や画像化された表等の数値データとして扱えない形式の資料がほとんどで、正確

な情報の取得、直感的な理解、図形作成や解析等の二次利用が困難な場合もあり、今後検

討すべき課題を示した。 
一方、特にモニタリング体制が十分に整うまでの緊急時初期において、放出された放射

性物質の大気拡散及び地表沈着の全体像をリアルタイムに把握し、将来予測を行うには、

大気拡散計算が有効な手段となる（茅野, 1990）。この大気拡散計算の結果は、緊急時モニ
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タリング結果の解析・評価や、効果的かつ効率的なモニタリング計画を策定する上でも重

要な情報となる。ただし、定量的評価における放出地点、放出核種、放出率の時間変化、

放出形態等の放出源情報（以降、ソースターム）の必要性や、計算モデル、入力データ、

及び条件設定等に起因する計算の不確かさ等の制約があることに留意する必要がある。 
福島第一原子力発電所事故では、緊急時環境線量情報予測システム SPEEDI (System for 

Prediction of Environmental Emergency Dose Information) （文部科学省，2007）が、「環境放

射線モニタリング指針」（原子力安全委員会, 2010a）であらかじめ定められた方法により、

事故直後から単位放出による予測結果を関係各所に毎日提供し、また各所の依頼による仮

定条件に基づく予測結果を提供した。単位放出の計算結果は緊急時モニタリングを優先的

に実施する区域の選定に使用された（文部科学省，2012a）。この SPEEDI による予測は、

定量的な結果ではないものの一定の信頼性を有するものであり、他の情報と組み合わせた

検討がなされていれば各種対策の判断材料になり得た（茅野, 2013）。また、3 月 15 日以降、

後述する世界版 SPEEDI（WSPEEDI, Worldwide version of SPEEDI）により、SPEEDI の計算

範囲を超える広域の単位放出や仮定条件による予測結果も提供された（文部科学省，2012b; 
原子力安全委員会，2012）。3 月 23 日にはこれら SPEEDI 及び WSPEEDI の計算結果と環境

モニタリング結果から推定された放出量を用いて作成された甲状腺被ばく線量分布図が発

表され、4 月 12 日には放出量の推定結果が発表された。SPEEDI の事故対応への利用につ

いては、東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）では避難判断に利用す

るには限界があるとされたが、原子力安全に関する IAEA (International Atomic Energy 
Agency) 閣僚会議に対する日本国政府の報告書、東京電力福島原子力発電所における事故

調査・検証委員会（政府事故調）、及び福島原発事故独立検証委員会（民間事故調）では

SPEEDI を活用すべきであったと結論づけられている。 
 
1.1.3 大気拡散計算モデル 

大気拡散計算では、一定の仮定の下、大気環境中における物質の輸送及び地表沈着を近

似や単純化により定式化（モデル化）し、数値的手法により特定の条件下での解を求める。

ある地点から放出された物質の大気拡散を計算するモデルでは、ガウスプルームモデル

（Pasquill, 1974）が開発の歴史が古く、現在でも発電プラントの立地安全評価などで広く

用いられている。このモデルは、拡散方程式の一つの解析解を用いて大気中濃度と線量を

計算するモデルであり、放射性プルーム（放射性雲）が風下方向に直線的に伸びると仮定

し、流れに直交する方向の濃度分布をガウス分布で表現したものである。このモデルでは

平坦地形、一様かつ定常な気象場、定常放出を仮定しているため、複雑な地形の影響及び

気象・拡散状況の時空間変化を考慮できない。 
このような、解析解として得られた分布型に風速、放出量、大気安定度等の値を代入し

て濃度を求めるモデルに対して、計算技術の発達や計算機性能の向上にともない、複雑な

地形や非定常状態を考慮可能な大気拡散の数値計算を行うモデルが開発されてきた。大気

拡散の数値計算モデルは、風速や乱流等の時空間変動を計算する気象モデルと、放射性物
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質の濃度・線量を計算する拡散モデルから構成される。まず気象モデルの計算を行った後

その結果を用いて拡散モデルの計算を行うオフライン型モデルと、気象モデルと拡散モデ

ルが一体となったオンライン型モデルがあり、後者は輸送中の複雑な物理・化学的変化を

考慮する必要のある大気汚染研究でよく利用される（Grell et al., 2000）。 
気象モデルには、目的や要件に応じて次の 2 種のモデルが主に利用される。一つは、気

象機関による数値予報データ等の風速を高解像度の解析対象領域の格子点に内挿し、変分

解析により最小の修正を加えることで質量保存則を満たす風速場を診断的に計算するもの

であり、質量保存風速場モデルと呼ばれる。このモデルにより、局所的な地形の影響を考

慮した質量保存則を満たす 3 次元風速場が得られる。もう一方の気象モデルは、大気力学

モデルである。このモデルは、気象機関による全球規模から総観規模の客観解析あるいは

数値予報の結果を初期値・境界条件として、大気運動の力学方程式や熱力学方程式を数値

的に時間積分することにより、風速場、温位、気圧等の気象変数を計算するものである。

雲・降水、大気放射、地表面、大気境界層等の各過程の詳細な考慮が可能であり、大気境

界層乱流や雲・降水等の時空間変動を計算できる。数値気象予報データを入力データとし

て用いることで、気象場の将来予測が可能である。このモデルでは、対象とする大気運動

のスケールに応じた様々な近似がなされる。高・低気圧等、数 1000 km 以上の水平スケー

ルの現象を対象とする場合、大気の鉛直運動が水平方向に比べて無視できるため静力学平

衡を仮定した気象モデルでも良い精度を示すが、積雲対流を扱うような 10 km 程度以下の

水平スケールでは、静力学平衡が成り立たないため、大気の鉛直運動を精緻に扱う非静力

学モデルを用いる。一般的に質量保存風速場モデルに対して大気力学モデルの計算負荷は

大きなものとなる。 
こういった気象モデルにより計算された気象場に基づき放射性物質の大気拡散を計算

する拡散モデルは、Fick 型の拡散式から定常的な拡散を仮定して得られたガウス型分布の

解析解を用いるモデル（解析解拡散モデル）と、微分方程式を数値的に解く方法や計算機

内で放出した多数の粒子の輸送を計算する方法によるモデル（数値解拡散モデル）に大き

く分類できる。 
解析解拡散モデルとしては、放射性プルームを連続的に放出された多数の気塊（パフ）

の集まりとして考えるパフモデル（Ramsdell et al., 2012）がある。濃度は全てのパフについ

て積算することにより求められる。あらかじめ用意された時空間的に変動する風速場を用

いて個々のパフの移動を計算するが、それぞれのパフはガウス型分布を持つと仮定するた

め、プルーム主軸の時空間変化を考慮できる以外はガウスプルームモデルと同様の制限が

ある。モデルの簡潔さから解析解拡散モデルの計算コストは低い。 
一方、数値解拡散モデルには、オイラー型差分モデルとラグランジュ型粒子モデルがあ

る。オイラー型差分モデルは、対象領域を 3 次元格子で区切った計算セルに分割し、各セ

ル内での濃度変動を、移流拡散方程式を差分近似することで数値的に計算するもので、放

出源が空間的広がりをもつ酸性雨等の大気汚染研究に一般的に用いられてきた（Byun and 
Schere, 2006; Carmicheal et al., 1991; Chang et al., 1987）。ラグランジュ型粒子モデルは、放出
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された物質を多数の仮想粒子で表現し、それらの粒子位置の時間発展を追跡し、粒子分布

から濃度を計算する。このモデルは特に放出直後の放出地点近傍における拡散を正確に表

現できることから、放出源が工場や原子力施設の排気筒等のような点状の場合に適用され

てきた（Chino et al., 1995; Jones et al., 2007; Stohl et al., 2005; Sullivan et al., 1993）。数値解拡

散モデルは、気象モデルによる計算結果を利用することで、時々刻々変化する気象場に応

じた詳細さや精度で物質の大気拡散を計算することが可能である。数値解拡散モデルは詳

細な大気拡散計算が可能であるが、一般的には解析解拡散モデルに比べて計算コストが高

くなる。 
大気中に拡散した放射性物質の一部は、直接あるいは降水に取り込まれて地表面に沈着

する。大気乱流や重力沈降により地表付近まで輸送された放射性物質は、分子拡散（気体

状物質）、ブラウン拡散及び慣性衝突（粒子状物質）、湿潤面での溶解、植物の気孔からの

吸収等の過程により大気中から除去される。これを乾性沈着という。一方、雲粒核の形成

や、雲水・雨水等の降水粒子への衝突や溶解等により大気中から除去され、降水として地

表に降下するのを湿性沈着という。これらの沈着過程は解析解拡散モデルでも考慮可能で

あるが、数値解拡散モデルではより詳細に考慮することが可能となる。例えばパフモデル

では乾性沈着による大気中からの放射性物質の除去を個々のパフに対して計算するため、

地表付近の濃度減少が分布全体から補償され分布型が変化しないソースデプレッションモ

デルを用いることになるが、数値解拡散モデルでは計算セル内濃度あるいは仮想粒子に対

して除去を計算するため、濃度減少を周辺の高濃度域から補償するサーフィスデプレッシ

ョンモデルを用いることが可能である。 
図 1.4 に様々な気象現象と大気環境問題の時空間スケールを示す。この図から分かるよ

うに、気象現象及び大気環境問題の時空間スケールは非常に幅広い。大気環境問題におい

て重要な大気拡散は、様々なスケールの気象現象の複合的な影響を受け非常に複雑なもの

となる。したがって、大気拡散計算モデルは、対象とするスケールや目的に応じて、気象

現象及び物質の大気輸送・地表沈着過程を適切にモデル化して考慮することが求められる。

本研究では水平空間スケールで数 10 km から数 1000 km 程度、時間スケールで数時間から

数日程度の大気拡散予測を対象とする。 
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図 1.4 気象現象と大気環境問題の時空間スケール。 

 
1.1.4 緊急時大気拡散予測システムの開発経緯と課題 
放射性物質の大気放出を伴う原子力事故が発生した際の大気拡散の解析や予測、線量評

価において、特に原子力施設近傍への影響評価には、簡便性、即時性や過去の利用実績等

からガウスプルームモデルが利用される場合がある。例えば日本の原子炉立地時の安全審

査では「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（原子力安全委員会，2001）に基

づき、ガウスプルームモデルと実際のサイトの地形を使った風洞実験を組み合わせた解析

が実施されてきた。この安全解析では、平均的な気象場による定常状態の拡散を仮定して、

平常運転時及び事故時に放出される放射性物質による最大濃度地点における 1 年間の平均

的な濃度や被ばく線量を計算し、これが法令や指針による基準値より十分に低いことを確

認することで安全を担保している。また地表沈着は考慮されていない。 
しかしながら、日本の原子力施設の多くは沿岸と山地の複合による複雑な地形に立地し

ており、実際の事故時には、この地形の影響を受けた海陸風や山谷風等、気象現象の非一

様・非定常性を考慮する必要がある。また、チェルノブイリ原子炉事故や福島第一原子力

発電所事故で見られるような空間的に非均一な汚染分布をもたらす沈着過程や、事故が長

期間継続する場合、放出率や放出核種組成比等の放出状況の変化も考慮する必要がある。

したがって、原子力事故が発生した際、出来る限り現実的な放射性物質の環境中分布に基

づく影響評価を早期に行うためには、大気拡散の数値計算が必要となる。また、計算機性
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能の向上や、気象学分野において多数の研究者等に利用されるコミュニティモデル開発の

伸展により、大気力学モデルによる気象予測が近年一般的になってきている。こういった

理由から、現在世界各国で開発が進められている原子力事故時の意思決定支援を目的とす

る緊急時大気拡散予測システムでは、大気力学モデルと数値解解析モデルの組み合わせに

よる詳細な数値計算モデルの利用が増えている。 
ここで、世界の主な原子力緊急時の大気拡散予測システムについて概説する。米国では、

スリーマイル島原子力発電所事故以前の 1972 年からローレンスリバモア国立研究所

（LLNL, Lawrence Livermore National Laboratory）において先進的に緊急時システムの整備

が進められてきた。現在、LLNL の米国大気放出勧告センター（NARAC, National Atmospheric 
Release Advisory Center）により、世界で原子力事故が発生した際には 24 時間 365 日即座に

大気拡散予測を開始することができる運用体制がとられている（Sugiyama et al., 2010）。
NARAC の大気拡散計算モデルは、COAMPS 等の気象予測モデル、質量保存風速場モデル

ADAPT、及びラグランジュ型粒子拡散モデル LODI により構成される（Bradley, 2007）。ま

た、米国原子力規制局（U.S.NRC, United States Nuclear Regulatory Commission）では、パフ

モデルを用いた RASCAL（U.S.NRC, 2011）を原子力事故時の線量評価システムとして整備

している。欧州では、チェルノブイリ原子炉事故による放射能汚染を経験して以降、越境

事故の国内への影響評価の必要性が注目されるようになり、欧州連合を中心に利用される

RODOS（Forschungszentrum Karlsruhe, 2006）、北欧諸国を中心に利用される ARGOS（Prolog 
Development Center, 2011）等の緊急時大気拡散予測システムが開発されてきた。RODOS に

は、気象データ前処理プログラム RMPP と、近距離拡散用にパフモデル RIMPUFF 及びパ

フ・粒子モデル DIPCOT、長距離拡散用に差分型モデルの MATCH 等が整備されている。

ARGOS では、気象予測モデル HIRLAM と、RIMPUFF、MATCH に加えて DERMA、SNAP
等の数値解拡散モデルが利用可能とされている。 

日本においては、1979 年の TMI 事故以降、国内の原子力緊急時に対応するため、SPEEDI
が整備されてきた。TMI 事故の翌年 1980 年から日本原子力研究所にて開発が開始され、

1984 年に第 1 版が完成した（茅野ら，1984）。1985 年からは原子力安全技術センターへの

移管と運用システムの整備が開始され、1986 年からは、原子力安全技術センターが文部科

学省（福島第一原子力発電所事故後は原子力規制委員会）からの委託を受けて平常時から

24 時間体制で運用している（文部科学省，2007）。この SPEEDI による大気拡散予測結果は、

日本の原子力防災対策の意思決定を行う上で重要な情報として利用されるものとして位置

づけられてきた（原子力安全委員会，2010a、2010b）。SPEEDI は、日本国内の原子力施設

で放射性物質の大気放出を伴う事故が発生した場合、事故地点を含む 25～100 km 四方の領

域を対象として、放射性物質の大気中濃度、地表沈着量、及び線量を迅速に予測すること

を目的としている。現在のモデル構成は、静力学気象モデルの PHYSIC、質量保存風速場

モデル WIND21、ラグランジュ型粒子拡散モデルの PRWDA21 となっている（須田，2006）。 
SPEEDI の完成後、1986 年にチェルノブイリ原子炉事故が発生した。この事故により大

気中に放出された放射性物質は、国境を越えて地球上の広い範囲に拡散した。この事故を
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契機に、大規模原子力事故による国境を越えるような広範囲な環境汚染を迅速に予測する

必要性が認識されるようになった。この要請に応えるため、地球上の任意地点での原子力

事故に対応出来る大気拡散予測システムである WSPEEDI の開発が JAEA において進めら

れた。WSPEEDI の第 1 版（WSPEEDI-I）（Chino et al., 1995）は、計算モデルの開発と検証、

気象データのオンライン取得や計算結果可視化等の計算支援機能を含むシステム化を経て、

1997 年に完成した。WSPEEDI-I は、質量保存風速場モデル WSYNOP（Ishikawa, 1994a）と、

それに引き続き放射性物質の大気拡散を計算するラグランジュ型粒子拡散モデル GEARN
（Ishikawa, 1994b）から構成されている。詳細は後述するが、このモデルでは対象領域の高

解像度な地形の影響を考慮して質量保存則を満たすように計算された 3 次元風速場を用い

て粒子法による拡散計算が行われるため、放射性プルームの分岐や山越え、風速の鉛直シ

アーによる 3 次元的な変形等の複雑な拡散現象を計算可能である。また、沈着過程も考慮

されている。WSPEEDI-I はこれまで、チェルノブイリ原子炉事故や欧州における広域野外

拡散実験 ETEX（Nodop et al., 1998）への適用により、長距離大気拡散モデルの計算性能が

検証された（Ishikawa, 1994b; Ishikawa, 1995; 山澤ら, 1997; Yamazawa et al., 1998）。また 1998
年のスペイン、アルヘシラスでの 137Cs 誤焼却事故では、事故当初不明であった放出量の推

定と大気拡散解析が行われた（山澤，1999）。 
これまでのモデル検証や適用を通じて明らかとなった WSPEEDI-I の大気拡散予測モデ

ルの課題を以下に列挙する。 
・質量保存風速場モデルが拡散モデルに提供できる気象変数は入力気象データに含まれる

変数に限られ、通常は風速場と地表での降水量である。このため、大気境界層内での乱

流拡散過程や降水による湿性沈着過程は拡散モデル内で簡略にモデル化され、予測結果

の再現性を低下させる要因となる。 
・質量保存風速場モデルは、現況解析を行うものであるため、時間解像度を入力気象デー

タより向上させることはできず、高解像度計算時も地形の影響しか考慮しないことから、

計算される気象場の精度は入力気象データの精度と解像度に依存する。 
・放出点周辺域の詳細計算には高解像度化が有効であるが、同時に計算コストの増大をも

たらす。長期間計算では、遠方へ流出した放射性物質の放出点周辺域への再流入を考慮

する必要があるが、単一領域しか計算できないモデルでは、遠方までを含む広域全体を

高解像度で計算する必要があり、計算コストが高くなり迅速な影響評価の障害となる。 
・原子力事故は、発生原因、特徴、規模により放出量が様々であることから、対象とする

大気拡散現象のスケールは幅広いものとなる。また、一つの事故においても、例えば避

難勧告の計画策定と環境モニタリングのバックグラウンドを超える拡散範囲の確認では

その目的により対象とすべきスケールは異なる。しかし、これまでのモデル検証では、

水平スケールで数 1000 km 規模の長距離拡散より小さいスケールの検証は十分でない。 
 
また、緊急時対応のための実運用システムとしては、以下の機能が必要とされる。 

・チェルノブイリ原子炉事故やアルヘシラス 137Cs 誤焼却事故等の越境型の原子力事故では、
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事故発生当初にソースタームは得られず、福島第一原子力発電所事故においても入手は

不可能であった。信頼性の高い定量的な影響評価を迅速に行うには、事故後早期にソー

スタームを推定する機能が必要である。 
・大気拡散計算では使用するモデルやパラメータの違いにより予測結果が大きく異なる場

合がある。将来予測結果の確度評価のためには，異なる予測システム間で予測情報を交

換し比較できる機能が必要である。 
・緊急時において迅速かつ正確なシステム操作を容易に実施するため、データ自動収集・

変換等を行う入力気象データ処理機能や、GUI（Graphical User Interface）による計算実

行、図形出力等を行うシステム操作機能等の計算支援機能が必要となる。 
 

1.2 本研究の目的 

放射性物質の大気放出を伴う原子力事故時において、公衆の放射線被ばくを低減するた

めの防護活動を効果的に実施するには、まず放射能及び放射線量の環境中分布の現況を把

握し、これに基づき将来の分布を予測する必要がある。現況把握には、緊急時モニタリン

グが正確性で優れるが、環境試料の採取・分析や実効的なモニタリング体制の構築に時間

を要することや、離散的な時空間分布と測定範囲の限界といった制限がある。そこで、大

気拡散計算による汚染の現況と将来予測の情報が、事故初期の防災対策やモニタリング計

画の策定を行う上で重要となる。放射性物質の大気拡散及び地表沈着計算では、様々なス

ケールの気象現象を考慮することが必要であるが、一方で緊急時対応モデルとしての迅速

性を有することが必要とされる。また、モデルの予測精度や適用限界が、客観的に評価し

明らかにされている必要がある。さらに、事故直後にはソースタームの入手が困難なこと

を考えると、後から得られる環境モニタリング結果を組み合せることによるソースターム

の推定等に利用可能なモデルであることが重要である。ソースタームが得られて初めて、

環境モニタリングから得られる現実の状況との対比による大気拡散の解析が可能となる。 
これまで、地球上の任意の地点の原子力事故に対応可能な広域大気拡散予測システムと

して WSPEEDI が開発されてきた。初版である WSPEEDI-I の計算モデルには、質量保存風

速場モデルとラグランジュ型粒子拡散モデルが用いられている。このモデル構成は、モデ

ルの簡潔性により計算速度が速い利点があるが、先述したように、大気乱流や降水に関す

るパラメータが十分得られないため乱流拡散や湿性沈着モデルを簡略化したことにより拡

散計算の精度が低下する、気象場の精度が入力気象データの精度や解像度に依存するため

局地域拡散計算の精度が低下する、高解像計算時に計算コストが増大する、といった課題

がある。 
そこで本研究では、WSPEEDI-I の課題を解決し、地球の任意地点における原子力事故に

より放出された放射性物質の数 10 km から数 1000 km 程度の水平空間スケールの大気拡散

を実時間で予測することを目的とする。この目的のため、（1）メソスケール（水平空間ス

ケール：2～2000 km）気象現象を考慮し、対象スケールに必要な解像度で効率的な計算が
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可能な大気拡散予測モデルの開発、（2）実際の放射性物質の大気放出事例によるモデルの

性能評価、（3）モデルの適用による福島第一原子力発電所事故の放出率推定と大気拡散解

析を行う。 
大気力学モデルは、各種物理過程をモデル内で詳細に扱うことから、物理法則に基づい

た気流、乱流、雲・降水等の高解像度予測が可能であり、これを用いることで、大気拡散

計算の精度向上が期待される。そこで、本研究ではまず、大気力学モデルの導入と拡散モ

デルの改良により、メソスケール気象現象（山谷風や海陸風等の局地循環、大気境界層乱

流、及び雲・降水過程）を考慮した対象スケールに必要な解像度による計算と、広域と放

出点周辺の狭域の間の物質の流入・流出を考慮した計算が可能な大気拡散予測モデルを開

発する。この大気拡散予測モデルは、SPEEDI が対象としている局地スケールの大気拡散を

包含しつつ、WSPEEDI-I の適用可能スケールを拡張したものであり、WSPEEDI 第 2 版

（WSPEEDI-II）の計算モデルとして用いるものである。 
実際の事故や野外拡散実験等で得られた実測データを用いて計算モデルを検証するこ

とはモデルの予測結果の信頼性を把握するために重要である。本研究で開発した

WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルを二つの実放出ケースへ適用し、モデルの再現性を評価

する。本研究と並行して行われた研究において、ETEX データを用いた大気中濃度の予測

精度の評価が行われたが（Furuno et al., 2004）、この検証では地表沈着量については評価さ

れていない。本研究で実施する第 1 の検証ケースでは、チェルノブイリ原子炉事故時の 137Cs
の地上大気中濃度及び地表沈着量の測定データを用いて、主に地表沈着量の再現性の評価

を行う。第 2 の検証ケースでは、青森県六ヶ所村の再処理施設から試験運転により管理放

出された 85Kr の大気中濃度測定値を用いて、数 100 km（中距離）から数 1000 km（長距離）

の水平空間スケールにおけるモデルの再現性を評価する。 
事故直後にソースタームが不明な場合、その正確かつ迅速な推定が定量的な汚染予測の

ために必要となる。そこで、SPEEDI 及び本研究で開発した WSPEEDI-II 大気拡散予測モデ

ルと環境モニタリングの組み合わせにより、福島第一原子力発電所事故で大気放出された

放射性物質の放出率を逆推定し、推定放出率を用いた大気拡散計算により推定結果の検証

及び地表汚染分布の形成過程の解析を行う。 
 

1.3 本論文の構成 
第 1 章では、放射性物質の大気放出を伴う原子力事故時の環境影響評価における大気拡

散計算の必要性を述べ、原子力緊急時の大気拡散予測システム SPEEDI 及び WSPEEDI の
開発の経緯と、これまでの利用から明らかになった課題を示した上で、本研究の目的と意

義を述べた。 
第 2 章では、本研究で開発する WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルに要求される要件を満

たすために必要な気象場計算モデルの高度化と放射性物質の拡散モデルの改良について述

べる。 
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第 3 章では、チェルノブイリ原子炉事故及び六ヶ所村再処理施設起源 85Kr 広域拡散の二

つの実放出ケースへの適用による WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの性能評価について述

べる。 
第 4 章では、SPEEDI 及び WSPEEDI-II による大気拡散計算と環境モニタリングを組み合

わせて用いることにより、福島第一原子力発電所事故の放出率を推定する。また、日本全

国の降下量測定値と、この放出率推定結果を用いた東日本域大気拡散計算の結果を比較す

ることで、推定放出率の妥当性を検証する。さらに、大気拡散計算結果に基づき、測定さ

れた広域の地表沈着分布の形成プロセスを解析する。 
第 5 章では、本論文の各章から得られた結論をまとめ、今後の課題を示す。 
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第 2 章 原子力事故時の大気拡散予測モデルの開発 

2.1 WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルに要求される要件 

原子力緊急時の大気拡散予測システムで利用される計算モデルは、放射能及び線量の環

境中分布を計算する上で、正確性と迅速性の両方を可能な限り高いレベルで実現すること

が求められる。本研究において開発する WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルは、以下の機

能及び性能を有するものとする。 
対象スケールと解像度：地球上の任意の場所について、水平方向はおよそ数 10 km から

数 1000 km 程度（半球規模）の範囲、鉛直方向は対流圏内（大気境界層及び自由大気）に

おける大気拡散を計算可能とする。この幅広いスケールについて、気象現象の再現と大気

中濃度・地表沈着量・線量の空間分布及び時間変化の把握に必要な解像度で計算可能とす

る。 
気象現象の考慮：全球数値予報データ等の入力気象データで表現される高・低気圧等の

総観規模の気象現象だけでなく、山谷風や海陸風等の局地循環、大気境界層乱流、雲・降

水等のメソスケール気象現象をモデル内で計算し、その大気拡散への影響を考慮可能とす

る。 
将来予測：入力データとして用いる気象機関による数値予報データの予報期間（気象庁

による数値予報格子点値 GPV (Grid Point Value)の場合は最大およそ 1 週間程度）の気象場

を、統計手法や外挿でなく、物理法則に基づき将来予測できることとする。 
迅速性：大気拡散予測モデルは、屋内退避、避難、安定ヨウ素剤の服用、飲食物の摂取

制限等の事故直後から検討、実施される対策に対して有用な情報を提供する必要がある。

事故発生から予測結果の提供までの時間的裕度は、事故発生地点及び対象範囲によって異

なるが、上記で述べた空間スケールにおける輸送時間が数時間から数日程度であることか

ら、最新の計算機性能と並列計算技術を用いた場合、数時間～半日程度で結果を提供する

のに必要な計算速度を持つものとする。 

 

2.2 モデル構成と計算フロー 
図 2.1 に WSPEEDI-I 及び後述する WSPEEDI-II のモデル構成とデータフローを示す。

WSPEEDI-I の大気拡散予測モデルでは、気象場計算モデルとして質量保存風速場モデル

WSYNOP（Ishikawa, 1994a）、放射性物質の大気拡散計算モデルとしてラグランジュ型粒子

モデル GEARN（Ishikawa, 1994b）が利用されている。まず、気象データ（気象庁 GPV、再

解析データ等）と地形データ（標高、土地利用等）を入力として WSYNOP により対象領

域の 3 次元風速場を計算する。地表降水量についてはモデル格子点への内挿のみ行う。こ

の風速場及び降水量に加えて、地形データ、ソースターム、核種物理データ（半減期、線
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量換算係数）を入力として、GEARN により放射性物質の移流、拡散、地表沈着過程を計

算し、大気中濃度、地表沈着量、線量を出力する。線量計算では、計算された大気中濃度

及び地表沈着量を基に、空気吸収線量率、外部被ばく実効線量、吸入による内部被ばくの

実効線量及び等価線量を計算する。本研究で開発した WSPEEDI-II の大気拡散予測モデル

では、まず入力気象データと地形データ（標高・土地利用等）から作成した初期値・境界

値を入力データとして、大気力学モデル MM5 により気象場を計算する。GEARN は、MM5
が出力する気象変数（風速 3 成分、鉛直拡散係数、対流性・非対流性に区別された地表降

水量、雲量、雨や雪等の混合比）の他、WSPEEDI-I と同様、地形データ、ソースターム、

核種物理データを入力として、放射性物質の大気拡散を計算し、大気中濃度、地表沈着量、

線量を出力する。 
 

 
 
図 2.1 WSPEEDI-I と WSPEEDI-II のモデル構成とデータフロー。 
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2.3 気象場計算 
ここでは、WSPEEDI-I の気象場計算の問題点と、WSPEEDI-II の計算モデル開発による

その改善について述べる。 
 
2.3.1 WSPEEDI-I の風速場モデル WSYNOP の概要と問題点 

WSPEED-I では、3 次元質量保存風速場モデル WSYNOP により気流場を計算する。

WSYNOP は、水平方向には、地図投影法により地球の曲面を平面に変換する座標系を用い、

鉛直方向には、地形の起伏を考慮するため次式で表される地形準拠 z*座標系を用いている。 
 

hzzz g /)(* −= , tgt zzzh /)( −=                          (2-1) 

 

ここで、z はデカルト座標系における鉛直方向の高度、 gz は標高、 tz は計算領域上端高度

である。この ),,( *zyx 座標系により、モデル解析空間は直方体となる。予測変数の定義点

の配置は Arakawa-C グリッドである。 
WSYNOP による風速場の計算では、まず、低解像度の入力風速場データの風速場を、大

気拡散計算を行う高解像度のモデル格子上に内挿する。この内挿された初期風速場

),,( *wvu は質量保存則を満たしておらず、拡散計算における誤差の要因となる。そこで、

空気密度 ρ の空間変化を考慮した質量保存則 
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を満たすように初期風速場を修正する。m は地図投影による水平距離の歪みを補正する係

数であり、投影空間における距離の実空間における距離に対する比を意味する。風速場の

修正は、質量保存則を付帯条件とした変分解析により行う。数値解法については Ishikawa 
(1994a) に詳細な記述がある。 

2.1 節で述べた WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルの要件のうち、迅速性に関しては、

WSYNOP の簡潔性による比較的低い計算コストは利点となるが、他の要件に対して以下の

問題点がある。 
対象スケールと解像度：WSYNOP は、上記で述べた変分解析を各時刻の風速場に対して

診断的に行うため、時間解像度は入力気象データと同じとなり向上させることはできない。

空間解像度は、高解像度の標高データを利用することで向上させることができるが、

WSYNOP は質量保存則を満たすための最小の修正を行うのみであるため、計算される風速

場の精度は入力気象データの解像度と精度に依存する。湿性沈着計算に必要な降水量はモ
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デル格子点に内挿するだけであり、その精度は風速場同様、入力気象データに依存する。

WSPEEDI の将来予測の計算で入力として用いる気象庁全球 GPV は、6 時間間隔の時間解

像度、緯経度 1.25°間隔（北緯 35 度地点で東西約 110 km, 南北約 140 km 間隔）の空間解像

度を持つ（2004 年時点。2013 年現在は 0.5°間隔）。しかし、近隣国で発生した事故の日本

への影響（例えば、韓国南部に位置する原子力発電所から 200 km 程度離れた九州北部への

影響）の詳細な評価にはこの解像度では十分でない。 
気象現象の考慮：上記で挙げたような水平空間スケールで数 100 km 程度以下の大気拡散

計算においては、山谷風、海陸風等の局地循環、積乱雲の発達等のメソスケール気象現象

が重要となる。これらの気象現象は、主に地形（標高）、海陸分布及び土地利用・植生分布

に依存する地表面状態（粗度、アルベド、熱容量等）、日射による地表面の加熱等の大気放

射の影響を受けた熱的じょう乱に起因するが、全球 GPV では十分表現されず、WSYNOP
による変分解析でも計算されない。また、気象庁全球 GPV に含まれている気象変数は、地

表及び気圧面における風速、海面更正気圧、地表面気圧、気温、相対湿度、上昇流、地表

降水量であり、大気境界層乱流に関する情報は含まれておらず得られない。降水に関して

も、GPV から得られるのは地表における降水量だけであり、雲、降水の 3 次元分布等の詳

細な情報は得られない。また、積雲が発生している場所における大気拡散では、積雲対流

による物質の鉛直輸送への影響も考えられるが、全球GPV及びそれを入力としてWSYNOP
で計算した風速場では考慮されない。 

将来予測：WSYNOP は、数値予報データを入力とすることで将来の風速場を解析するこ

とはできるが、物理法則に基づいた将来予測はできない。 

 
2.3.2 大気力学モデル MM5 の要件適合性 
ペンシルバニア州立大学と米国大気研究センターにより開発された大気力学モデル

MM5（Grell et al., 1994）のソースコードが利用手順書、入力データ等とともに整備され、

研究目的の利用に対して無償公開されている。以下では、2.1 節で述べた WSPEEDI-II の大

気拡散予測モデルに求められる要件に対する MM5 の適合性と、2.3.1 節で述べた WSYNOP
の問題点の MM5 導入による解決の可能性について述べる。 
対象スケールと解像度：MM5 は地球表面の曲率や地形の起伏を考慮可能な座標系を用い

ており、地球上の任意の場所の半球規模までの範囲について、任意の解像度で計算可能で

ある。鉛直方向は成層圏までを計算対象としている。密度変動を許す完全圧縮性モデルで

あり、静水圧平衡を近似しない非静力学モデルであることから、大気の鉛直運動のスケー

ルが水平スケールと同程度になるような局所域計算にも適している。したがって、本研究

で対象とするスケールの気象場計算に適用可能である。ただし、MM5 は、建物及び微地形

の影響が重要となるようなスケールの局所域計算、気流場の数分以下の短時間変動の再現

には適していない。こういった微スケールの計算には、DNS (Direct Numerical Simulation) 及
びその近似モデルである LES (Large Eddy Simulation) 等の流体モデルが適しているが、熱
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的要因やメソ以上のスケールの気象現象の考慮が難しく、計算コストも非常に大きいもの

となる。 
気象現象の考慮：MM5 は、複雑な地形を考慮した計算領域における大気の力学過程に加

えて、大気放射、地表面熱収支、大気境界層、降水等の物理過程とその相互作用を考慮し

て気象場を計算する。これにより、本研究で対象とするスケールの大気拡散において重要

な山谷風や海陸風等の局地循環、大気境界層乱流、降水現象の時空間変化、及び降水を予

測することが可能である。したがって、MM5 で計算される気象変数の利用により、上記で

上げたような気象現象の大気拡散計算への影響を考慮可能となる。 
将来予測：MM5 は、運動量や熱エネルギー、質量、水蒸気等の保存式を時間方向に数値

積分することで、各種気象変数の時間発展を計算する予報型の気象モデルである。したが

って、初期・境界値を気象機関による数値予報データから得れば、その予報期間に対応す

る期間の将来予測が可能である。また、計算結果の出力時間間隔を任意に設定可能である

ため、必要とする気象場の時間変動を拡散計算で考慮できる。4 次元データ同化機能によ

り、数値予報データに反映されている総観規模の気象場の特徴を保持することで、将来予

測の信頼性を担保できる。 
迅速性：MM5 は複雑な計算モデルであり計算コストは WSYNOP に比べて大きいが、大

型計算機上での並列計算、及びネスティング計算による効率的な高解像度計算が可能であ

ることから、最新の計算機性能及び計算技術の利用を前提とすると、必要な計算速度での

計算は実現可能である。 
以上の検討の結果、MM5 は先述した要件の多くを満たし、WSYNOP の問題点を解決可

能と考えられることから、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの気象場計算モデルとして利用

するのに適していると判断した。 
 
2.3.3 MM5 の導入 
ここでは、MM5 の概要と、その導入による改良の具体的内容について述べる。MM5 は、

全球の地形データ（標高、海陸分布、土地利用・植生）から、最大で半球規模までの任意

の範囲を任意の解像度の計算領域として切り出して計算することができる。これにより計

算領域内の複雑な地形や海陸分布、土地利用・植生に依存する地表面状態の空間分布を考

慮できる。予測変数の定義点の配置は Arakawa-B グリッドである。座標系は、水平方向は

WSYNOP と同様の地図投影座標を用いており、鉛直方向は地形準拠σ 座標を用いている

（図 2.2 及び 2.3）。σ は次式により定義される。 
 

)/()( tst pppp −−=σ                               (2-3) 

 
ここで、 p はあるσ 面の気圧、 tp と sp は、それぞれ参照状態（reference state）での計算領

域上端及び地表における気圧である。 tp を適切に設定（例えば 100 hPa 程度）することで、

成層圏下部までを計算対象範囲に含むことができる。 
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図 2.2  MM5 の水平座標系とネスティング計算における計算領域の配置（親領域と子領

域の格子幅の比が 3 の場合の例）。u、v、w は風速 3 成分、T は気温、q は水蒸気、雲水、

雨水等の水物質の混合比。u、v は●の位置で定義され、T、q、w は×の位置で定義され

る。（Dudhia et al., 2005 を基に作成） 
 
 

 
図 2.3 MM5 の鉛直座標の概念図。u、v、w は風速 3 成分、T は気温、q は水物質の混合比。

実線は鉛直速度 w が定義されるフルシグマレベル、破線は u、v、及び T、q 等のスカラ

ー量が定義されるハーフシグマレベル（各フルシグマレベル間の中央）を示す。（Dudhia 
et al., 2005 を基に作成） 
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MM5 は完全圧縮性非静力学メソスケール気象モデルである。風速、気圧、気温、相対湿

度等の気象要素を含む数値予報や客観解析による気象格子点データ及び海面温度データを

初期・境界値として、3 次元の運動方程式、気体の状態方程式、連続の式、熱力学方程式

を有限差分法で数値的に解くことにより、対応する風速 3 成分、気温、気圧等の気象変数

の時間発展を予測する。完全圧縮性モデルは密度の時空間変化を許すものである。厳密な

連続の式と気体の状態方程式から気圧を予報することができ、密度変化が無視できない対

流圏全層を含む範囲の計算にも適している。非静力学モデルは、大気の鉛直方向の運動方

程式を静力学平衡の式に置き換える静力学近似を用いないため、鉛直運動のスケールが水

平スケールよりはるかに小さいという静力学近似で前提とする制限がなくなり、水平格子

解像度を小さくできる。これにより、例えば数 km 格子解像度による数 10 km 範囲の計算

というような高解像度局所域計算が可能となる。したがって、水平方向には数 10 km 四方

の局地域から数 1000 km 四方の半球規模まで、鉛直方向には地表面の起伏を考慮しつつ成

層圏までを計算対象範囲とし、WSYNOP ではできなかった入力気象データよりも時空間解

像度の高い気象場の将来予測を行うという WSPEEDI-II の要件を満たすことができる。 
さらに、MM5 は、大気放射、地表面エネルギー収支、大気境界層、降水の各過程につい

て以下の内容の計算を行う。 
大気放射過程：短波放射には太陽光の反射、吸収、散乱過程を、長波放射には、雲、二

酸化炭素等のガス、水蒸気による吸収と放出過程を考慮して地球表面への下向き放射量を

計算する。これは地表面過程のモデルへ入力され、地表面過程のモデルで計算された地球

表面から大気への放射量が大気放射モデルへ入力される。 
大気境界層過程：地表付近の温位や風速等の大気状態、地表面過程モデルで計算される

熱や運動量フラックスを基に、混合層高さや鉛直拡散係数を決定し、境界層内の乱流輸送

の影響を受ける気温、運動量、水分の鉛直勾配を計算する。MM5 には種々のモデルが用意

されているが、本研究では MRF-PBL (Hong and Pan, 1996) と Eta-PBL（Janjic, 1990; 
Janjic,1994）を用いた。これら 2 スキームの概要を述べる。 

MRF-PBL は、地表付近の大気の風速や温位から診断的に決定した混合層高度によって、

予め決めたプロファイル関数に基づき拡散係数を計算する。詳細は Hong and Pan (1996)に
記載があるが、例えば混合層内の運動量の乱流拡散係数は次式で計算される。 
 

p

sM h
zzkwK 





 −= 1                               (2-4) 

 
ここで k はカルマン定数（=0.4）、p はプロファイルを決定するべき指数であり 2 が用いら

れる。z は地上高度、h は混合層高度である。混合層内の風速スケール ws は以下で表され

る。 
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ここで *u は摩擦速度、 mφ は接地層上端での風速プロファイル関数である。 mφ は、不安定及

び中立条件では 
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安定条件では 
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である。ここで、L は Monin-Obukhov の長さである。接地層高度は 0.1h とされている。 

Eta-PBL は、2 次の乱流クロージャーモデル（Mellor and Yamada (1974, 1982) によるレベ

ル 2.5 モデル）に基づくものである。風速 3 成分及び温位の平均値を Θ,,, WVU 、平均値か

らの変動をそれぞれ θ,,, wvu とする。運動量、熱エネルギー、混合比、質量の保存式のレイ

ノルズ応力方程式で、3 次モーメントを 2 次モーメントでパラメタライズして得られた以

下の乱流運動エネルギーの時間発展方程式及びその他の 2 次の乱流統計量に関する代数方

程式を支配方程式とする。 
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ここで、 qS 、β 、 1A 、 2A 、 1B 、 2B 、 1C は経験的定数であり、
2

2q
は乱流運動エネルギー、

l は乱流長さスケールである。 vv θ,Θ は仮温位、 MK HK が運動量及び熱の鉛直乱流拡散係数

である。 sP 、 bP はシアー及び浮力による乱流運動エネルギー生成項、ε は消滅項である。

乱流長さスケール l は以下の診断式から求められる。 
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ここで、PS と PT はそれぞれモデル下端と上端の気圧であり、κ はカルマン定数、α は経験

的定数である。 0l の上限値を約 80 m とする。鉛直乱流拡散係数は、以下の手順により計算

される。まず式（2-14）により、乱流長さスケールを診断的に計算し、これを用いて式（2-13）
から GM、GHを求める。続いて式（2-12）の連立方程式を解くことで SM、SHが計算される。

これらを用いて式（2-11）から MK HK が計算できる。これらの乱流拡散係数により式（2-10）
の乱流フラックスが求められ、式（2-9）の各量、つまり乱流運動エネルギーの時間発展方

程式である式（2-8）の外力項を定量化できる。これにより乱流運動エネルギーが予報的に

計算される。 
地表面過程：地表面におけるエネルギー収支を計算するモデルのうち Five-Layer Soil 

model (Dudhia, 1996)では、大気放射モデルからの地球表面への短波・長波放射と、大気境

界層モデルからの地表大気の状態（温位、風速、水蒸気量）を入力として、土壌及び地表

面温度と、地表及び海面における運動量、顕熱、潜熱フラックスを、地表面熱収支式と地

中熱伝導方程式により計算する。 
降水過程：格子解像スケールの降水過程を扱う雲物理モデルと、格子で解像されない（格

子間隔より小さなスケールの）降水を扱う積雲対流モデルにより計算される。雲物理モデ

ルについては、MM5 には様々なモデルが用意されているが、複雑なモデルでは、3 次元格

子内の水蒸気、雲水、雲氷、雨、雪、あられの混合比について、それぞれの相互作用（凝

結、融解、蒸発による相変化、捕集、着氷、雲粒と雨滴間の変換等）考慮した保存式を解

くことにより予測する。雲物理モデルの再現性は第 3 章で比較検討する。一方、積雲対流

モデルは、サブグリッドスケールの積雲対流による上昇・下降流や補償流をパラメタライ

ズすることで、格子解像スケールの予測変数にフィードバックするものである。対流雲内

から外への質量、熱、水分の輸送（デトレインメント）が雲物理モデルへ渡される。両モ

デルで計算された雲に関する情報（雲量や雲水の分布）は大気放射モデルにおける雲によ

る放射への影響の計算で使われる。数 km メッシュより高解像度の計算では、積雲による

鉛直流への影響が雲物理モデルにより直接計算され、積雲を解像できない程度の格子解像

度の計算では、積雲対流による上昇・下降流が鉛直フラックスの形で計算される。 
各過程の計算においては、土地利用・植生や海陸分布に対応して設定された粗度、アル

ベド、熱容量、蒸発効率、射出率等のパラメータが利用されるため、地表面状態の空間非
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一様性が考慮される。MM5 はこれらの各物理過程の相互関係（図 2.4）を考慮して気象場

を計算する。 
MM5 は、地形の起伏だけでなく、日射の時間変化、土地利用・植生や海陸分布に依存す

る地表面状態の水平分布を考慮して、運動量、熱、水分の移流・拡散、及び様々な物理過

程の計算により気象場を予測する。したがって、MM5 により予測される気象場を大気拡散

計算で用いることにより、総観規模からメソスケールまでの気象現象を考慮することがで

き、先述した WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルの要件を満たすことが可能となる。拡散

モデルにおける気象場の利用の具体的内容については 2.4.2 節で述べる。 
気象場の将来予測を行う場合、その予測精度は大気拡散計算の精度に大きな影響を及ぼ

す。この気象予測の信頼性を担保するため、MM5 ではナッジング手法による 4 次元データ

同化の利用が可能である。ナッジングとは、解析値あるいは観測値とモデルによる予測値

の誤差に一定の係数をかけた外力項を運動量や熱エネルギー、水蒸気等の保存式に付加す

ることで、予測値を解析値あるいは観測値に近づける操作を行うものである。客観解析値

や数値予報値を用いる「解析値ナッジング」は、高・低気圧の移動のような大規模場の特

徴を保持するためのものであり、離散的な観測値を用いる「観測値ナッジング」は、大規

模解析及び全球数値予報には反映されていない局地的な現象を取り込むためのものである。

WSPEEDI-II では、気象予測において気象庁 GPV による解析値ナッジングを実施すること

で、GPV の大規模場の特徴を保持した気象場に基づく大気拡散の将来予測が可能である。 
MM5 は、MPI (Message Passing Interface)を用いた複数 CPU 上での並列計算に対応した計

算コード群により構成されている。また、効率的な高解像度計算のため、ネスティング計

算機能が実装されている。MM5 のネスティング計算には、1-way ネスティングと 2-way ネ

スティングの 2 種の方法がある。図 2.2 に示すような、格子解像度の低い広域計算領域（親

領域）の内側に入れ子状に設定した高解像度の局地域計算領域（子領域）の 2 領域の計算

の場合、1-way ネスティングでは、まず親領域の計算を行った後に、その計算値を境界条

件とした子領域の計算を行う。2-way ネスティングでは、その後、子領域の計算値を親領

域内の子領域の範囲の計算値へフィードバックさせることにより両領域で整合性のある気

象場を計算する。計算結果は、親領域と子領域それぞれの領域について個別に出力される。

この、MM5 の並列計算機能及びネスティング機能を利用することで、WSPEEDI-II の大気

拡散予測モデルは高解像度計算に必要な気象場を迅速に得ることが可能である。 
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図 2.4 MM5 の各物理過程の相互関係。 
 

 

2.4 大気拡散計算 
ここでは、WSPEEDI-I の拡散モデルの概要及び問題点と、WSPEEDI-II の拡散モデル開

発における問題点改善の具体的内容を述べる。 
 
2.4.1 WSPEEDI-I の拡散モデル GEARN の概要と問題点 
 
2.4.1.1 基礎方程式 

WSPEEDI-I の放射性物質の大気拡散を計算するモデル GEARN は、ラグランジュ型粒子

拡散モデルである。図 2.5 に GEARN の水平及び鉛直方向の座標系を示す。水平方向の座

標系は WSYNOP 及び MM5 と同じく地図投影法による座標系 ),( yx を用いている。予測変

数の定義点の配置は、WSYNOP と同じ Arakawa-C グリッドである。鉛直座標は WSYNOP
と同じ地形準拠 z*座標系を用いている。 

 

25 
 



 
図 2.5 GEARN の水平方向（左）及び鉛直方向（右）の座標系。Conc、Depo はそれぞれ

放射性核種の大気中濃度及び地表沈着量。鉛直座標の実線は w*が定義される層を示し、

破線は u, v, Conc が定義される層を示す。 
 
 

GEARN は，大気中に放出された放射性物質を多数の仮想粒子で模擬し、粒子の移動を

追跡することにより放射性物質の大気中濃度、地表沈着量、線量を求める。放出源は任意

地点からの点状放出とし、核種ごとに時間変動する放出率を設定する。また、放出高度の

時間変動も設定可能である。粒子の移動は時間ステップ幅 t∆ ごとに次式により計算する。 
 

*
***

,
,

zttt

yttt

xttt

Rtwzz

mRtmvyy
mRtmuxx

+∆+=

+∆+=
+∆+=

∆+

∆+

∆+

                             (2-15) 

 

ここで、 ),,( *
ttt zyx 及び ),,( *

tttttt zyx ∆+∆+∆+ はそれぞれ時刻 t及び tt ∆+ における粒子の位置

座標、右辺第 2 項は、WSYNOP により計算された平均風 ),,( *wvu による各方向の粒子の移

動量（移流項）である。右辺第 3 項は、大気乱流による拡散過程及び格子スケールより小

さなスケール（サブグリッドスケール）の気流による粒子の移動量（拡散項）である。

*,, zyx RRR の各成分は以下の式で表される（Ahlstrom et al., 1977）。 
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ここで ( )0R は区間 0～1 の一様乱数である。 

水平方向の拡散係数 hK は次式（Pasquill, 1974）を用いて水平方向の広がり幅 hσ から求め

る。 
 

dt
dK h

h

2

2
1 σ

=                                    (2-17) 

 

hσ は対象とするスケールによって 2 種のモデルから選択できる。一つはこれまで長距離拡

散計算で使用し検証されてきた Gifford (1982)によるもので、次式により表される。 
 

)43()1(2 22
2

2
02 ttLt

Lh eeKevtK βββ

ββ
σ −−− −+−+−+=                  (2-18) 

 

ここで、tは粒子の輸送時間、 LK はラージスケールの渦拡散係数、 0v は粒子の初期速度、β

は時間スケールの逆数である。これは、ブラウン運動する粒子に関する確率微分方程式

（Langevin 方程式）を出発点として導出した粒子の平均二乗偏差の理論式であり、式中の

パラメータは拡散実験等の実測データへのフィッティングにより決定される。本研究では、

Gifford (1982)により求められた LK = 5×104 m2 s-1, 0v = 0.15 m s-1、β = 10-4 s-1を使用している。

このフィッティングした数式が時間のみに依存する関数になることから、緊急時の拡散予

測において簡便なモデルである。もう一方の hσ のモデルは、一般的に近距離拡散で用いら

れるパスキル・ギフォード線図（Gifford, 1975）によるものであり、大気安定度ごとの hσ の

風下距離に対する変化が、およそ 1 km 四方の平坦な草地における拡散実験から経験的に求

められている。この範囲を超えるスケールにおける hσ は外挿されている。本研究では地表

面粗度による修正は行っていない。図 2.6 に、Gifford (1982)とパスキル・ギフォード線図に

よる hK の、放出後の経過時間に対する変化を示した。 

鉛直拡散係数は次式により決定している（Ishikawa and Chino, 1991）。 
 

502* ≤≅ u
h
fK L

z
                              (2-19) 
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ここで、u は風速の絶対値、上限値 50 m2 s-1 は計算安定性のため便宜上決めた値である。 Lf
は地表から 900 m 上空まで（大気境界層）で 20 m、900～1000 m（遷移層）で 1.2 m、1000 

m 以上（自由大気）で 0.37 m が用いられる（山澤ら, 1997）。 
粒子放射能の放射性崩壊は、核種ごとの減衰率 Te ∆−= λτ を乗ずることにより計算する。

ここで T∆ は出力時間幅(s)、λは崩壊定数(s-1)である。 
 
 

 
図 2.6 Gifford (1982)（GIFFORD）とパスキル・ギフォード線図（P-G）による水平拡散係

数の放出後の輸送時間に対する変化。P-G では大気安定度を中立とし、代表的な風速の 4
ケース（1、2、5、10 m s-1）について示した。(Terada et al., 2013 より引用) 

 
 
2.4.1.2 大気中濃度と地表沈着量 

出力時間幅 T∆ (s)間における各セル内のある核種の平均濃度 ijkC  (Bq m-3) は、各粒子の持

つ放射能の各セルへの寄与を積分することにより次式から計算する。 
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ここで、V (m3)はセルの体積であり 2* mzyxhV ∆∆∆= で定義される。 nq  (Bq) は n 番目の粒

子の持つ放射能量、 nb は対象セルへの nq の分配割合、M は T∆ 間の計算ステップ数、N は

対象セル及び隣接セルに含まれる粒子数である。分配割合 nb は、各粒子が粒子位置を中心

としたセルと同じ形と体積を持つと仮定し、対象セルと重なる部分をセルの全体積で除す

ることにより求める。 
乾性沈着による粒子の持つ放射能量の減少は、次式により計算する。 

 

    ng
n qkv

dt
dq

−= , 







∆

−
∆

=
z

z
z

k p12                       (2-21) 

 

gv  (m s-1) は核種により異なる乾性沈着速度であり、例えば 131I 及び 137Cs についてはそれ

ぞれ 3 × 10-3 m s-1 及び 1 × 10-3 m s-1（Shemel, 1980）としている。k は粒子の地上からの距離

pz に伴い減少する寄与率、 z∆ は最下層の厚さであり、モデル最下層に存在する粒子のみが

乾性沈着に寄与すると仮定している。 
湿性沈着による粒子の持つ放射能量の減少は、洗浄係数Λ  (s-1) を用いて次式により計算

される。 
 

    n
n q

dt
dq

Λ−=                                  (2-22) 

 
Λは次式により計算している。 
 

βαγ=Λ                                   (2-23) 
 

ここで、γ  (mm h-1) は降水強度である。αと β は核種について異なる係数であり、例えば
131I 及び 137Cs についてはα =5.0×10-5、β =0.8 を用いている（ApSimon, 1985）。降水洗浄は、

地表で降水が計算された地点の地表から計算領域上端までの気柱に存在する全ての粒子を

対象に計算する。 
T∆ 間における各地上第 1 層セルの接地面への放射能沈着量 gC  (Bq m-2) は、各粒子の放

射能沈着量の対象セルの接地面への寄与を積分することにより、次式で計算される。 
 

∑ ∑
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m m
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dngg tqb

S
C

1 1
, )(1                          (2-24) 

 
S  (m2) は、地上第 1 層セルの接地面積で 2myxS ∆∆= により計算する。 dq  (Bq s-1) は T∆
間の乾性及び湿性沈着により地上第 1 層セルの接地面に沈着した放射能量、 ngb , は対象セル
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への nq の分配割合であり大気中濃度計算で用いた nb に準じている。 

 
2.4.1.3 線量 

空気吸収線量率及び外部被ばく実効線量の計算は、大気中核種については濃度が空間に

無限に一様分布するとしたサブマージョンモデル、地表沈着核種については無限均一面線

源を仮定して計算する。内部被ばくは大気中核種の吸入による被ばくのみを対象とし、サ

ブマージョンモデルにより核種ごとの実効線量と決定臓器に対する等価線量を計算する。

ある核種による各種線量の計算式は以下となる。 

 

空気吸収線量率 (µ Gy h-1)： ggrairairair CdfCdfD +=  

T∆ 間の外部被ばく実効線量 (mSv)： ( ) 3600,, TCdfCdfD ggrextairairextext ∆+=  

T∆ 間の内部被ばく線量（実効線量または等価線量） (mSv)： 3600TlCdfD airinin ∆=  

 

ここで、 

airC ：ある核種の地上濃度 

gC ：ある核種の地表沈着量 

airdf ：大気中濃度から空気吸収線量率への換算係数（µ Gy h-1 Bq-1 m3）（Jacob et al., 1990） 

grdf ：地表沈着量から空気吸収線量率への換算係数（µ Gy h-1 Bq-1 m2）（Jacob et al., 1990） 

airextdf , ：年齢ごとの大気中濃度から外部被ばく実効線量への換算係数（mSv h-1 Bq-1 m3）

（Jacob et al., 1990） 

grextdf , ：年齢ごとの地表沈着量から外部被ばく実効線量への換算係数（mSv h-1 Bq-1 m2）

（Jacob et al., 1990） 

indf ：年齢ごとの内部被ばく線量（実効線量または等価線量）への換算係数（mSv Bq-1）

（ICRP, 1995a; ICRP, 1995b） 

l：年齢ごとの呼吸率（m3 h-1）（ICRP, 1994）。 
 
2.4.1.4 GEARN の問題点 

2.1 節で述べた WSPEEDI-II の要件のうち、対象スケールと解像度、及び将来予測に関す

る要件については、MM5 で計算する気象場を入力として用いることで満たすことができる。

ここでは、その他の要件の観点から、WSPEEDI-I の拡散モデル GEARN の問題点について

述べる。 
気象現象の考慮：2.3.1 節で述べた通り、WSYNOP で計算される風速場にはメソスケー

ル気象現象の影響が反映されていないため、GEARN の移流項の計算でその影響を考慮で
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きない。また、WSYNOP からは大気境界層乱流の情報を得られないため、大気境界層の構

造と乱れの度合いを GEARN 内で式（2-19）により決定している。WSPEEDI-I では通常予

測期間が 1 日を超える長距離拡散を計算することが想定されている。そのような大気拡散

においては、鉛直拡散は日々変化する大気境界層高度の最大値に対応するとして、式（2-19）
で設定した各層の高度は時空間的に変化せず、各層で一定の係数と風速の絶対値の関数に

よる鉛直拡散係数が用いられてきた（山澤ら, 1997）。しかし、現実には、大気境界層の構

造や乱れの強さは、地表面状態、日射、雲の分布、熱や水分の輸送等の影響により時空間

的に変動し、大気境界層内での物質の拡散に大きな影響を及ぼすが、WSPEEDI-I ではこれ

を考慮できないため、拡散計算の精度低下につながる。WSYNOP では降水過程を計算しな

いため、入力気象データに含まれる地表降水量をモデル格子点に内挿したものしか利用で

きない。このため、GEARN による湿性沈着計算では、地表で降水が発生している地点の

上空に存在する全ての放射性物質に対し、式（2-23）により地表降水量のみから決定した

洗浄係数を用いて降雨沈着を計算するモデルとなっている。しかし実際には、降水現象の

種類と放射性物質の大気中分布状況により降雨沈着の発生する高度は異なる。雲頂高度が

低い層雲による降水が発生している状況で、その雲頂より高い高度を放射性物質が輸送さ

れた場合、WSPEEDI-I のモデルでは降雨沈着を過大評価することになる。 
なお、乾性沈着過程においては、地表付近の風速や安定度等の気象条件、土地利用や植

生等の地表面状態への依存性が考慮されていない。また、放射性物質が気体状か粒子状か

の明確な区別はされておらず、湿性沈着過程における気体状放射性物質と降水粒子の気液

平衡反応、及び粒子状放射性物質の粒径による除去効率の違い等は考慮されていない。こ

れらは今後のモデル開発における課題であるが、これまでの事故では広域の沈着分布への

寄与は乾性沈着に比べて降水による湿性沈着が支配的であると考えられ、また、計算に必

要なガス・粒子比や粒径分布等のパラメータが緊急時には即座に十分には得られない場合

が多いことから、本論文では対象としない。 
迅速性：WSPEEDI-I の計算モデルを用いて放出点周辺の高解像度計算を行う場合、計算

期間が長期間（気象場に依存するがおよそ数日以上）になると、遠方へ流出した放射性物

質の放出点周辺域への再流入を考慮する必要があるが、単領域・単解像度計算しかできな

いため遠方までを含む広域全体を高解像度で計算せざるを得ず、計算コストが膨大になる。

一方で、初期の拡散はその後の遠距離拡散に影響するため、長距離拡散現象であっても放

出点近傍の高解像度計算が重要である。 
 
2.4.2 WSPEEDI-II の拡散モデルの開発 

WSPEEDI-II の拡散モデルは、WSPEEDI-I の GEARN に対して、前節で述べた問題点を

改善し、機能・性能の要件を満たすための改良を実施することにより開発する。 
 
2.4.2.1 移流及び乱流拡散 

水平スケールで数 10 km から数 1000 km スケールの物質の大気拡散計算においては、山
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谷風や海陸風等の局地循環、大気境界層乱流といったメソスケール気象現象を考慮するこ

とが重要となる。これを実現するため、WSPEEDI-II の拡散モデルでは、MM5 で計算した

3 次元の風速場及び鉛直拡散係数を GEARN で読み込み、これらを用いて式（2-15）右辺第

2 項の平均風による移流項と、右辺第 3 項及び式（2-16）のサブグリッドスケールの鉛直拡

散項 *zR を計算する。 

先述のとおり、変数定義点の配置が MM5 は Arakawa-B グリッド、GEARN は Arakawa-C
グリッドと異なり、鉛直座標が MM5 はσ 座標、GEARN は z*座標と両モデルで異なって

いる（図 2.2、2.3 及び 2.5）。鉛直座標のσ 及び z*の値は各モデルで個別に設定され、計算

条件によって異なる。このため、全ての変数を鉛直方向に対数線形内挿する。 
水平風速は水向方向に線形内挿した後に鉛直内挿を行う。この GEARN の格子点上に内

挿された風速場は質量保存を満たしていない。これは、式（2-2）の質量保存則を用いて、

モデル最下層から水平風の収束発散を積算して鉛直風 w*を計算することで解消した。これ

により MM5 が計算した鉛直風を利用しないことになるが、質量保存則を満たす 3 次元風

速場に基づく放射性物質の移流計算が可能となる。 
鉛直拡散係数は、MM5 の通常の計算結果ファイルには含まれない。これを利用するため、

MM5 の大気境界層モデル内で計算される 3 次元の鉛直拡散係数を出力変数に追加し、これ

を GEARN で気象場入力時間間隔ごとに読み込んで鉛直拡散項の計算で使用することとし

た。これにより、大気境界層乱流の時空間変化、例えば混合層高度や拡散係数の日中と夜

間及び陸上と海上での違い等を考慮可能となる。 
 
2.4.2.2 湿性沈着 
実際の事故時において、例えば放射性物質の化学形とその比率や粒径等、詳細な沈着

モデルで必要となるパラメータを正確に得ることは困難と考えられることから、

WSPEEDI-I で用いていた洗浄係数による簡潔な湿性沈着モデル（式（2-22））を、

WSPEEDI-II でも用いることとした。 
先述したとおり、WSPEEDI-I の大気拡散予測モデルでは、降水に関するパラメータは

地表における降水量しか得られず雲・降水の 3 次元分布を考慮できないため、地表にお

ける降水が計算された場所の上空で降雨が発生していない高度を放射性物質が輸送され

ている場合でも沈着を計算してしまう問題があった。一方、MM5 からは、雲物理モデル

により計算される非対流性の地表降水量及び 3 次元計算セル内の雨、雪、あられ等の混

合比と、積雲対流モデルにより計算される対流性の地表降水量及び 3 次元の雲量が得ら

れる。これらの情報を利用して、モデルの簡潔性を保ちつつ、降水の種類と 3 次元分布

を考慮できるように洗浄係数を改良した。 
改良版の湿性沈着モデルでは、地表での降水が発生し、かつ、その地点の上空で降水

が発生している高度あるいは雲頂より低い高度を放射性物質が輸送される場合のみ沈着

が発生するとした。改良した洗浄係数を次式で表す。 
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βγγα )( nonnonconcon FF ⋅+⋅=Λ ,                                (2-25) 
where 0=conF     when z  > cloud top height, 

0=nonF     when 0)( =++∆ graupelsnowrain qqq , 
otherwise 1== noncon FF  
 

ここで、 conγ (mm/h)と nonγ (mm/h)はそれぞれ地表における対流性及び非対流性の降水強度で

ある。z は仮想粒子が存在する高度である。 )( graupelsnowrain qqq ++∆ (kg/kg) は雨、雪、あら

れの混合比の合算の気象場入力間隔の間の増分である。 conF 、 nonF はそれぞれ対流性及び非

対流性降水による沈着計算を制御する係数（1 あるいは 0）である。雲頂高度は、気象場入

力間隔の間に雲量が増加しているセルの最高高度と定義した。この沈着モデルでは、対流

性降水による沈着は、粒子位置の高度が雲頂高度より高い場合は 0=conF とすることで計算

しない。非対流性降水による沈着は、粒子が存在する計算セル内の雨、雪、あられの混合

比の合算が気象場入力間隔の間で増加していない場合は 0=nonF とすることで計算しない。

α 、β は、 conF 及び nonF を全ての計算セルで 1 とした場合に旧モデルと同じ沈着量が計算さ

れるように、2.4.1.2 節で述べた WSPEEDI-I のモデルと同じ値を用いた。この沈着モデルに

より、対流性及び非対流性という降水の種類ごとに降水強度と 3 次元分布を考慮した湿性

沈着計算を可能とした。この改良の影響は、層雲等の雲長高度の低い雲による降雨帯にお

いて放射性プルームが雲頂より上空を輸送される場合に顕著となる。 
 
2.4.2.3 ネスティング拡散計算 

ネスティング機能を持つ MM5 の導入により、放出点周辺域と広域について対象スケー

ルに必要な解像度による効率的な気象予測が可能になった。さらに本研究では、各スケー

ルに適した解像度による放出点周辺域から広域まで一貫性のある大気拡散計算、及び放射

性物質の広域からの再流入を考慮した放出点周辺域の効率的な高解像度大気拡散計算を実

現するため、ネスティング拡散計算機能を GEARN に追加した。計算手順は以下の通りで

ある： 
（1）MM5 のネスティング計算による 2 領域（図 2.7 における親領域と子領域）に対応す

る領域の大気拡散を、GEARN により異なるプロセッサ上で同時に計算する。親領域の

計算を“GEARN-Out”、子領域の計算を“GEARN-In”と呼ぶ。 
（2）仮想粒子は GEARN-In でのみ放出点で発生させる。子領域内に存在する粒子の輸送及

び沈着は、高解像度の子領域の気象場を用いて GEARN-In で計算する。子領域の外側か

つ親領域内に存在する粒子の輸送及び沈着計算は、粗い格子解像度の親領域の気象場を

用いて GEARN-Out で計算する。 
（3）両領域で整合的な輸送計算を行うためには、仮想粒子の情報を交換する必要がある。
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これを MPI (Message Passing Interface) による通信を用いた並列計算手法により実現する

ため、GEARN-In と GEARN-Out の間で仮想粒子の位置及び放射能量等の情報を交換する。 
（4）大気中濃度、地表沈着量、線量は、親領域及び子領域それぞれにおける粒子分布から

個別に計算する。GEARN-Out の、子領域の範囲の大気中濃度、地表沈着量、及びそれら

に基づく線量は、GEARN-Out の子領域範囲の計算セルに対応する GEARN-In の計算結果

の空間平均値を GEARN-In から MPI 通信による受信して、子領域の範囲内のセル値とし

て埋め込む。 

上記手順（3）の粒子情報の交換は、子領域の内側に図 2.7 で示した重複領域を配置し、

親領域あるいは子領域から重複領域に流入した粒子について、GEARN-Out の時間ステップ

と同じ間隔で行う。粒子が重複領域内に存在する間は、GEARN-Out と GEARN-In の両方で

粒子の移動を計算し、完全にどちらかの領域に移動した時点で他方の計算からは除外する。

この重複領域は、両領域の境界に接する親領域の計算セルの大気中濃度及び地表沈着量に

寄与する粒子の情報を GEARN-Out に持たせるために設定するものである。重複領域の幅

overlapX∆  (m) は、粒子が領域間を移動する際 GEARN-Out の時間ステップ間に少なくとも 1

回以上重複領域に入るように次式で決定する。 
 

( ) NestnestMotheroverlap XRXX ∆−+∆=∆ 2
2
1                    (2-26) 

 

ここで、 MotherX∆  (m)と NestX∆  (m) はそれぞれ親領域と子領域の水平格子幅であり、 nestR は

MotherX∆ の NestX∆ に対する比である。 nestR が 3 の場合、 2/NestMotheroverlap XXX ∆+∆=∆ となる。 
以上の手順により、改良版 GEARN は、MM5 のネスティング計算による広域と局所域の

気象場に基づき各計算領域の大気拡散を独立して計算しつつ、放射性物質の流入・流出の

情報交換を行うことで領域間の整合をとる。これにより、放出点周辺域と広域で一貫した

大気拡散計算を可能とした。 

親領域

子領域

重複領域

親領域内の粒子の輸送は
GEARN-Outだけで計算

子領域内の粒子の輸送は
GEARN-Inだけで計算

重複領域内の粒子の輸送
はGEARN-OutとGEARN-In
の両方で計算

放出点

overlapX∆
 

図 2.7 GEARN のネスティング拡散計算の概念図。 
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2.5 まとめ 

地球上の任意地点における事故により放出された放射性物質の大気中濃度、地表沈着量、

線量の時空間分布を迅速に予測するため、世界版緊急時環境線量情報予測システム第 2 版

WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルを開発した。モデル開発においては、質量保存風速場モ

デル WSYNOP とラグランジュ型粒子拡散モデル GEARN で構成される初版システム

WSPEEDI-I の計算モデルの課題： 
・大気境界層乱流と降水に関する情報が得られないため乱流拡散及び湿性沈着過程の精度

が低下すること 
・気象場の精度が入力気象データの精度及び解像度に依存すること 
・高解像度計算時に計算コストが増大すること 
を解決して WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルに求められる要件を満たすため、力学過程及

び物理過程を考慮して任意の解像度で気象予測が可能な大気力学モデル MM5 を導入し、

GEARN を改良した。これにより以下の改良点が得られた。 
（1）MM5 により計算した 3 次元の風速場及び鉛直拡散係数を GEARN に取り込み、これ

らに基づき移流項及び鉛直拡散項を計算することで、メソスケール気象現象を反映した

気流場に基づく移流計算と、大気境界層乱流の時空間変動を考慮した乱流拡散計算を実

現した。 
（2）MM5 で計算した対流性・非対流性の地表降水量、3 次元計算セル内の雨、雪、あら

れの混合比及び雲量を GEARN に取り込み、降水の種類と雲・降水の 3 次元分布を考慮

した洗浄係数を計算して降水沈着を計算することで、降水の種類（対流性・非対流性）

ごとに降水強度と 3 次元分布を考慮した湿性沈着計算を可能とした。 
（3）放出点周辺域と広域の大気拡散計算を、領域間の物質の流入・流出を考慮しながら同

時に行うネスティング拡散計算機能を開発して GEARN に追加した。これにより、両領

域で整合的な大気拡散計算を行うことで、放射性物質の広域からの再流入を考慮した放

出点周辺域の効率的な高解像度大気拡散計算を可能とした。 
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第 3 章 WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの検証 

3.1 諸言 

3.1.1 これまでのモデル検証 
チェルノブイリ原子炉事故以降、国際的なモデル比較研究として、国際原子力機関 IAEA、

世界気象機関 WMO、欧州委員会 EC の共催により ATMES (Atmospheric Transport Model 
Evaluation Study) (Klug et al., 1992) 及びその後継プロジェクトの ETEX (European Tracer 
Experiment) が実施されてきた。ATMES は、チェルノブイリ原子炉事故時の測定データを

用いて各国の長距離大気拡散モデルの比較、評価を行うために実施された国際プロジェク

トである。ETEX では、フランス西部の Rennes からの人工トレーサガスの 12 時間放出及

び欧州約 2000 km 四方内に配置された 168 地点での大気中濃度測定が実施され、これと並

行して、参加機関による長距離大気拡散モデルを用いた実時間濃度予測が行われた。これ

らのプロジェクトに参加することで WSPEEDI-I の大気拡散予測モデルの精度検証が行わ

れた。そこで、WSPEEDI-I からのモデルの予測性能の改善を検証する観点から、第 2 章で

述べた WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルも同じデータを用いて性能評価を行う。 
先述したように、本研究と並行して、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの ETEX データに

よる大気中濃度の予測精度の評価が行われ、Furuno et al. (2004) がその結果を報告している。

この検証では、WSPEEDI-I と WSPEEDI-II によるトレーサガスの地上大気中濃度計算値が

統計手法を用いて測定値と比較された。その結果得られた知見は以下に要約される： 
気象場計算に質量保存風速場モデルを用いる WSPEEDI-I では、計算された風速場の精度

は、入力データとして用いた地球規模の数値予報データの精度と分解能に依存するため、

WSPEEDI-I の空間分解能を上げても精度向上には結びつかなかった。また、時間分解能

も 6 時間に限定された。これに対して、WSPEEDI-II を用いて、気象場の出力間隔を 1
時間、水平格子解像度を WSPEEDI-I のおよそ 1／3 にした GEARN による濃度分布の計

算結果は、特に分布の周縁部で測定との一致度が改善し、新モデルによる性能向上が明

らかになった。これらは主に高分解能計算によるトレーサガスの挙動の再現と、鉛直拡

散係数の適切なモデル化による過度の鉛直拡散の抑制によるものである。 
 

3.1.2 チェルノブイリ原子炉事故データによる検証の目的 
ETEX で得られた測定データは、化学的に安定で水への溶解度も低く降水による除去が

発生しないトレーサガスの大気中濃度のみであるため、地表沈着量の検証には利用できな

い。そこで本研究では、チェルノブイリ原子炉事故時の 137Cs の大気中濃度と地表沈着量の

測定値を用いて、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの検証を行う。検証は、3 段階に分けて

行う。まず、欧州全体での再現性を評価するため、6000 km×6000 km の領域を 30 km 格子
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で分割した広域拡散計算を行い、137Cs の地上大気中濃度や地表沈着量の測定値と比較する。

次に、チェルノブイリを中心に 1720 km×1720 km の領域を 10 km 格子で分割した高分解

能局地計算を行い、放出点周辺の地表沈着分布の再現性を検証する。最後に、第 2 章で述

べたネスティング拡散計算機機能を用いて、上記の 6000 km 四方領域を親領域、1720 km
四方領域を子領域として、放出点付近を高分解能で計算し、かつ親領域から子領域への放

射性物質の再流入を考慮した大気拡散計算を実施する。これにより、ネスティング拡散計

算による放出点周辺域及び広域の地表沈着分布の再現性を評価する。 
 
3.1.3 六ヶ所再処理施設起源85Krデータによる検証の目的 
青森県六ヶ所村に建設中の使用済み核燃料再処理施設（以降、六ヶ所再処理施設、RRP, 

Rokkasho Reprosessing Plant）において、2006年から実際の使用済み燃料を用いたアクティ

ブ試験が実施されている。使用済み燃料が再処理されると、放出量管理の下、85Kr、3H、14C、
129I等の放射性核種が大気中に放出される。その中で85Krは、半減期10.76年の放射性希ガス

であり、主に燃料のせん断、溶解の工程で発生するため断続的に大気中に放出される。ア

クティブ試験による85Krの放出は2006年から2008年まで発生した。この85Krの大気中濃度は、

バックグラウンド値の把握のため、2006年以降文部科学省により日本国内数地点で測定さ

れている（文部科学省, 2012c）。この測定により、2008年に六ヶ所村から200～2000 kmの

地点でバックグラウンドレベルを有意に超える85Kr大気中濃度の上昇が検出された。濃度

上昇が見られた期間に他に主要な放出事象がなかったことから、この上昇は六ヶ所再処理

施設から放出された85Krに起因すると考えらえる。既知のポイントソースから放出された

大気輸送物質の中距離（水平距離で数100 km程度）スケールの範囲における大気中濃度測

定値は限られている。85Krは反応性が低いので、その測定データは中距離スケールの大気

拡散過程の検証にとりわけ有用である。 
WSPEEDI-IIの要件は、水平空間スケールで数10 km程度から数1000 kmの大気拡散に適用

可能であることである。したがって、この幅広いスケールについて、サブグリッドスケー

ルの気流場の乱れによる拡散効果を粒子拡散モデルの水平拡散項により適切に表現する必

要がある。この水平拡散項を定量化するための水平拡散パラメータには様々なモデルが提

案されてきた。2章で述べたパスキル・ギフォード線図の他に、Briggs (1973) では都市と郊

外で異なるパラメータが提案されている。しかし、これらはともに、比較的近距離スケー

ル（典型的には風下距離10 km程度まで）の大気拡散を対象としている。これまでWSPEEDI
による長距離拡散計算では、2章で述べたGifford (1982) による水平拡散パラメータ（以降、

GIFFORDと称する。）を使用してきた。このパラメータはこれまで長距離拡散計算への適

用において使用され、検証されてきた (Ishikawa, 1995; Furuno et al., 2004) が、数100 km程

度の中距離スケール以下では、利用可能なデータが極めて限られることからほとんど検証

されていない。GIFFORDの数式のフィッティングに用いられた拡散データは、微スケール

乱流からメソスケール循環までの幅広い空間スケールの大気運動の影響を受けた大気拡散

現象について得られたものである。しかし、比較的高解像度で気象場が計算される場合、
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数格子にわたる程度の空間スケールの大気運動による拡散効果は、格子解像スケールの平

均風により陽に表現される。このような場合にGIFFORDを用いると、拡散効果が重複して

考慮されることになる。 
そこで、六ヶ所再処理施設起源85Krの放出データを用いてWSPEEDI-II大気拡散予測モデ

ルにより計算した85Kr地上大気中濃度を測定値と比較することにより、長距離スケールか

ら中距離スケールの大気拡散予測におけるモデルの再現性を評価する。さらに、85Kr地上

大気中濃度の気象場水平格子解像度に対する感度解析を実施して、GIFFORDを用いて計算

される大気中濃度の水平格子解像度への依存性を調べ、高解像度計算時に二重に考慮され

てしまう拡散効果を低減するための経験的手法によるGIFFORDの修正を検討する。 
 

3.2 チェルノブイリ原子炉事故データによる検証 

3.2.1 測定データ 

3.2.1.1 REM 
大気中濃度の計算結果との比較に用いた測定値は、REM (Radioactivity Environmental 

Monitoring) Data Bank（Raes et al., 1989; Raes et al., 1990）の Part-I である。以降、REM-1 と

称す。このデータには、137Cs、134Cs、131I の地表付近の大気中濃度が含まれている。本研

究で用いた 80 地点の測定点を図 3.1 の白色の点で示す。測定値の放射性セシウムの大気中

濃度は、エアフィルターを用いてサンプリングされた粒子状物質の放射能分析による結果

である。サンプリングの時間間隔及びフィルター交換時刻は測定地点により異なる。後者

については UTC (Coordinated Universal Time) かローカルタイムかが不明な場合もあるため、

最大 3 時間の誤差の可能性がある。 
地表沈着量の統計比較に用いた観測データは、REM Data Bank の Part-II（De Cort et al., 

1990）である。以降、REM-2 と称す。REM-2 には、欧州 3231 地点における 137Cs と 134Cs
の積算沈着量の測定値が含まれている。REM-2に含まれる様々な手法による測定値のうち、

観測データの品質の統一性のため、本研究では採取された表層土壌試料の放射能分析によ

るデータのみ用いた。本研究で使用した測定地点の位置を図 3.2 の黒色の点で示す。この

測定地点の空間分布には大きな非一様性が見られる。アイルランド島、ドイツ西部、イタ

リア北西部、ハンガリー、ギリシア、ベラルーシ、ウクライナでは多くの測定地点がある

が、グレートブリテン島、フランス、フィンランド、ポーランド、ルーマニアでは測定地

点は少なく、スペイン、ポルトガル、ノルウェー、スウェーデンについは測定地点がない。

試料採取の正確な日時は記録がないが、各地点における主要なプルームの通過後に実施さ

れたものと考えられる。 
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図 3.1 137Cs 濃度測定地点(白丸)及びチェルノブイリ原子力発電所の位置（黒丸）。図中の

番号は濃度の時間変化を比較した測定地点。灰色網掛けは標高を示す。（Terada et al., 2004
を基に作成） 

Chernobyl

Domain-2

Domain-1

Budapest

 
 
図 3.2 チェルノブイリ原子炉事故シミュレーションの計算領域と、計算値との比較に使用

した 137Cs 地表沈着量測定地点（黒点）。（Terada and Chino, 2005 を基に作成） 
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3.2.1.2 Atlas  
137Cs 地表積算沈着量の空間分布の比較には、Atlas of Caesium deposition on Europe after the 

Chernobyl accident（De Cort et al., 1998）を用いた。以降、Atlas と称す。Atlas には欧州全体、

国、地方の各スケールの計 60 枚の 137Cs 地表沈着量分布図（1986 年 5 月 10 日時点に崩壊

補正）及び事故以前の 137Cs 地表沈着量分布図がある。このデータは、ベラルーシ、ロシア、

ウクライナ、欧州連合の参加による共同プログラムの下、各国から提供された測定値に基

づいて作成された。 
 
3.2.1.3 KNMI 降水量 

MM5 による計算結果との比較、及び WSPEEDI-I の大気拡散予測モデルによる計算で入

力データとして用いた降水量観測値は、ATMES で共通入力データとして使用された Royal 
Netherlands Meteorological Institute (KNMI) による解析データ（Scheele and Verver, 1990）で

ある。これは、欧州の約 1600 地点における観測値から Cressman 最適内挿法により作成さ

れた客観解析値であり、空間解像度は経度 1˚間隔、緯度 0.5˚間隔、時間解像度は 6 時間間

隔の積算降水量が含まれている。データ存在範囲は、北緯 35˚～70˚、東経 10˚～40˚である。 
 
3.2.2 計算条件 
 
3.2.2.1 計算領域及び格子解像度 
計算領域として、事故発生から 2 週間程度の期間に大きな濃度変動と地表沈着が見られ

た範囲を含むよう、水平方向には 6000 km × 6000 km の領域とした（図 3.2 の Domian-1）。
また、ネスティング計算のための放出点周辺域には、チェルノブイリを中心とする 1720 km 
× 1720 km の領域を設定した（図 3.2 の Domian-2）。水平解像度は Domain-1、Domain-2 に

ついてそれぞれ 30 km、10 km とした。MM5 の水平格子数は、Domain-1 が（200, 200）、
Domain-2 が（172, 172）となる。鉛直方向は、MM5 では、雲物理モデルによる降水計算の

安定性から、Domain-1、Domain-2 ともに、モデル上端高度を成層圏下部に達する 100 hPa
面（およそ地上 16 km）として、低層ほど細かい不均等間隔で 23 層（σ座標：地表から 1.00、
0.99、0.98、0.96、0.93、0.89、0.85、0.80、0.75、0.70、0.65、0.60、0.55、0.50、0.45、0.40、
0.35、0.30、0.25、0.20、0.15、0.10、0.05、0.00）に分割した。GEARN の鉛直計算格子は、

Domain-1、Domain-2 ともに、対流圏内の解像度を高く確保するよう、地表から 7500 m ま

でを低層ほど細かい不均等間隔で 20 層（z*座標：地表から 0、100、229、387、574、790、
1034、1308、1611、1942、2303、2692、3111、3558、4034、4540、5074、5637、6229、6850、
7500 m）に分割した。地図投影図法には、高緯度域において歪みの少ないポーラーステレ

オ図法を用いた。 
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3.2.2.2 MM5 物理過程モデル 
雲物理過程のモデルは、Goddardスキーム (Tao and Simpson, 1993)をコントロール条件と

するが、3.2.4.2節の降水量の再現性評価において他のスキームについて比較検討した。積

雲対流モデルには、30 km程度の水平格子解像度の計算に適しているとされ、WSPEEDI-II
大気拡散予測モデルのETEXデータによる検証 (Furuno et al., 2004) で使用されたGrellスキ

ーム (Grell et al., 1994) を使用した。大気境界層過程のモデルは、ETEXデータによる検証

で新モデルによる改善の効果が見られ、計算コストも低いMRF-PBL (Hong and Pan, 1996) 
を用いた。その他、大気放射過程と地表面過程のモデルについても、ETEXデータによる検

証で用いられたCloud-radiation (Grell et al., 1994) とFive-Layer Soil model (Dudhia, 1996) を
使用した。 
 
3.2.2.3 MM5 入力データ 

MM5 の初期値・境界値及び解析値ナッジングに用いる気象格子点データには、欧州中期

気象予報センター（ECMWF, European Center for Medium-Range Weather Forecasts）による再

解析データ（ERA-15, ECMWF 15 year re-analysis data)を用いた。この空間解像度は、水平方

向は緯経度 1.125˚間隔、鉛直方向は 1000 hPa から 10 hPa までの 17 気圧面及び地表であり、

時間分解能は 6 時間間隔（00、06、12、18 UTC）である。使用した変数は、気圧面データ

から得られる風速 3 成分、気温、相対湿度、ジオポテンシャルハイトと、地表データから

の 10 m 風速、2 m 気温、海面更正気圧である。下部境界条件として用いる海面温度データ

（SST, Sea Surface Temperature）には、米国環境予測センター（NCEP, National Center for 
Environmental Prediction）による Reynolds optimally interpolated SST を利用した。緯度経度

1˚間隔、1 週間間隔のデータである。標高と土地利用データは、アメリカ地質調査所（USGS, 
U.S. Geological Survey）による空間解像度 10 分の 24 区分データを使用した。 

 
3.2.2.4 ソースターム 
チェルノブイリ原子炉事故の 137Cs のソースタームは、大気輸送モデル評価プロジェクト

ATMES（Klug et al., 1992）によるものを用いた。137Cs 放出率の時間変動を図 3.3 に示す。

放出期間は 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 7 日 00UTC までで、137Cs の合計放出量は 73.5 
PBq である。放出高度は、放出開始から最初 6 時間は地上 1500 m、その後 4 月 28 日 00UTC
までは 600 m、それ以降は 300 m である。放出地点の緯経度は、3.2.3 節で述べる広域シミ

ュレーションでは北緯 51.138˚、東経 30.036˚（図 3.1 の黒丸）としていたが、3.2.4 節及び

3.2.5 節で述べる放出点周辺域の計算では、放出地点位置の精度を高めるため、北緯 51.383˚、
東経 30.1（̊図 3.2 の星印）に変更した。GEARN の計算で発生させる粒子数は 11 日間で 100
万個とした。 
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図 3.3 チェルノブイリ原子炉事故における 137Cs の放出率と放出高度の時間変動。（Terada 
and Chino, 2008 を基に作成） 

 
 
3.2.2.5 その他の計算条件 
計算期間は 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 11 日 00UTC までの 15 日間とし、MM5 は

スピンナップのため 1986 年 4 月 25 日 12UTC を計算開始時刻とした。MM5 の時間ステッ

プは、Domain-1 で 90 s、Domain-2 で 30 s とし、GEARN の時間ステップは Domain-1 で 120 
s、Domain-2 で 60 s とした。ただし、3.2.5 節でのネスティング拡散計算では、GEARN の

Domain-2 の GEARN の時間ステップを、Domain-1 と Domain-2 の格子解像度比と同じにす

るため 40 s とした。MM5 で計算した気象場の GEARN への入力時間間隔は、Domain-1 及

び Domain-2 の拡散計算で考慮すべき総観規模及びメソスケールの気象現象の変動を表現

できるよう、それぞれ 3 h 及び 1 h とした。GEARN の濃度平均時間及び出力時間間隔は、

粒子法の統計誤差を抑えることと、測定値の時間解像度との対応から、6 時間間隔とした。

解析値ナッジングによる風速場、気温、比湿の計算値の補正は、Domain-1 の MM5 計算の

みで ERA-15 を用いて 6 時間ごとに実施した。 
比較のため、WSPEEDI-I の計算モデル（WSYNOP/GEARN）による計算も行った。この

計算では、WSYNOP から GEARN への入力時間間隔は ERA-15 の時間解像度の 6 時間であ

る。湿性沈着の計算に必要な降水量は ERA-15 には含まれていないため、KNMI 降水量デ

ータを用いた。この降水量データの存在範囲は計算領域より少し小さいため、データの存

在しない Domain-1 の周縁部の降水量は常にゼロとした。その他の計算条件は WSPEEDI-II
（MM5/GEARN）の Domain-1 のものと共通である。 
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OECD/NEA (Organisation for Economic Co-operation and Development, Nuclear Energy 
Agency), (2002) によると、チェルノブイリ原子炉事故においては、137Cs のような揮発性成

分は、爆発により破砕した燃料の破片とは異なりエアロゾル粒子に付着しており、破砕燃

料起源の粒子の粒径が約 10 µm 程度であるのに対してエアロゾル粒子は 0.4－0.7 µm 程度

であった。大気乱流において直径 1 μm に満たない粒子の重力落下による終端速度は小さく

無視できるので、137Cs を計算対象とする本研究では重力落下は考慮しなかった。地表沈着

核種の再飛散過程については、Ishikawa (1995) による大気拡散シミュレーションの結果で

は、大気中濃度への寄与は最大でも 10-2 Bq m-3 のオーダーと評価されており、本研究では

影響は小さいとして考慮しなかった。 
 

3.2.3 広域計算 
 
3.2.3.1 地上大気中濃度 

ここでは、広域の Domain-1 の計算結果の大気中濃度、降水量、沈着量の再現性を評価し

た。まず、計算された 137Cs プルームの全体的特徴を述べる。図 3.4 に、モデル最下層の 137Cs
濃度計算結果の水平分布図を示す。ここで、例えば“April 30”と記された図は、1986 年 4
月 29 日 18 UTC から 4 月 30 日 00 UTC までの 6 時間平均濃度である。プルームの輸送状況

は、まず、4 月 26 日の放出開始直後の数時間に放出された放射性物質はチェルノブイリか

ら北西方向へ輸送され、スカンジナビア半島に広がった。その後 4 月 27 日頃までに放出さ

れた放射性物質は、欧州中央部から西部へ輸送され、フランス、ドイツ、イタリアのほぼ

全域に広がった。4 月 28 日頃から 5 月 3 日頃までに放出されたものは、東欧及びチェルノ

ブイリ南方へ輸送され、欧州東部、ギリシア、トルコに拡散した。5 月 4 日頃から 5 月 6
日頃にかけて放出された放射性物質は、最初サイト南西方向に輸送された後、サイト北方

へ輸送された。その後プルームは南北方向に細長い分布となり、欧州東部及び北部に拡散

した。この結果は、WSPEEDI-I を用いて実施された過去の研究（Ishikawa, 1995）と同様で

あった。 
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図 3.4 WSPEEDI-II により計算した 137Cs 地上大気中濃度分布。薄灰色は 10-2～1 Bq m-3、

濃灰色は 1 Bq m-3 以上の濃度を示す。(Terada et al., 2004 より引用) 
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図 3.5 137Cs 地上大気中濃度の測定値（太実線）と計算値（細実線）の比較。(a)左列は

WSPEEDI-II、(b)右列は WSPEEDI-I による結果。(Terada et al., 2004 を基に作成) 
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次に、137Cs 地上大気中濃度の時間変化を計算結果と REM-1 測定値で比較する。チェル

ノブイリ原子炉事故の発生前の欧州での 137Cs地上大気中濃度のバックグラウンド値は 10-6 
Bq m-3 から 10-5 Bq m-3程度であったが、REM-1 測定値の下限値が 10-2～10-3 Bq m-3 であっ

たことを考慮し、本研究では 10-2 Bq m-3 以上の濃度値について比較した。図 3.5 に、測定

地点における 137Cs 地上大気中濃度の計算値と測定値の時間変化の比較を示す。計算値は、

測定地点を含む最下層セルの平均濃度である。比較地点は図 3.1 の①～⑥で示した 6 地点

である。図 3.5a と図 3.5b の比較から、WSPEEDI-II による計算結果は WSPEEDI-I に比べて

全体的に測定値と良く一致していることが分かる。プルーム到達時刻の測定値と計算値で

の差異は最大で半日程度である。①Stockholm、②Risoe、③Oslo において 4 月下旬と 5 月

初旬に測定された 2 回の大きな濃度上昇を、WSPEEDI-I と WSPEEDI-II はともに計算して

いるが、①Stcockholm では 4 月 27 日から 29 日、②Risoe では 5 月 6 日から 8 日、③Oslo
では 5 月 6 日から 10 日にかけて、WSPEEDI-I の結果は WSPEEDI-II に比べて過大評価して

いる。両モデルによる計算結果は、④Budapest と⑤Saluggia では、概ね測定値と良く一致

しているが、5 月 5 日から 8 日の期間は、④Budapest では過大評価、⑤Saluggia では過小評

価している。⑥Harwell では、WSPEEDI-II は測定値の時間変化を非常に良く再現している

が、WSPEEDI-I は 5 月 4 日から 8 日にかけて少し過大評価している。以上の比較結果より、

WSPEEDI-II は、137Cs の地上大気中濃度の空間分布、プルームの到達時刻、高濃度の継続

期間を、WSPEEDI-I と比べて高い再現性で計算可能であることが示された。 
次に、日平均濃度を統計解析により比較した。REM-1 観測値は、エアフィルター交換の

時刻が測定地点ごとに異なるため、日平均値を計算する際の区切り時刻は、各地点のフィ

ルター交換時刻を基に決定した。例えば、毎日 9 時前後にフィルターが交換された地点で

は、各日 9 時から翌日 9 時までの平均値を比較した。付帯情報として「測定限界以下」と

明記された測定値は日平均計算の対象から除外した。また日平均の計算において欠損期間

が存在した場合は比較の対象から除外した。統計解析による比較は測定値が 10-2 Bq m-3 以

上の点について行った。図 3.6 に日平均 137Cs 地上大気中濃度の計算値と観測値の散布図を

示す。比較したデータ点は 507 個となり、10-2 Bq m-3 未満の計算値（散布図の横軸上にプ

ロット）は、WSPEEDI-I、WSPEEDI-II ともに 53 個であった。散布図から、WSPEEDI-II
の結果には WSPEEDI-I に比べて全体的にやや過小評価傾向が見られるが、ばらつきは同程

度である。計算結果の比較を、相関係数（Pearson’s correlation coefficient：PCC）及び FA2, 
FA5, FA10（計算値と測定値の比がそれぞれ 1/2～2、1/5～5、1/10～10 の範囲に入る割合）

の統計指標により行った。PCC は測定値と計算値の相関の強さを表し、以下の式で計算さ

れる。 
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OBSOBSCALCAL

OBSOBSCALCAL

22 )()(

))((
                    (3-1) 
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ここで、CAL は計算値、OBS は測定値、CAL 、OBS はそれぞれの平均値である。これらの

統計指標の結果を表 3.1 にまとめた。FA2 では WSPEEDI-II の WSPEEDI-I に対する優位性

は見られないが、FA5、FA10、及び PCClog（各値の対数についての PCC）では WSPEEDI-II
の結果は WSPEEDI-I より高い値となった。先述の大気中濃度の時間変動の比較結果と合わ

せると、WSPEEDI-II は広域の地上大気中濃度について、WSPEEDI-I と比較して高い再現

性を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.6 (a) WSPEEDI-II と(b) WSPEEDI-I による日平均 137Cs 地上大気中濃度の計算値と測

定値の散布図。実線は測定と観測が一致する直線を示す。(Terada et al., 2004 を基に作成) 
 
 
 
表 3.1 日平均 137Cs地上大気中濃度の計算値と測定値の比較結果 (Terada et al., 2004を基に

作成) 
 
 
 
 

aPCClogは測定値及び観測値の対数についての相関係数 

Models FA2 FA5 FA10 PCClog
a 

WSPEEDI-II 32.2% 69.6% 84.6% 0.638 
WSPEEDI-I 39.5% 68.8% 82.6% 0.630 

(a) WSPEEDI-II                          (b) WSPEEDI-I 
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3.2.3.2 降水量 
降水量の再現性を評価することは、湿性沈着計算の精度を評価する上で非常に重要であ

る。本研究では、MM5 に用意されている雲物理モデルのうち、Warm-Rain (Hsie and Anthes, 
1984)、Simple-Ice (Dudhia, 1989)、Mixed-Phase (Reisner et al., 1998)、Goddard (Tao and Simpson, 
1993)、Reisner-2、Schultz (Schultz, 1995)の 6 スキームによる降水量の計算精度を比較した。

Warm-Rain は、水蒸気、雨水、雲水の混合比を考慮しているが、氷相過程は考慮されてい

ない。Simple-Ice は Warm-Rain に融解層以下では雲氷と雪は即座に雲水と雨に融解すると

して氷相過程を追加したスキームである。Mixed-Phase は Simple-Ice に過冷却を追加したモ

デルであり、雲氷と雪の混合比も計算するが霰は含まれない。Goddard、Reisner-2、Schultz
は水蒸気、雲氷、雲水、雨水、雪に加えて霰の混合比も計算するスキームである。Goddard
は雲解像スケールの計算に適しており、Reisner-2 は Mixed-Phase をベースとして雲氷の数

密度も計算する。Schultz は同じく霰まで扱う詳細なスキームであるが計算負荷が小さい。 
地表での降水量の空間分布の再現性を比較するため、1986 年 4 月 25 日 12UTC から 5 月

10 日 00UTC までの積算降水量の水平分布図と、日降水量の Figure of Merit in Space (FMS) 
を比較した。FMS は、ある基準値を超える測定値と計算値の空間分布の重なり度合いを示

す指標であり、次式により計算される。 
 

FMS=
oc

oc

AA
AA

∪
∩

=                                 (3-2) 

 
ここで、 cA と oA はそれぞれ計算値と測定値の基準値の等値線で囲まれた領域の面積である。

また、降水量の過大評価、過小評価の傾向を評価するためを次式で計算される mean bias 
error (MBE) についても比較した。 
 

MBE= ∑ −
i

ii OBSCAL
N

)(1                          (3-3) 

 
ここで、CAL は計算値、OBS は測定値、N はデータ点の総数である。比較では、MM5 によ

り計算された Domain-1 の対流性降水と非対流性降水の合算値を、KNMI 降水量データの格

子点に内挿して比較した。海上の KNMI 降水量データは観測値の欠如から信頼性が低いた

め、比較対象から除外した。 
図 3.7 に陸上における積算降水量の分布を示す。Goddard スキームによる結果は、KNMI

降水量デーにおけるスカンジナビア半島、フィンランド、フランス、ドイツでの高い降水

量分布や黒海の北西域からバルト海への伸びる低い降水量分布を良く再現しているのに対

し、Warm-Rain スキームの結果ではこれら地域で過小評価している。この 2 モデル以外の 4
モデルによる結果は、Goddard と同等の結果を示した。図 3.8 に日降水量の FMS の日々変

化の 6 モデル間の比較結果を示す。基準値には、KNMI降水量データの下限値の 0.3 mmと、
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図 3.7 1986 年 4 月 25 日 12UTC から 5 月 11 日 00UTC までの積算降水量の水平分布（海

上についてはマスクした）。上から Warm-Rain (a)、Goddard (b)を用いた計算結果と KNMI
降水量データ(c)。(Terada and Chino, 2005 より引用) 

 

(c) KNMI 

(b) Goddard 

(a) Warm-Rain 
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図 3.7 において、局地的な分布を示す下限値の 5 mm を用いた。基準値 0.3 mm の結果では、

Warm-Rain 以外の 5 スキームは同等の変動パターンを示したが、Warm-Rain スキームはほ

ぼ全ての日で他のスキームより低い FMSを示している。FMSの全期間平均値は、Warm-Rain
が 44.0 %に対して、Goddard が最高値の 48.9 %を示した。基準値 5 mm の結果では全般的

に絶対値は 0.3 mm より低くなったが変動パターンは大きく変わらず、Warm-Rain 以外の氷

相過程を含むスキームはWarm-Rainと比べて高い値を保持している。図に示さないが、MBE
は、Warm-Rain 以外のスキームの結果は±1 mm 程度の幅で日ごとに変動しながらも全体的

に大きな過大・過小評価の偏りはなかったのに比べて､Warm-Rain スキームの結果では計算

期間通じて－1.5 mm から－1 mm 程度の幅で過小評価を示した。以上の比較結果から、氷

相過程を考慮したスキームは、Warm-Rain より高い精度で降水分布を再現できることが示

された。 
 

 
図 3.8 各雲物理スキームを用いた MM5 計算結果と KNMI降水量データの比較による日降

水量 FMS の日々変化。FMS の基準値は 0.3 mm（上）と 5.0 mm（下）。 
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3.2.3.3 地表沈着量 
前節の結果を基に、Goddard と Warm-Rain の 2 つの雲物理スキームを用いた場合の地表

沈着量の再現性を評価する。今後、例えば Warm-Rain モデルを用いた MM5 の気象場計算

結果を GEARN の入力として使用する WSPEEDI-II の計算ケースを Warm-Rain ケースと称

する。 
まず、1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の計

算値を REM-2 測定値と統計解析により比較した。REM-2 との統計解析は、GEARN のある

計算セル内に存在する測定値の平均値を計算値と比較した。合計 791 個のセルについて比

較した。あるセル内の測定値の数は測定地点の分布に応じてセルごとに異なっていた。計

算では事故発生前の 137Cs 地表沈着量バックグラウンド値は考慮していないので、Atlas か

ら見積もったバックグラウンド値を REM-2 測定値から差し引いて比較した。統計解析によ

る比較では、mean bias error (MBE)、normalized mean square error (NMSE)、PCC、FA2、FA5、
FA10、FMS を用いた。FMS の基準値は、バックグラウンド値の最大値から 3 kBq m-2とし

た。NMSE は以下の式により計算される。 
 

NMSE= ∑ −
i

ii OBSCAL
OBSCALN

2)(1                      (3-4) 

 
ここで、CAL は計算値、OBS は測定値、CAL 、OBS はそれぞれの平均値、N はデータ点の

総数である。 
表 3.2 に、統計解析結果をまとめた。Goddard と Warm-Rain の両ケースはともに負の MBE

を示したことから過小評価傾向があるが、全ての統計指標で Goddard ケースが良い一致度

を示しており、特にMBE、NMSE、FMSで差が大きい。FMSがWarm-RainケースよりGoddard
ケースで高いという結果と、前節の降水予測精度の比較結果から、日降水量で 5 mm 程度

の弱いながらも局地性を示す降水域分布の再現性が重要である。計算終了時点（1986 年 5
月 11 日 00UTC）の全沈着量に対する湿性沈着量の割合は、Goddard ケースでは 78%、

Warm-Rain ケースでは 68%であり、いずれのケースでも湿性沈着が支配的であった。これ

より、MBE で示される Warm-Rain ケースの過小評価は、前節で示した Warm-Rain スキー

ムによる降水量の過小評価の寄与が大きいことが示唆される。 
 
表 3.2 Goddard 及び Warm-Rain ケースの 137Cs 地表沈着量の計算値と REM-2 測定値の比較

(Terada and Chino, 2005 を基に作成） 

 

Case MBE 
(kBq m-2) NMSE PCC PCClog 

FA10 
(%) 

FA5 
(%) 

FA2 
(%) 

FMS 
(%) 

Goddard -8.7 14.8 0.232 0.470 79.4 65.0 33.4 45.0 
Warm-Rain -10.6 19.6 0.209 0.436 77.5 62.1 28.2 32.5 
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次に、地表沈着量の空間分布を比較した。図 3.9 は Atlas 測定値、図 3.10 は Goddard ケー

スによる計算結果である。バックグラウンド値は計算値には含まれていないため、バック

グラウンド値と同等である 2 から 10 kBq m-2 の沈着量レベルでの差異は重要ではない。計

算値と測定値の比較から、スカンジナビア半島、フィンランド、オーストリアで 10 kBq m-2

以上の沈着量が計算され、計算結果は測定値のリージョナルスケールの分布の特徴を再現

できていることが分かる。しかし、チェルノブイリの北東、スカンジナビア半島、フィン

ランド、オーストリアで測定された 40 kBq m-2 以上の沈着量は計算されなかった。また、

測定結果ではチェルノブイリ周辺には 40 kBq m-2 以上の沈着量の「蝶型」分布が見られる

が、これも計算では再現されなかった。このように、計算では地表沈着分布の主要な特徴

は再現されたが、いくつかの地域で過小評価した。この要因としては、局所的な気流及び

降水の時空間変動の再現性の問題が考えられ、解像度が十分でない可能性がある。また、

地表沈着量だけでなく、先述したように大気中濃度でも過小評価が見られたことから、放

出率の不確かさの影響も考えられる。OECD/NEA (2002) によると、推定された放出率には

50%程度の誤差が含まれると評価されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.9 Atlas 測定値による 137Cｓ地表沈着量分布図。白抜きは測定値が無い地域。(De Cort 
et al., 1998) 

© EC/IGCE, Roshydromet (Russia)/Minchernobyl (Ukraine)/Belhydromet (Belarus), 1998 
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図 3.10 Goddard ケースによる 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 11 日 00UTC までの積算
137Cs 地表沈着量の計算結果。(Terada and Chino, 2005 より引用) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.11 WSPEEDI-Iによる 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 11 日 00UTC までの積算 137Cs
地表沈着量の計算結果。太実線の枠は KNMI 降水量データの存在範囲。(Terada and Chino, 
2005 より引用) 
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さらに、WSPEEDI-II と WSPEEDI-I による再現性を比較した。WSPEEDI-I を用いて計算

した 137Cs 地表沈着量分布を図 3.11 に示す。WSPEEDI-I では KNMI 降水量データを用いて

湿性沈着を計算したため、図 3.11 の黒実線で囲んだ KNMI 降水量データの存在範囲が比較

対象範囲となる。図 3.9、3.10、3.11 の比較から、WSPEEDI-II と WSPEEDI-I の計算結果は、

ともに主要な広域地表沈着分布を再現しているが、例えば、Atlas に見られるノルウェー南

部の 10 kBq m-2 を超えるスポット状の沈着分布は WSPEEDI-I では計算されておらず

WSPEEDI-II では計算されている。これは、MM5 により計算された降水分布に対応してい

る。WSPEEDI-II では湿性沈着計算に降水量の計算値を用いているが、降水量測定値を用い

た WSPEEDI-I よりも詳細で現実に近い沈着分布が計算された。 
 

3.2.4 放出点周辺域計算 
前節で示した通り、広域の Domain-1 の計算では、WSPEEDI-II でもチェルノブイリ周辺

の詳細な沈着分布が計算されなかった。その要因の一つとして解像度が十分でない点を挙

げた。解像度（ここでは水平格子解像度と時間解像度を指す）を向上させることで、気象

計算において、特に地形や土地利用等の地表面状態の分布をより正確に考慮できることと、

より小さなスケールの物理現象をモデル解像できることから、局地性の高い気流場及び雲

物理過程による降水の再現性の向上が見込め、この高解像度気象場を利用することで大気

拡散及び地表沈着計算の精度向上が期待できる。そこで、MM5 のネスティング機能により

計算した高解像度の気象場を用いて放出地点周辺域の 37Cs 地表沈着量を計算し、再現性を

評価した。放出点周辺域 Domain-2 の高解像度気象場は、1-way ネスティング計算により、

コントロール条件（Goddard ケース）の Domain-1 の計算結果を空間内挿して作成した初期・

境界条件を用いて計算した。この気象場を用いて、GEARN により Domain-2 のみについて

大気拡散計算を実施した。 
図 3.12 は Atlas による 8 枚のローカルスケールの分布図を並べたチェルノブイリ周辺に

おける 137Cs 地表沈着量の測定値である。図 3.13 に Domain-2 の計算結果を示す。Domain-2
の計算により、測定値に見られるチェルノブイリ周辺の「蝶型」の地表沈着分布が再現さ

れ、先に示した WSPEEDI-I 及び WSPEEDI-II による Domain-1 の計算より高精度な地表沈

着分布が計算された。これは、既往の広域拡散シミュレーションでは再現されなかったも

のである。この沈着分布改善の要因は 3.2.5 節で述べる。この Domain-2 の計算結果におい

ても、地表沈着量を過小評価している点が見られる。測定値では 100 kBq m-2 を超える沈着

量の領域がチェルノブイリ北東域に広範囲に広がっているが、計算結果では 2 つの狭い範

囲に限られている。また、測定値には沈着量が 3700 kBq m-2 以上の領域がチェルノブイリ

近傍に見られるが、これは計算されていない。この過小評価の要因としては、Domain-2 か

ら流出した 137Cs の再流入が考慮されていないことが可能性として考えられる。 
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図 3.12 Atlas 測定値によるチェルノブイリ周辺の 137Cs 地表沈着量の測定結果。(De Cort et 

al., 1998) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.13 1-way ネスティング気象計算結果を用いた Domain-2 における 1986 年 4 月 26 日

00UTC から 5 月 11 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の計算結果。点線枠は図 3.12
のおおよその範囲を示す。(Terada and Chino, 2005 より引用) 

© EC/IGCE, Roshydromet (Russia)/Minchernobyl (Ukraine)/Belhydromet (Belarus), 1998 
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3.2.5 広域と放出点周辺域のネスティング拡散計算 
前節で、放出点周辺域の地表沈着量の過小評価の要因として広域から放出点周辺域への

再流入プルームの影響を指摘した。この広域からの再流入を考慮可能な GEARN のネステ

ィング拡散計算機能を用いてチェルノブイリ原子炉事故の大気拡散計算を実施し、モデル

の再現性を検証した。 
 
3.2.5.1 計算ケース 
表 3.3 に示す 3 ケースの計算を実施した。NEST-MPI ケースは本研究で開発したネスティ

ング拡散計算機能を用いるものである。Domain-2 からのフィードバックも考慮した両領域

で整合性のある気象場を得るため、2-way ネスティング計算により MM5 で Domain-1 と

Domain-2 の両方について同時に計算する。この 2 領域の気象場計算結果を用いて GEARN
により領域間で粒子情報を交換しながら同時に 137Cs の大気拡散を計算する。D1-30KM ケ

ースは Domain-1 のみについて気象場及び大気拡散を計算する。これは 3.2.3.3 節での計算

に相当する。NEST-D2 ケースでは、NEST-MPI ケースと同様 MM5 の 2-way ネスティング

により計算された気象場のうち Domain-2 の気象場を用いて、GEARN により Domain-2 の

みの大気拡散を計算する。このケースは 3.2.4 節の計算に相当する。NEST-MPI ケースと

NEST-D2 ケースの Domain-2 の結果を比較することにより、放射性物質が Domain-2 から

Domain-1 へ流出した後 Domain-2 に再流入する影響を評価する。また、NEST-MPI ケースと

D1-30KM ケースの Domain-1 の結果を比較することで、ネスティング拡散計算の広域への

影響を評価する。 
 
3.2.5.2 放出点周辺域の沈着分布の再現性 

図 3.14 に(a) Atlas による 137Cs 地表沈着量の測定値（図 3.9 のヨーロッパスケールの図の

拡大）。と、(b) NEST-MPI、(c) D1-30KM、(d) NEST-D2 の各ケースによる計算開始から 1986
年 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量分布の計算結果を示す。計算結果は海上に

ついてはプロットしていない。図 3.14a に見られるように、チェルノブイリ周辺に沈着量

40 kBq m-2 を超える地域による「蝶型」分布が形成されている。これは、図 3.14b の NEST-MPI
ケースの計算結果により再現されている。また、他の地域でも計算値は測定値と良い対応

が見られる。図 3.14c に D1-30KM ケースの計算結果の子領域に対応する範囲を示す。この

ケースでは、チェルノブイリから北西方向の北緯 50˚～55˚、東経 20˚～25˚の地域において、

測定値は 10 kBq m-2 以下に対して計算では 10～40 kBq m-2 と過大評価している。また、チ

ェルノブイリから北東方向の北緯 52˚～54˚、東経 30˚～35˚の測定値が 40 kBq m-2 を超えて

いる地域も再現されなかった。図 3.14d の NEST-D2 ケースの計算結果では、「蝶型」の地

表沈着分布は再現しているが、測定値と比較するとチェルノブイリの北、東、及び南西方

向の地域で過小評価が見られる。 
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表 3.3 WSPEEDI-II の計算条件 

ケース 
計算領域 

水平格子幅 
解析値ナッジ

ング MM5 GEARN 

NEST-MPI Domain-1 と

Domain-2 

Domain-1 と

Domain-2 
30 km (Domain-1) 
10 km (Domain-2) 

Domain-1のみ

使用 
NEST-D2 Domain-2 のみ 
D1-30KM Domain-1 のみ Domain-1 のみ 30 km 使用 

 
a         b 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
c        d 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3.14 137Cs地表沈着量のAtlas測定値 (De Cort et al., 1998) (a) と、1986年4月26日00UTC
から 5 月 11 日 00UTC までの積算値の計算結果(b～d)。 (Terada and Chino, 2005 より引用） 

30° 35° 40° 25° 20° 

55° 

50° 

45° 

© EC/IGCE, Roshydromet (Russia)/Minchernobyl (Ukraine)/Belhydromet (Belarus), 1998 

NEST-MPI 

D1-30KM NEST-D2 
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図 3.15 に、NEST-MPI ケースによる 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 3 日後まで 1 日ごとの

積算 137Cs 地表沈着量の分布を示す。これより、チェルノブイリ周辺の「蝶型」地表沈着分

布の基本的な形状は、放出開始から 3 日後までに形成されたことが示唆される。この沈着

分布の形成過程をさらに詳細に調べるため、4 月 26 日、27 日、28 日の日ごとの乾性及び

湿性沈着量と非対流性及び対流性降水の水平分布について、NEST-MPI ケースによる計算

結果を図 3.16 に、D1-30KM ケースの結果を図 3.17 に示す。これらの図の比較から、日ご

との乾性沈着量の分布は両ケースで類似していることが分かる。また結果は示さないが、

地上及び上空の日平均濃度の比較においてもこの計算ケース間でのプルーム挙動の類似性

が見られた。これより、4 月 26、27 日はチェルノブイリから北西方向に輸送され、4 月 28
日は北東方向へ輸送されたという放射性プルームの輸送経路は、両ケースで同等であると

示唆される。2 ケース間での主要な差異は、NEST-MPI ケースでは 4 月 28 日にチェルノブ

イリの北東域において数 10 mm の日降水量の非対流性成分が計算されたのに対して、

D1-30KM ケースは非対流性及び対流性成分のどちらも同地域において計算されなかった

点である。したがって、「蝶型」沈着分布のうちチェルノブイリ北東域の高い沈着量の分布

が形成された主な要因は、MM5 のネスティング計算により再現された 4 月 28 日の非対流

性降水による湿性沈着であることが結論づけられる。NEST-MPI ケースで非対流性降水を

現実的に計算できたのは、ネスティング手法による高解像度計算に起因すると考えられる。

一般的に高解像度化により計算精度の向上が期待できることから、ネスティング計算は、

他の地域や期間においても湿性沈着の高精度な計算に有効であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.15 NEST-MPI ケースにより計算された、1986 年 4 月 26 日 00UTC から 1 日後（1986
年 4 月 27 日 00 UTC：左）、2 日後（1986 年 4 月 28 日 00 UTC：中央）、3 日後（1986 年

4 月 29 日 00 UTC：右）までの積算 137Cs 地表沈着量分布。(Terada and Chino, 2008 より引

用） 

00UTC 29 April 00UTC 28 April 00UTC 27 April 
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図 3.16 NEST-MPI ケースにより計算された日ごとの乾性沈着量(a)、湿性沈着量(b)、降水

量の非対流性成分(c)、及び対流性成分(d)の分布。左から 1986 年 4 月 26、27、及び 28 日

の結果。（Terada and Chino, 2008 より引用） 

April 26 April 27 April 28 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 
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図 3.17 D1-30KM ケースにより計算された日ごとの乾性沈着量(a)、湿性沈着量(b)、降水

量の非対流性成分(c)、及び対流性成分(d)の分布。左から 1986 年 4 月 26、27、及び 28 日

の結果。（Terada and Chino, 2008 より引用） 
 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

April 26 April 27 April 28 
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広域から放出点周辺域への放射性物質再流入の影響を評価するため、1986 年 4 月 26 日

00UTC から 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量について、NEST-MPI ケースと

NEST-D2 ケースの計算結果の差の相対値（NEST-MPI ケースで規格化）の分布を図 3.18 に

示す。この値は、([NEST-D2]－[NEST-MPI])／[NEST-MPI]で定義したもので、子領域への

プルームの再流入を考慮しないことに起因する過小評価の度合いの指標であり、小さいほ

ど再流入プルームの寄与が大きいことを示す。これによると、放出点から直接到達した高

濃度プルームが主に地表沈着に寄与したチェルノブイリの近傍、北西域、及び南側では再

流入プルームの寄与は大きくない。しかし、チェルノブイリの北、東、及び南西方向の領

域内側の境界付近では－80%より小さい地域が見られ、NEST-MPI ケースの計算で考慮した

再流入プルームの寄与が大きい。 
図 3.19 に、Budapest における 137Cs 地上大気中濃度の時間変化を示す。この地点は、子

領域内にある REM-1 及び REM-2 の測定地点である（図 3.2 に位置を示す。）。1986 年 5 月

2 日から 4 日の期間、NEST-D2 ケースは過小評価しているが、NEST-MPI ケースの結果は

測定値をおおよそ再現している。この結果からも、親領域から子領域への再流入プルーム

の考慮による改善が示唆される。ただし、4 月 29 日の最初の濃度上昇開始の遅れは

NEST-MPI ケースでも改善されなかった。地上天気図と計算結果の風速場及び地上濃度分

布の時間変化の解析から、事故直後から 4 月 29 日までのプルーム輸送の状況は以下であっ

たと考えられる。事故発生前から北大西洋上でアイスランド付近を中心に低気圧が停滞し

ており、4 月 26 日未明の事故発生から 4 月 28 日朝まではチェルノブイリの北西から西方

向にプルームは輸送された。4/28 午前中からチェルノブイリ北側のベラルーシで低気圧が

発生し、低気圧南側の南西風により北東方向へのプルームの輸送が開始した。この時点ま

でにチェルノブイリ北西域に輸送されていたプルームは、低気圧西側の北よりの風で南方

向へ吹き流され、チェルノブイリの西南西に位置する Budapest へ到達した。これより、

Budapest での濃度上昇は、総観規模の気流場の影響を受けたものであったと考えられる。

地形等に起因する局地風は、ネスティング計算により格子分解能が向上することで改善さ

れると期待されるが、上記のプルーム輸送に寄与したような総観規模の気流場はネスティ

ング計算では改善されにくい。また、濃度上昇が親領域から再流入したプルームによるも

のではないため、GEARN にネスティング機能を追加したことによる改善は得られなかっ

たと考えられる。Budapest における 137Cs 地表沈着量の放出開始から 2 週間後までの積算値

は、NEST-D2 ケースでは 0.86 kBq m-2、NEST-MPI ケースでは 2.21 kBq m-2 と計算された。

一方、REM-2 による測定値では 1986 年 5 月 14 日時点で 5.20 kBq m-2 であり、Atlas 測定デ

ータによるチェルノブイリ原子炉事故発生前の 137Cs 地表沈着量バックグラウンド値およ

そ 2.5 kBq m-2 を差引くと、2.7 kBq m-2 となり、NEST-MPI ケースによる計算結果はほぼ測

定値と一致した。 
以上の結果から、広域から局所域への再流入による大気中濃度及び地表沈着量への寄与

は無視できず、本研究で開発したネスティング拡散計算によりこの寄与を考慮することで

局所域の再現性が改善されることが示された。 
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図 3.18 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 11 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の

NEST-MPI ケースと NEST-D2 ケースによる計算結果の差の相対値。（Terada and Chino, 
2008 より引用） 

 

 
図 3.19 Budapest（図 3.2）における 137Cs地上大気中濃度の時間変化の比較。測定値はREM-1、
計算値はモデル最下層の 6 時間平均濃度。(Terada and Chino, 2008 を基に作成) 
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3.2.5.3 広域の沈着分布の再現性 
1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の D1-30KM

と、NEST-MPI ケースによる Domain-1 の計算結果をそれぞれ図 3.20 と図 3.21 に示す。こ

れらの計算結果と Atlas 測定値（図 3.9）を、チェルノブイリからおよそ 1000 km 以上遠方

の地域に着目して比較する。 
D1-30KM ケースの結果は、3.2.3.3 節で述べたのと同様、全体的に過小評価の傾向が見ら

れるものの、スカンジナビア半島、フィンランド、オーストリア、チェルノブイリ北東域

等で測定値と同様に 10 kBq m-2 を超える沈着量が計算され、広域の沈着分布を良い精度で

再現している。NEST-MPI ケースでも、オーストリアとチェルノブイリ北東域で D1-30KM
ケースより沈着量が少し低いものの、放出点からおよそ 1000 km 以上離れた地域で

D1-30KM ケースと同等の分布が計算された。また、放出点周辺域の沈着量は、ネスティン

グ拡散計算による Domain-2 の計算結果を空間平均したものであるが、前節で述べた詳細な

沈着分布を保持しており、広域全体の分布図の中で両スケール沈着分布の特徴が同時に示

されている。 
Domain-1 全体の沈着量の総量は、両ケースでほぼ同等であったが、Domain-2 の範囲内と、

Domain-2より外側のDomain-1の範囲内の沈着量の総量の比は、D1-30KMケースでは 1:1.4、
NEST-MPIケースでは 1:1 であり、NEST-MPIケースで計算された沈着量の総量は、Domain-2
の範囲内では D1-30KM ケースに比べて高く、Domain-2 より外側では低かった。この結果

より、NEST-MPI ケースでは、沈着量が放出点周辺域で増加し遠方で減少したために、遠

方の地域での過小評価が D1-30KM より大きくなったことが示唆される。 
 

3.2.5.4 ネスティング拡散計算の数値計算上の利点 
本研究で開発したモデルを原子力緊急時対応に適用する際には、予測精度だけでなく計

算速度も非常に重要なモデル性能となる。そこで、大型並列計算機 SGI Altix3700B×2 上で、

NEST-MPI ケースと、Domain-1 全域を Domain-2 の 10 km 格子解像度で計算するケースの計

算を実行し、モデル実行時間を比較した。後者のケースでは時間ステップを MM5 は 30 秒、

GEARN は 40 秒とし、モデルオプション等の他の計算条件は D1-30KM ケースと同じとし

た。前者の NEST-MPI ケースにおいては、MM5 の 2 領域ネスティング計算は 64 個の CPU
を用いた並列計算により 2.4 時間で終了し、GEARN のネスティング計算は 2 個の CPU を

使用した並列計算により 2.6 時間要した。これらから、NEST-MPI ケースの計算所要時間は

MM5 と GEARN 合わせて 5 時間以内であった。これに対して後者のケースでは、MM5 計

算に 128 個の CPU による並列計算で 7.5 時間必要とした。MM5 の並列化効率を 100 %と仮

定すると、前者のケースと同じ 64 個の CPU を使用した場合の MM5 の計算所要時間は、

15 時間程度と予想される。GEARN による大気拡散計算には 10.2 時間を要したため、合計

モデル実行時間は最大で計 25 時間程度となる。したがって、ネスティング拡散計算により

モデル実行時間は、親領域全体を子領域と同じ解像度で計算するのに比べておよそ 1／5 に

短縮された。 
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D1-30KM

 
図 3.20 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の

D1-30KM ケースによる計算結果。海上はプロットしていない。(Terada and Chino, 2008
より引用） 

 

NEST-MPI

 
図 3.21 1986 年 4 月 26 日 00UTC から 5 月 10 日 00UTC までの積算 137Cs 地表沈着量の

NEST-MPI ケースによる計算結果。海上はプロットしていない。(Terada and Chino, 2008
より引用） 
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3.3 六ヶ所再処理施設起源 85Kr データによる検証 

3.3.1 測定データ 
計算結果との比較に用いた 85Kr 地上大気中濃度の測定値の概要について述べる。この測

定は、気象研究所により 1995 年からつくばで開始され（Igarashi et al., 2000）、2006 年には
85Kr 地上大気中濃度の連続測定システムが気象研究所と日本分析センターによって開発さ

れ連続観測が開始された（Aoyama et al., 2008）。この連続測定は現在、文部科学省の委託に

より日本分析センターが日本全国の数地点において継続的に実施している（文部科学省, 
2012c）。大気試料は活性炭が充填された吸着容器に 1 L min-1 の流量で 1 週間継続して収集

される。その大気試料中の 85Kr 量がガスクロマトグラフィーと GM 計数管により分離・測

定され濃度が得られる。測定地点の位置を図 3.22 に示す。大気試料のサンプリングは通常

札幌、秋田、千葉において実施されるが、2007 年 7 月から 2008 年 6 月まではバックグラ

ウンドレベルの緯度分布の把握のため、千葉、太宰府、南城で実施された。 
本研究において比較に用いた測定値を表 3.4 にまとめた。以降では、時刻は日本標準時

（UTC + 9 h）で記す。各地点のバックグラウンド値は、ピーク値が測定されたサンプリン

グ期間の前後 4 サンプリング期間ずつ、合計 8 サンプリング期間（およそ 2 ヶ月間）の測

定値の平均値とした。本研究では、85Kr 地上大気中濃度の測定値のバックグラウンド値か

らの上昇分がバックグラウンド値の不確かさの 2 倍を超えたケースを計算値との比較対象

とした。南城については、測定値の上昇分（0.06 Bq m-3）はバックグラウンド値の不確か

さの 2 倍（0.064 Bq m-3）よりわずかに低いが、この測定値も比較に用いた。 
計算した気象場の再現性の検証のため、気象庁による地上天気図とラジオゾンデによる

高層気象観測値を用いた。比較に用いた高層気象観測地点の位置は図 3.22 に示した。札幌

と秋田の高層気象観測と 85Kr 地上大気中濃度測定のサンプリング地点は同一地点ではない

が、両地点間の距離はおよそ 2 km 程度であり、互いに近い場所に位置している。ラジオゾ

ンデ観測は、三沢では防衛省、その他の地点では気象庁により実施された。 
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Domain 1

Domain 2
Sapporo

Chiba

Akita

Dazaifu

Nanjo

Misawa

Wajima
Yonago

Fukuoka

: Rokkasho nuclear fuel reprocessing
plant (RRP)

: 85Kr concentration monitoring site
: Radiosonde observation point

Elevation
(m)

300 km 100 km
 

図 3.22 事例解析に用いた計算領域と六ヶ所再処理施設、85Kr 地上大気中濃度、及びラジ

オゾンデ高層気象観測地点の位置。(Terada et al., 2013 より引用） 
 
表 3.4 計算結果との比較に用いた週平均 85Kr 地上大気中濃度の測定値 

サンプ

リング

地点 

RRP から

の距離

（km） 

サンプリング

期間 
（月/日 時刻：

2008 年） 

85Kr 大気中

濃度測定値 
（Bq m-3） 

85Kr 大気中濃

度バックグラ

ウンド値 
（Bq m-3） 

85Kr 濃度測定値の

バックグラウン

ド値からの増分 
（Bq m-3） 

Sapporo 230 

(1) 9/8 14:12－ 
9/16 13:55 

1.54 ± 0.045 1.44 ± 0.041 0.10 

(2) 9/16 14:33－ 
9/22 12:52 

4.08 ± 0.100 1.44 ± 0.041 2.64 

Akita 170 
9/18 14:50－ 

9/25 13:27 
1.54 ± 0.049 1.42 ± 0.044 0.12 

Dazaifu 1200 
4/7 14:13－ 

4/14 13:20 
1.95 ± 0.039 1.50 ± 0.032 0.45 

Chiba 600 

(1) 4/7 9:46－ 
4/14 9:10 

1.61 ± 0.034 1.51 ± 0.032 0.10 

(2) 4/14 10:25－ 
4/21 9:13 

1.61 ± 0.033 1.51 ± 0.032 0.10 

Nanjo 2000 
4/9 13:58－ 

4/16 13:20 
1.53 ± 0.032 1.47 ± 0.032 0.06 
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3.3.2 2008 年 4 月及び 9 月の事例解析の計算条件 
WSPEEDI-II 計算モデルの再現性を評価するため、85Kr が六ヶ所再処理施設から実際に放

出され 85Kr 大気中濃度上昇が測定された、以下の 2 ケース 
Sep-SAP ケース：2008 年 9 月に札幌と秋田で濃度測定値が上昇 
Apr-DAZ ケース：2008 年 4 月に太宰府、千葉、南城で濃度測定値が上昇 

の大気拡散シミュレーションを実施した。計算領域を図 3.22 に示す。使用した地図投影法

は、ランベルト正角図法である。気象場は Domain 1 及び Domain 2 の 2 領域 2-way ネステ

ィングで計算した。85Kr の大気拡散は Domain 1 及び Domain 2 について個別に計算した。

MM5 の初期・境界条件は気象庁 GPV の GSM（Global Spectral Model）日本域データと、

NCEP (National Center for Environmental Prediction)による日ごとの全球海面温度データ

（RTG-SST, Real Time Global Sea Surface Temperature：緯度経度ともに 0.5˚間隔）から作成し

た。GSM の初期化サイクルは 1 日 4 回（3 時、9 時、15 時、21 時）、GSM 日本域データの

時間解像度は気圧面 3 h、地上 1 h であり、空間解像度は経度 0.25˚間隔、緯度 0.2˚間隔であ

る。初期値と 3 h 予報値を交互に利用して 3 h 間隔の境界値および解析値ナッジング用デー

タを作成し、Domain 1 の計算についてのみ、3 h ごとに風速、気温、比湿に対して解析値

ナッジングを行った。MM5 から GEARN への気象場の入力は 1 h ごと、GEARN の出力は

3 h ごととした。その他の計算設定を表 3.5 に示す。時間ステップは水平拡散による移動距

離が水平格子幅より小さくなるように決定した。MM5 の大気境界層過程のモデルには、3.2
節のチェルノブイリ原子炉事故データによる検証の実施以降、計算機性能が向上したこと

から、MRF-PBL より計算コストは大きいが精緻なモデルである Eta-PBL を用いた。雲物理

モデルには、3.2 節の比較で Goddard と同等の再現性を示した Schultz を用いた。 
85Kr の放出点は六ケ所再処理施設の主排気筒（北緯 40.9613˚、東経 141.3280˚、地上 150 m）

とした。85Kr の放出率は、日本原燃による 1 h ごとのデータを用いた（図 3.23）。表 3.5 に

示した両計算ケースの計算開始時刻の 1 ヶ月以上前から放出はなく、大気中濃度測定値の

上昇に影響する全ての放出が計算で考慮されている。 
水平拡散パラメータの違いによる影響を評価するため、表 3.6 に示したように、両計算

ケースについて 4 種の水平拡散パラメータを用いた計算を実施した。「GIFFORD」は、Gifford 
(1982) による水平拡散パラメータ、「P-G」はパスキル・ギフォード線図によるものである。

この「P-G」を用いる際の大気安定度は、本研究で対象とするような広い計算領域における

代表的な安定度を決めるのは難しいため、中立で一定とした。なお、本研究の解析対象期

間の 2008 年 4 月及び 9 月の放出点周辺の気象観測（時間値）では、中立が最も多く出現し

ていた（青森県, 2009）。「GIFFORD-mod」は GIFFORD に対して 3.3.4.4 節で述べる補正を

実施したものである。「Kh=0」では、水平拡散係数 Kh を常にゼロとした。Sep-SAP ケース

の GIFFORD を用いた Domain 1 の計算は、気象場の格子解像度が札幌における大気中濃度

計算値に与える影響を評価するために実施した。 
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図 3.23 六ケ所再処理施設からの 85Kr 放出率の時間変化。(a) 上は 2008 年 9 月 15 日 9 時

から 9 月 26 日 0 時、(b) 下は 2008 年 3 月 31 日 18 時から 4 月 22 日 0 時。(Terada et al., 2013
より引用) 
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表 3.5 Sep-SAP 及び Apr-DAZ ケースの計算条件 (Terada et al., 2013 より引用) 

 Domain 1 Domain 2 

Simulation period 

Sep-SAP case: 9 JST on September 15－ 0 JST on 
September 26, 2008 

Apr-DAZ case: 18 JST on March 31－0 JST on April 22, 
2008 

Horizontal grid number 120 × 140 91 × 91 
Horizontal grid distance 18 km 6 km 
Time step 45 s 15 s 

Vertical level 
MM5: 23 half-sigma levelsa from surface up to 100 hPa 
GEARN: 20 levels from surface up to 10 km (bottom layer 

with 100 m thickness) 
Physical model options for MM5 

Radiation Cloud-radiation scheme (Grell et al., 1994) 
Planetary boundary layer Eta-PBL (Janjic, 1990; Janjic, 1994) 
Cloud microphysics Schultz scheme (Schultz , 1995) 
Cumulus parameterization Grell scheme (Grell et al., 1994) 
Land surface Five-layer soil model (Dudhia, 1996) 

a Sigma values were set as 1.00, 0.99, 0.98, 0.96, 0.93, 0.89, 0.85, 0.80, 0.75, 0.70, 0.65, 0.60, 0.55, 0.50, 

0.45, 0.40, 0.35, 0.30, 0.25, 0.20, 0.15, 0.10, 0.05, and 0.00. 

 

表 3.6 水平拡散パラメータと計算領域の設定 
(a) Sep-SAP ケース 

水平拡散パラメータ 計算領域 水平格子幅 

GIFFORD 
Domain 1 18 km 
Domain 2 6 km 

GIFFORD-mod 
P-G 
Kh=0 

Domain 2 6 km 

(b) Apr-DAZ ケース 

水平拡散パラメータ 計算領域 水平格子幅 
GIFFORD 
GIFFORD-mod 
P-G 
Kh=0 

Domain 1 18 km 
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3.3.3 気象場の水平格子解像度に関する感度解析手法 
気象場の水平格子解像度が大気中濃度計算値に与える影響を調べるため、MM5 及び

GEARN の水平格子解像度（以降、 x∆ ）を 54、27、18、6、2 km と変化させて、仮想放出

条件による六ヶ所再処理施設を放出点とする 85Kr の大気拡散計算を実施した。水平拡散パ

ラメータには GIFFORD を用いた。この感度解析のための計算領域を図 3.24 に、モデル計

算設定を表 3.7 にまとめた。地図投影法は、全ての計算領域で同じランベルト正角図法で

ある。 
Apr-DAZ ケースは、中距離から長距離スケールの大気拡散現象を対象としており、計算

された 85Kr の輸送経路が解析期間において直線的で蛇行が少なかった（3.3.4.1 節参照）。

これより、この Apr-DAZ ケースの気象条件を感度解析に用いた。Domain C ( x∆ =18 km) の
大気拡散計算で用いる気象場には、Apr-DAZ ケースの Domain 1 の計算結果を使った。

Domains D と E ( x∆ はそれぞれ 6 km 及び 2 km)の気象場は、Domain C の計算結果を用いた

1-way ネスティング計算により計算した。Domain A 及び Domain B （ x∆ はそれぞれ 54 km
及び 27 km）は、Domain C とほぼ同じ範囲に設定し、初期・境界条件をそれぞれ個別に GPV
から作成して MM5 の計算を実施した。これは、最初に実施した 2008 年 4 月及び 9 月の事

例解析で再現性を確認（3.3.4.1 節参照）した Domain C の気象場を有効に利用するためであ

る。Domains A、B、及び C については、MM5 計算において GPV データを用いた解析値ナ

ッジングを実施した。 
表 3.7 で示した感度解析で用いた放出率は、日本原燃から提供を受けた 85Kr 放出率（図

3.23）の Apr-DAZ ケースの計算期間（2008 年 3 月 21 日 18 時から 4 月 22 日 0 時まで）の

平均値である。放出期間は、Apr-DAZ ケースの気象場を用いて、一定時間（初回 6 h ごと、

その後 3 h ごとに詳細化）で区切った放出期間を様々に変えた大気拡散計算によるパラメ

ータースタディにより決定した。この解析で太宰府での濃度上昇に決定的な影響を与えた

期間に決定した。MM5 と GEARN の他の計算条件は前節の事例解析と同じとした。 

上記計算条件により 2～27 km の x∆ で計算された地上大気中濃度を、54 km の x∆（以降、

基準格子解像度として refx∆ と記す。）で計算された大気中濃度と比較するため、2～27 km
の各 x∆ で計算された大気中濃度を空間平均することにより refx∆ の解像度の濃度値に変換

した。この平均化した濃度データを、最大濃度セルの位置が refx∆ で計算された結果と一致

するように水平方向に平行移動させた。移動させた格子数は、27km 及び 18 km の x∆ の結

果との比較では、ほとんどの時刻で 0 から 1 格子、 x∆ ＝6 km の結果との比較では、ほと

んどの時刻で X 方向に 1～2 格子、Y 方向に 7～8 格子、 x∆ =2 km の結果との比較では、ほ

とんどの時刻で X 方向に 3～4 格子、Y 方向に 9～10 格子であった。この処理は、異なる

計算領域で計算された気流場の差異に起因するプルーム位置の差の影響を低減するために

実施した。比較に用いる大気中濃度の下限値は 0.01 Bq m-3 とした。この下限値は、85Kr 濃
度の測定下限値、及び粒子モデルによる拡散計算の統計誤差が最大でおよそ 15%となる濃

度値に対応する。 
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Domains A, B, and C
Domain D

Domain E

 
 
図 3.24 感度解析の計算領域。(Terada et al., 2013 より引用) 
 
 
表 3.7 感度解析のための大気拡散計算の計算条件 (Terada et al., 2013 より引用) 

 Domain A Domain B Domain C Domain D Domain E 

Simulation period 0 JST on April 10－0 JST on April 14, 2008 
Horizontal grid number 40 × 47 80 × 94 120 × 140 298 × 298 760 × 760 
Horizontal grid distance 54 km 27 km 18 km 6 km 2 km 
Time step 150 s 80 s 45 s 15 s 10 s 
Cumulus parameterization 
for MM5 

Grell scheme (not used for Domain E) 

Hypothetical release condition of 85Kr 
Release rate 1013 Bq h-1 (constant) 
Release period 0—6 JST on April 10, 2008 
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3.3.4 結果と考察 

3.3.4.1 解析事例の気象場の再現性と 85Kr 拡散状況 
気象場の再現性を検証するため、MM5 の最下層の風速場を、各日 9 時の気象庁地上天気

図と比較した。この定性的検証により、MM5 が台風、高・低気圧、前線の位置とそれらに

対応する風速場を概ね再現していることを確認した。代表的な比較結果の例を図 3.25 に示

す。地上天気図から解析した総観規模の気象場と計算された 85Kr プルームの動きは以下の

とおりである（図 3.26）。 
（1）Sep-SAP ケース：2008 年 9 月 15 日から 18 日に、移動性高気圧が北日本からカムチ

ャッカ半島の南へ、低気圧が中国北東部からオホーツク海に移動した。9 月 17 日から 20
日には、東シナ海から台風が接近して南日本を通過した。85Kr プルームは、9 月 15 日午

後から 18 日深夜までの間、六ヶ所再処理施設から北西～北東の範囲で方向を変えながら、

主に北海道西部に輸送された。その後、9 月 19 日から 20 日までの間に、風向は南西風

から北東風まで時計回りに変わり、プルームはサイトの北東から南西に方向を変えなが

ら輸送された。9 月 20 日 9 時から 9 月 25 日 12 時までの間、85Kr 放出率が低いかあるい

は放出が無かったため、サイト周辺を除いて 1 Bq m-3 以上の濃度は計算されなかった。 
（2）Apr-DAZ ケース：計算期間中、高低気圧が東シナ海から太平洋へ西・南日本を何度

か通過した。計算開始から 4 月 6 日までは、西風の卓越によりプルームはサイトから東

方向へ輸送された。4 月 7 日からプルームはその輸送方向を東から北西まで反時計回り

に変え始め、4 月 10 日朝までの間に日本海北部の広い範囲に拡散した。4 月 10 日の昼頃

からは放出率が大きく低下した一方、それまでに日本海北部に広がっていたプルームが、

日本を西から東へ移動する低気圧の北西域の北東風により、九州、沖縄を含む西日本に

直線的なルートで輸送された。4 月 11 日夜から 12 日は、サイトから放出されたプルー

ムは西風により太平洋上に輸送された。その後、4 月 13 日には東風により北及び東日本

を通過し日本海北部に輸送された。4 月 14 日から 15 日には、南北方向に細長い分布と

なり、東日本から北日本に広く拡散した。 
 

モデルでの水平拡散の扱いが地上濃度の計算精度に与える影響を議論するには、プルー

ム輸送に影響する風速場と鉛直拡散が良い精度で計算されている必要がある。そこで、鉛

直拡散の妥当性を評価するため、札幌と太宰府における濃度上昇に寄与したプルームの経

路に沿って計算値とラジオゾンデによる観測値を比較することで温位の鉛直分布の再現性

を評価し、その温位鉛直分布と 85Kr の鉛直拡散状況の整合性を調べた。Sep-SAP ケースで

は、9 月 18 日 9 時に、六ヶ所再処理施設から札幌に向かう直線的なプルームの分布が計算

された（図 3.26(a)）。このプルーム輸送経路に近い高層気象観測点である三沢と札幌におけ

る温位鉛直分布の計算値と観測値の比較結果と 85Kr大気中濃度の鉛直断面を図 3.27(a)に示

す。放出点に近い三沢での温位は、地表から 200 m までの層で約 2 K 程度過小評価してい

るものの、温位一定の混合層は再現されており、大気中濃度の鉛直分布からは、この混合
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層内に高濃度プルームが分布している計算結果が得られている。札幌での温位鉛直分布の

比較からは、およそ 600 m 上空に見られる逆転層は明確には再現されていないがその下層

の分布は良く一致している。プルームは鉛直方向にあまり拡散しておらず、この逆転層よ

り低層に分布している。Apr-DAZ ケースでは、4 月 10 日から 12 日かけて、六ヶ所再処理

施設から太宰府までのプルーム輸送が計算された（図 3.26(b)）。この輸送経路に比較的近

い三沢、輪島、福岡における温位鉛直分布の観測値と計算値の比較結果と 85Kr 大気中濃度

の鉛直断面を図 3.27(b)に示す。温位の鉛直分布は、特に三沢で 2 K 程度の過小評価がみら

れるものの、地表から 500 m 程度までにおいて形成されている混合層は概ね再現されてお

り、その混合層内を高濃度プルームが輸送された様子が計算されていることが確認できる。 
 

(a) 9 JST Sep. 18

(b) 9 JST Apr. 10

20 m s-1

 
図 3.25 2008 年(a) 9 月 18 日 9 時と(b) 4 月 10 日 9 時における地上天気図（左図）と MM5
により計算したモデル最下層における風速場（右図のベクトル）。(Terada et al., 2013 より

引用) 
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21 JST Sep. 15               9 JST Sep. 16               21 JST Sep. 16 

21 JST Sep. 18               9 JST Sep. 19               21 JST Sep. 19  
A

3 JST Sep. 20               9 JST Sep. 20               15 JST Sep. 20  

(a)

9 JST Sep. 17             21 JST Sep. 17                 9 JST Sep. 18  
B

Bq m-3

30 m s-1

 

図 3.26 (a) Sep-SAP ケースと(b) Apr-DAZ ケースで GIFFORD を用いて計算された 3 時間

平均 85Kr 地上大気中濃度（色コンター）とモデル最下層の風速場（ベクトル矢印）。破

線は図 3.27 の X-Z 断面の位置。(Terada et al., 2013 Supplemental data より引用) 
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(b)
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Bq m-3

30 m s-1

 
図 3.26（続き） 
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図 3.27 (a) Sep-SAP ケースと(b) Apr-DAZ ケースの GIFFORD を用いて計算された 3 時間

平均 85Kr 地上大気中濃度の X-Z 断面図と、温位鉛直プロファイルの計算値とラジオゾン

デ観測結果の比較結果の例。X-Z 断面の位置は図 3.26 に破線で示した。(Terada et al., 2013 
Supplemental data より引用) 
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図 3.27（続き） 
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3.3.4.2 解析事例の大気中濃度の再現性と水平拡散の影響 
Sep-SAP ケースと Apr-DAZ ケースの計算における地上大気中濃度の再現性及び異なる

水平拡散係数（GIFFORD、P-G、Kh=0）が再現性に与える影響を調べるため、3 時間平均

の計算値を 1 週間のサンプリング期間で平均した 85Kr 地上大気中濃度（以降、週平均濃度。）

を測定値と比較した結果を図 3.28 に示す。この図において、例えば「Sapporo (1)」は表 3.4
で示した札幌におけるサンプリング期間（1）の 85Kr 濃度を意味する。Sep-SAP ケースの

結果から、GIFFORD を用いた計算結果と、P-G 及び Kh=0 を用いた計算結果は、Sapporo (2)
の測定値に対して、それぞれ同程度の過小評価と過大評価を示した。また、Sapporo (1)と
Akita の測定値を GIFFORD を用いた計算結果はおおよそ再現したが、P-G と Kh=0 を用い

た計算値は過小評価した。Apr-DAZ ケースの結果から、Dazaifu の測定値を GIFFORD を用

いた計算結果はおおよそ再現したが、P-G と Kh=0 を用いた計算値は大きく過大評価した。

また、Chiba (2)及び Nanjo の測定値を全ての計算値は過大評価しているが、GIFFORD に比

べて、P-G と Kh=0 を用いた計算値は過大評価が大きかった。 
85Kr 地上大気中濃度の測定値に対する計算値の比を放出点からの距離に対してプロット

することで、大気中濃度の再現性と、その放出点からの距離との関係を調べた（図 3.29）。

GIFFORD を用いた計算結果は、放出点からの距離が 300 km 程度より近い地点の測定結果

である Sapporo(2)、Akita の測定値を過小評価しているが、全地点においてファクター2 以

内で一致している。P-G と Kh=0 を用いた結果は、600 km 以上遠方で過大評価する傾向が

見られる。 
各測定地点における 85Kr 地上大気中濃度の時間変化と週平均濃度の関係を把握し、濃度

の時間変化の水平拡散係数による違いを比較するため、図 3.30 に、各地点における 3 時間

平均 85Kr 地上大気中濃度の計算値の時間変動を示す。全体的傾向として、GIFFORD を用

いた結果に比べて P-G、Kh=0 を用いた結果は大きなピーク値を示した。図 3.30 の(a)札幌、

(b)秋田における大気中濃度の時間変化から、図 3.28 の Sapporo (1) と Akita の週平均濃度の

上昇は、それぞれ札幌における 2008 年 9 月 16 日午前と、秋田における 9 月 20 日の濃度上

昇によるものであったことが示唆される。これらの濃度上昇は、Sep-SAP ケースの 85Kr 地
上大気中濃度計算値の水平分布（図 3.26）から、プルームの周縁部が上記の期間にサンプ

リング地点を通過したことによるものであった。図 3.28 で、この Sapporo (1) と Akita の週

平均濃度を P-G 及び Kh=0 を用いた計算結果が大きく過小評価したのは、それぞれ、P-G で

は水平拡散係数が放出後数時間～数日の期間で GIFFORD より小さいこと（図 2.5）、及び、

Kh=0 では常に拡散係数をゼロとしたことにより、水平方向の拡散幅が狭くなったことに起

因すると考えられる。 
以上の結果から、GIFFORD を用いた計算結果は全般的に良い再現性を有していたが、放

出点からの距離が数 100 km 程度の地点で過小評価する傾向が見られた。水平拡散と x∆ の

地上濃度に対する影響を評価する観点から、Sapporo (2) と Dazaifu を比較する。これらの

濃度上昇は、計算された地上大気中濃度分布（図 3.26）より、放出点から直線的な輸送さ

れたプルームの中心付近が通過したことに起因したと考えられる。GIFFORD を用いた濃度
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計算値は、 x∆ が 6 km の Domain 2 の計算では Sapporo (2) をやや過小評価したが、 x∆ が 18 
km の Domain 1 の計算では Dazaifu が測定値と良く一致した（図 3.28）。 

x∆ が地上大気中濃度の計算に与える影響を評価する観点から、Sep-SAP ケースの札幌に

おける 3 時間平均 85Kr 地上大気中濃度の時間変化を、Domain 2（ x∆ ：6 km）と Domain 1
（ x∆ ：18 km）の計算値で比較した（図 3.31）。Domain 2 の計算値は、サンプリング地点

の札幌を含むセルを中心とした 9 セル平均値を計算して Domain 1 の計算値と比較した。2
つの計算結果の時間変化のパターンは類似しているが、 x∆ が 18 km の低解像度計算に比べ

て、 x∆ が 6 km の高解像度計算の方が濃度ピーク値を 60～70 %程度低く計算した。 
 

(a)

(b)

Kh

Kh

 
図 3.28 85Kr 週平均濃度の計算値と測定値（OBS）の比較。(a)は Sep-SAP ケース、(b)は

Apr-DAZ ケースの結果。札幌と千葉のサンプリング地点名の後の括弧内の数字は表 3.4
のサンプリング期間番号に対応する。(Terada et al., 2013 より引用) 
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Chiba (2)

Chiba (1)

Sapporo (2)

Sapporo (1)

Kh

 

図 3.29 85Kr 地上大気中濃度計算値の測定値に対する比の放出点からの風下距離に対する

プロット。(Terada et al., 2013 より引用) 

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(1)               (2)

(1)             
(2)

Kh

 

図 3.30 (a) 札幌、(b) 秋田、(c) 太宰府、(d) 千葉、(e) 南城における 3 時間平均 85Kr 地上

大気中濃度の計算結果。横軸下の破線両矢印は表 3.4 のサンプリング期間を示す。(Terada 
et al., 2013 より引用) 
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図 3.31 GIFFORD を用いて計算した札幌における 3 時間平均 85Kr 地上大気中濃度の時間

変動。実線は Domain 1（ x∆ ：6 km）、破線は Domain 2（ x∆ ：18 km）の計算結果。(Terada 
et al., 2013 より引用) 

 
 
3.3.4.3 風速場の格子解像度が大気中濃度計算値に与える影響 

3.1.3 で指摘した GIFFORD を用いて計算される大気中濃度の水平格子解像度への依存性

が、前節の解析からも示唆された。これを詳細に評価するため、3.3.3 節で述べた手法によ

り、2～54 km の水平格子解像度に対する大気中濃度計算値の感度解析を行った。放出開始

2008 年 4 月 10 日 0 時から 12、24、36、48 h 後の地上大気中濃度計算値について、 refx∆ を

用いた結果に対する 2～27 km の各 x∆ を用いた結果の散布図を図 3.32 に示す。いくつかの

例外はあるが、多くの結果で決定係数 R2 が 0.64 以上、つまり相関係数（PCC）が 0.8 以上

の良い相関を示した。さらに、全ての散布図の回帰直線の切片が最大濃度の 10%未満とな

った。しかし回帰直線の傾きにはばらつきがある結果となった。この回帰直線の傾きと x∆
の関係を図 3.33 に示す。もし地上大気中濃度の計算結果に x∆ に対する依存性がなければ、

異なる x∆ を用いて計算された結果全てにおいて回帰直線の傾きは 1 になるはずである。し

かし、図では x∆ が小さくなるにつれて傾きも小さくなっており、これは GIFFORD を用い

て計算した大気中濃度は、 refx∆ の 54 km より x∆ が小さくなると、 refx∆ を用いて計算され

た結果に比べて過小評価する傾向があることを意味している。図 3.33 で示された x∆ に対

する傾きの変化は、次式で示す x∆ の関数で近似できる。 
 







 ∆
−−=∆

A
xxf exp

2
11)(      (3-5) 

 
ここで、Aは5～30 (km)の定数。この定数による式（3-5）の変化の幅を図3.33中の曲線で示

した。 
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12 h

24 h

36 h

48 h

2 km            6 km          18 km     27 km
Unit: Bq m-3

 
 
図 3.32 85Kr 地上大気中濃度の x∆ ref（54 km）を用いた計算結果に対する 2～27 km の各 x∆

を用いた計算結果の散布図。上段から下段に向けて 2008 年 4 月 10 日 0 時の放出開始か

ら 12、24、36、48 h 後の結果、左列から右列に向けて、2、6、18、27 km の x∆ を用いた

計算結果との比較。各散布図内に線形回帰直線、回帰式、及び決定係数 2R を示した。

(Terada et al., 2013 より引用) 
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図 3.33 散布図（図 3.32）の回帰直線の傾きの x∆ に対する変化。(Terada et al., 2013 を基に

作成) 
 
3.3.4.4 水平拡散パラメータの補正の検討 
前節で示したように GIFFORD を用いて計算した大気中濃度は x∆ に対する依存性を示し

た。ここでは、この依存性の解消を目的とした GIFFORD の補正について検討する。以降

の議論において、大気中濃度と拡散パラメータの関係を表すために、ガウスプルームモデ

ルを用いる。このモデルを中距離から長距離拡散現象に適用するにはモデルの仮定から限

界があるが、現実における大気中濃度と拡散パラメータの基本的な関係がモデルでも保持

されていると仮定する。 
ガウスプルームモデルによる濃度分布は次式で表される。 

 






















+−= 2

2

2

2

2
1exp

2
),,(

zyzy

zy
U

Qzyx
σσσpσ

χ     (3-6) 

 
ここで、 ),,( zyxχ  (Bq m-3) は位置 ),,( zyx における大気中濃度、Q  (Bq s-1) は一定の放出率、

yσ と zσ  (m) はそれぞれy方向、z方向の濃度分布の標準偏差、U  (m s-1) はx方向の平均風

速である。式中の 2
yσ として、GIFFRODの平均二乗変位 2

hσ を適用する。 2
hσ の補正式を、前

節で示した回帰直線の傾きの x∆ に対する変化を表す式（3-5）を基に、次式で表す。 
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22 exp
2
11 hh A

x σσ 













 ∆
−−=∗     (3-7) 

 

ここで、
2*

hσ は補正された GIFFORD の平均二乗変位、A は式（3-5）と同様に、5 から 30 (km) 
の値をとる定数とする。補正した水平方向の濃度分布の標準偏差 *

yσ を式（3-7）から以下

で表す。 
 

yy ασσ =∗      (3-8) 

where 





 ∆
−−=

A
xexp

2
11α  

 
補正された水平拡散パラメータ ∗

yσ を用いて計算される大気中濃度 *χ の式は、式(3-6)で yσ

に代えて ∗
yσ を用いることで得られる。この *χ の式に式(3-8)を代入し式(3-6)で除すること

で以下の式を得る。 
 






















−= 2

* 11exp1
α

β
αχ

χ      (3-9) 

where 





 ∆
−−=

A
xexp

2
11α , 2

2

2 y

y
σ

β =  

 
ここで、式（3-9）の χχ * が、図3.32の散布図の回帰直線の傾きで近似できるという考え

に基づき、次式で示される拡散パラメータ補正の効果を評価するための指標を導入する。 
 






















−= 2

11exp1
α

β
α

SlopeI     (3-10) 

 
この指標 I は、大気中濃度計算値の格子解像度依存性を低減する補正の効果が高い時、1
に近づく。 

Aは5～30 kmの値を取ることから、仮に 20=A kmとする。図3.33で示したR2が0.64より

低い点を除外した場合、指標 I の1からの偏差の絶対値の合計（以降、Iの偏差。）は、 89.0=β
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の時に最小値の0.81となった。Aと β をそれぞれ20 km、0.89とした場合の指標 I のプロッ

トを図3.34に示す。I は、2～27 kmの x∆ において0.8～1.2程度の幅はあるものの均等に1に
近い分布となった。 20=A km以外に、 =A 5、10、30 kmの場合の指標 I の分布を調べたと

ころ、 20=A の場合が2～27 kmの x∆ 全体において補正が最も効果的であった。例として、

5=A の場合の I の偏差の最小値は1.03（ 25.1=β ）となり、6 kmより大きい x∆ で I は平

均的に1より小さくなった。 30=A の場合、I の偏差の最小値は0.83（ 81.0=β ）となり、18 
kmより大きい x∆ で I は平均的に1より大きい分布となった。この結果より、以降では

20=A を用いる。 
20=A を代入した式（3-7）により補正したGIFFORD（以降、GIFFORD-mod。）による大

気中濃度の x∆ 依存性の変化を評価するため、前節で示した x∆ に関する大気中濃度の感度

解析をGIFFORD-modを用いて再度実施した。GIFFORD-modを用いた大気中濃度計算値か

ら作成した散布図における回帰直線の傾きの x∆ に対するプロットを図3.35に示す。回帰直

線の傾きは、図3.33に比べて全体的に増加して1に近くなった。R2が0.64未満（図内で指示）

及び x∆ が2 kmの場合の傾きは0.9より小さく改善が十分でないが、他の傾きは0.9～1.1の範

囲に入っている。 
GIFFORD の補正による大気中濃度の再現性の変化を評価するため、GIFFORD-mod を用

いた Sep-SAP ケースと Apr-DAZ ケースの大気拡散計算を実施した。3 時間平均大気中濃度

は、札幌（図 3.30a）と太宰府（図 3.30c）において、GIFFORD による結果よりわずかに高

いピーク値を示した。週平均濃度は GIFFORD による計算結果に対して Sapporo (2) 及び

Dazaifuでそれぞれ 5 %及び 10 %増加して測定値と一致するようになった（図 3.28、図 3.29）。
Sapporo (1)と Akita の週平均濃度の小さな上昇は、GIFFORD を用いた結果より絶対値は小

さくなったが、GIFFORD-mod を用いた結果でも再現されている（図 3.28a）。 
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図 3.34 A と β がそれぞれ 20、0.89 の場合の指標 I の x∆ に対するプロット。(Terada et al., 

2013 より引用) 
 

 

図 3.35 図 3.33 と同様。ただし GIFFORD-mod を用いた計算結果より作成。(Terada et al., 
2013 より引用) 
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3.4 まとめ 
チェルノブイリ原子炉事故と六ヶ所再処理施設起源 85Kr のデータを用いて、本研究で開

発した WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルの検証を行った。 
チェルノブイリ原子炉事故データによる検証では、水平格子解像度 30 km による欧州

6000 km 四方の広域計算により、137Cs の地表沈着量の計算値は、過小評価傾向はあるもの

の、降水量に測定データを用いた WSPEEDI-I と比較してもより詳細で実測に近い広域の主

要な沈着分布を再現した。さらに、本研究で開発したネスティング拡散計算機能を用いて、

広域を親領域、放出点を含む 1720 km 四方領域を子領域として、子領域を 10 km の高分解

能で計算し、かつ親領域から子領域への放射性物質の再流入を考慮した計算を行った。

MM5 の雲物理モデルで扱う格子解像スケールの降水の詳細な分布が放出点周辺で計算さ

れたことで、WSPEEDI-I 及び WSPEEDI-II の広域計算では再現できなかった放出点周辺の

詳細な蝶形の沈着分布を再現できた。上記の 2 領域ネスティング計算のモデル計算時間は

MM5 と GEARN を合わせて数時間であった。本研究で開発したネスティング拡散計算機能

により、モデル計算時間は広域全体を高解像度で計算するのに比べて 1／5 程度に短縮され

た。 
六ヶ所再処理施設起源 85Kr データによる検証では、長距離（数 1000 km）スケールから

中距離（数 100 km）スケールにおける地上大気中濃度の再現性を評価するため、放出点か

ら 230 km離れた札幌と 1200 km離れた太宰府で測定値が上昇した 2ケースの再現計算を実

施した。GIFFORD 水平拡散パラメータを用いて計算した週平均地上大気中濃度は、両ケー

スの全測定地点で、測定値をファクター2 程度の不確かさで再現したが、放出点からの距

離が数 100 km 程度の地点で過小評価が見られた。GIFFORD を用いた濃度計算値の水平格

子解像度への依存性を調べるため、後者の再現計算ケースを用いて 2 km から 54 km までの

格子解像度に対する地上大気中濃度の感度解析を行ったところ、高解像度ほど濃度計算値

が低下した。この感度解析結果を基に、格子解像度の向上に対して GIFFORD を補正係数

により低下させる経験的な簡易修正を実施した。この修正により、およそ 5 km 程度より低

格子解像度の計算で、濃度計算値が修正前に比べて 5～10%増大し、再現性が向上した。 
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第 4 章 福島第一原子力発電所事故のソースターム推定と

大気拡散解析 
 

4.1 諸言 
2011 年 3 月 11 日（本章では、時刻は全て日本標準時：UTC + 9 h）に発生したマグニチ

ュード 9.0 の地震及び津波により引き起こされた福島第一原子力発電所（以降、FNPP1）に

おける事故は、放射性物質が大気中に月単位の長い期間放出される事態となった。この放

出に起因する公衆の被ばく線量を評価することは喫緊の課題である。この課題に対処する

ためには、放出された放射性物質の環境中の時空間分布を再構築する必要があるが、これ

を行う際、正確性で優れるが時空間的に離散的な環境モニタリングデータと、3 次元の大

気中濃度及び 2 次元の地表沈着量の時間変化を計算できる大気拡散計算を組み合わせた利

用が、両者の特長を生かし欠点を補う点で非常に効果的である。しかし、大気拡散計算に

必要なソースターム（ここでは、放出核種、放出率、放出期間等）は、スタックモニター

及び炉内事象解析により提供されることが期待されていたが、実際には事故初期において

事業者、政府を含むどの機関においても入手できなかった。 
JAEAでは、原子力安全委員会 (NSC: Nuclear Safety Commission of Japan) との協力により、

事故後ソースタームの推定が進められた。3月23日には、暫定的な推定結果を用いてSPEEDI
により計算された3月12日6時から24日0時までの乳児の甲状腺等価線量の積算値の分布図

がNSCから公表された（NSC, 2011）。その後、4月12日には、3月11日から4月5日までの131I
と137Csの大気中への総放出量が暫定的推定値としてNSCから発表された（原子力安全委員

会, 2011）。推定対象核種が131Iと137Csであるのは、軽水型原子炉の事故で放出されること

が多い、被ばくへの寄与が大きい（131Iは吸入による内部被ばく、137Csは外部被ばく）、環

境モニタリングデータの数が豊富等の理由からである。この推定されたソースタームの科

学的根拠を提示するため、推定内容をまとめてChino et al. (2001)として発表した。この推定

結果を本論文では「暫定ソースターム」と称する。この暫定ソースタームは国内外におい

て最初に推定されたものである。 
暫定ソースタームの推定では、環境モニタリングデータと、SPEEDI 及び本研究で開発し

た WSPEEDI-II の大気拡散予測モデルによる単位放出（1 Bq h-1）を仮定した大気拡散計算

を組み合わせることにより放出率を推定する逆推定法を用いた。この手法はこれまで、チ

ェルノブイリ原子炉事故（Chino et al., 1986）、東海村 JCO 臨界事故（Hirao and Yamazawa, 
2010）等、他の事故でも適用されてきたものである。 
その後、ソースタームの精度向上に向けて、さらなる推定が実施された。Katata et al. 

(2012b) では、地表沈着核種のグラウンドシャインに起因する空間線量率を計算値と測定

値で比較することにより、FNPP1 の北西域における高線量地帯を形成した大量放出が、3
月 15 日の午前と午後の 2 回に分けて発生したものであることが推定された。また、Katata et 
al. (2012a) では、2011 年 3 月 28 日に東京電力株式会社 (TEPCO: Tokyo Electric Power 
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Company) (TEPCO, 2011a)、6 月 3 日に経済産業省 (METI: Ministry of Economy, Trade and 
Industry) (METI, 2011a) により追加公開された新たな環境モニタリングデータを用いて、事

故初期の 3 月 12 日朝から 3 月 14 日深夜までのソースタームの推定が実施された。 
しかし、推定されたソースタームは、大気拡散計算の誤差、推定に使用可能な環境モニ

タリングデータの低い時空間密度、空間線量率を逆推定に用いる場合の放射性核種組成比

の仮定等に起因する誤差を含んでいるため、推定で用いていない大気拡散計算と環境モニ

タリングデータによる検証が必要である。 
そこで本章では、まず出発点となる暫定ソースタームの推定について述べる。次に、暫

定ソースタームに Katata et al., (2012a; 2012b) で推定された 3 月 12 日から 15 日の推定値を

合わせたソースタームを用いて、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルにより 3 月 12 日から 5
月 1 日までの 131I と 137Cs の大気拡散計算を実行し、この計算結果と東日本における日降下

量及び月間降下量の測定値を比較することにより、推定したソースタームの妥当性を検証

する。計算と測定に差異があり、ソースタームの推定に使用していない環境モニタリング

データが存在する場合、予測精度が向上するようにソースタームを修正する。さらに、大

気拡散計算結果に基づいて、東日本域に 137Cs の大量沈着をもたらした大気拡散過程を解析

する。 
 

4.2 ソースターム推定 

4.2.1 逆推定法 
逆推定法は、環境モニタリングデータと単位放出（1 Bq h-1）を仮定した大気拡散計算を

組み合わせることで放射性核種の放出率(Bq h-1)を計算するものである。放出率は、下式で

示すようにサンプリング地点における 131Iと 137Cs の大気中濃度の測定値を計算値で除する

ことにより得られる。 
 

 iii CMQ =  (4-1) 
 
ここで、Qi は核種 i の大気に放出された時点での放出率(Bq h-1)、Mi は測定された核種 i の
大気中濃度(Bq m-3)である。Ci は核種 i の希釈率(h m-3)であり、単位放出の仮定の下で計算

された大気中濃度に等しい。大気中濃度の測定値が利用できない場合においても、プルー

ム中及び地表面の放射性核種による空間線量率の測定値と、放射性ヨウ素と放射性セシウ

ムの組成比を仮定した単位放出による計算から見積もった値を比較することにより放出率

を推定することができる。総放出量は、次式に従い放出率を時間積算することで推定され

る。 
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 [ ]∑ ×= jjii TQS ,  (4-2) 

ここで、Si は核種 i の総放出量 (Bq)、Qi, j は継続時間が Tj (h)である時間 j における核種 i
の放出率 (Bq h-1)である。 
 
4.2.2 環境モニタリングデータ 
ソースターム推定で主に用いた環境モニタリングデータは、放射性ヨウ素及びセシウム

の地上大気中濃度である。大気試料サンプリングは、固定モニタリング局、可搬型サンプ

ラー、サンプラーを備えたモニタリングカー等により行われた。測定は、エア及びダスト

サンプラーによって採取された大気試料（空気及び粒子状物質）を、NaI（Tl）シンチレー

ション検出器を用いて核種分析して放射能量を定量する方法により行われた。ヨウ素は大

気中でガス態と粒子態の化学形をとることが知られており、環境モニタリングではこの両

方を測定する必要がある。ソースターム推定では、化学形別の測定値があるものはその合

計値を比較に用いた。一部のデータではこの化学形に関する情報が明記されていないもの

があったが、原子力安全委員会による環境放射線モニタリングに関する指針（原子力安全

委員会，2010a）によってガス状ヨウ素を捕集するための活性炭カートリッジを備えたダス

トサンプラーを使用することが推奨されていることから、ガス状及び粒子状の両方が採取

されたと考えられるため、両者の合計値を示すものとして使用した。 
図4.1は、推定に用いた測定値のサンプリング地点の位置とサンプリング期間を示してい

る。ソースタームの推定に用いた測定データは、MEXT (2011b) によるサイト周辺（図4.1
の地点c～f）における測定値、日本分析センター (2011) による千葉市（図4.1の地点a）で

の測定値、及びOhkura (2012) による東海村（図4.1の地点b）での測定値である。データの

特徴として、数が少なく全時間帯を網羅していない点が挙げられる。このようなデータに

よるソースターム推定においては、推定時刻が間欠的になり、それらの時刻間の放出率は

内挿によってしか得られず誤差が大きくなる。また、各時刻につき1地点の地上濃度のみと

比較するため、プルーム主軸の濃度で比較できていないことによる誤差が生じる可能性が

考えられる。この測定データの特徴は、本研究による推定結果の不確かさの要因の一つと

なっている。 
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a

b

d
c,e*

fg
j
h

i

Tokai-mura

Chiba-city

Data No. Sampling date and time Sampling point
1 2011/3/15 06:00-07:00 a
2 2011/3/15 06:55-07:15 b
3 2011/3/16 06:05-06:25 b
4 2011/3/18 10:50-11:18 c
5 2011/3/21 04:45-05:05 b
6 2011/3/21 10:50-11:08 d
7 2011/3/22 14:17-14:31 c
8 2011/3/23 13:15-15:10 e
9 2011/3/24 14:55-15:15 f

10 2011/3/25 15:05-15:22 g
11 2011/3/27  11:45- h
12 2011/3/29 11:17-12:15 f
13 2011/3/30 15:11-15:32 g
14 2011/3/31 12:22-13:12 e
15 2011/4/1 12:00-12:20 i
16 2011/4/3  11:04- j
17 2011/4/5 13:07-13:27 f

*Points c and e are almost overlapped.

 
 
図4.1 放出率の推定に用いた大気中濃度測定値のサンプリング地点及びサンプリング期

間（日本標準時）。△（1F）は福島第一原子力発電所、点線の四角はSPEEDIの計算領域

を示す。（Chino et al., 2011より引用） 
 
4.2.3 大気拡散計算 
大気拡散計算に用いたモデルは、SPEEDI と本研究で開発した WSPEEDI-II 大気拡散予測

モデルである。放出点を含む 100 km 四方の範囲の測定値との比較では、SPEEDI による大

気中濃度と空間線量率の計算結果を利用した。さらに、図 4.1 で示す SPEEDI の計算領域よ

り遠方の地点 a（千葉市）と地点 b（東海村）で得られた大気中濃度測定データを用いた推

定では、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを用いた。 
SPEEDIの計算は、気象予測モデルPHYSICと大気拡散モデルPRWDA21により計算された。

モデルの詳細は永井ら（1999）で記述されているため、モデルの概要と計算条件のみを表

4.1にまとめた。なお、3.3節の六ヶ所再処理施設起源85Krの大気拡散計算で再現性が確認で

きたことから、WSPEEDI-II大気拡散予測モデルのMM5で用いる物理過程モデルは、このケ

ースと同じ設定とた。 
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表4.1 SPEEDIとWSPEEI−IIによる大気拡散計算の概要（Chino et al., 2011より引用） 

 SPEEDI WSPEEDI-II 
Meteorological data GPV(GSM-Japan) by the Japan Meteorological Agency 

(3-hourly and 0.25 deg.×0.2 deg. resolution) 
Topographical data Digital National Land  

Information by Geospatial 
Information Authority of Japan 

Global 2-min. resolution data 
by the U.S. Geological Survey 

Computational grid 100×100×30 
(2-km horizontal resolution) 

130×190×30 
(3-km horizontal resolution) 

Computational domain 100 km×100 km×4 km area 
including the east side of 
Fukushima Pref. 

390 km×570 km×10 km area including 
the Tohoku and Kanto region 

Meteorological 
prediction model 

PHYSIC: Atmospheric dynamic 
model by JAEA 

MM5: Atmospheric dynamic model 

Atmospheric 
dispersion model 

PRWDA21: Lagrangian particle 
random-walk model by JAEA 

GEARN: Lagrangian particle 
random-walk model by JAEA 

 
 
4.2.4 測定値と計算値の比較 
 
（1）大気中濃度 
放射性核種の大気中濃度の測定値としては、短時間サンプリングによる時系列データと

時間積算値の2種のデータが利用可能であった。時系列データとの比較では、測定と計算の

ピーク値を式（4-1）に適用した。東海村のJAEAにおける比較の例を図4.2に示す。測定と

計算の濃度ピークは3月15日の7〜9時頃に見られる。時間積算値との比較では、サンプリン

グ期間で平均した大気中濃度計算値を式（4-1）に適用した。 
図 4.2 に示すように計算結果は概して測定値と良く一致したが、プルームの到達時刻と

位置に小さな差異が生じることもあった。さらに、大気中濃度測定値の空間分布の密度は

プルームの位置を正確に把握するには十分でなかった。このような制限に対処するため、

ある濃度測定時刻に異なる地点で測定された複数の濃度データが利用可能な場合は、プル

ームの周縁部で得られたデータにより生じる誤差を避けるために、最大値のみをその時刻

に分布しているプルームを特徴づけるのに利用した。また、計算されたプルームの到達時

刻や分布等の再現性に問題があると考えられる場合は、測定値の空間分布及び時間変動、

風速場の変動状況と再現性、及びプルーム輸送状況の解析を基に、計算結果と測定結果の

分布を合理的に調整して比較した。 
 

92 
 



0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.00E+00

2.00E-12

4.00E-12

6.00E-12

8.00E-12

1.00E-11

3
/
1
4
-
1
2

3
/
1
5
-
0
0

3
/
1
5
-
1
2

3
/
1
6
-
0
0

3
/
1
6
-
1
2

3
/
1
7
-
0
0

3
/
1
7
-
1
2

1×10-11

8×10-12

6×10-12

4×10-12

2×10-12

0.0

― Cal_131I
○ Obs_131I

Bq m-3

1×10-14 1×10-13 1×10-12 1×10-11 1×10-10 1×10-9

JAEA, Tokai-mura

 
 

図4.2 131I大気中濃度の時間変動のWSPEEDI-IIによる計算結果とJAEA（東海村）での測定

値の比較（上）及び3月15日7時の地上風速場と大気中濃度分布の計算結果（下）。（Chino 
et al., 2011より引用） 

 
（2）空間線量率 

SPEEDIによる大気拡散計算によると、3月15日の日中に放出された高濃度プルームは北

西方向に輸送され、降水により大量の地表沈着を生じた後、3月16日には太平洋に吹き戻さ

れた。この計算結果と空間線量率の測定値の時間変化から、3月15日の日中の放射性核種の

大気放出が、発電所北西域における大量の地表沈着及びそれに起因するグラウンドシャイ

ンにより長く継続する空間線量率の上昇をもたらしたことが示唆された。しかし、3月15
日の日中に測定された大気中濃度データはなかったため、この期間の131Iと137Csの放出率は、

プルームがこの地域を通過した後（3月17日）のグラウンドシャインによる空間線量率分布

の測定値（文部科学省，2011）と計算値との比較により推定した。 
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計算では、この地域の降水中及び植物に付着した放射性核種濃度の測定値を基に、放出

された放射性核種の放射能比 131I:132I:134Cs:137Cs を 1:1:0.1:0.1 と仮定した。この仮定は、他

の短半減期核種の寄与を考慮しないため、上記 4 核種の放出率を過大評価することになる

可能性がある。計算で用いる降水量は、地上観測値から内外挿した。 
図 4.3 は SPEEDI による計算結果と測定による空間線量率の分布である。実測と単位放出

を仮定した線量率計算値の比はおおよそ 1016 であり、SPEEDI は空間線量率の空間分布を

良く再現していることを示している。3 月 15 日以外については空間線量率による放出率の

推定はできなかった。これは、3 月 15 日以前は大量の沈着は見られず短半減期核種の存在

による不確かさが相対的に大きくなるため、また、3 月 15 日以降は地表沈着核種からもた

らされる空間線量率が高過ぎるため、クラウドシャインで付加される空間線量率をそれら

から弁別するのが困難であるためである。 
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図4.3 発電所周辺域における3月17日の空間線量率の計算値と測定値の比較。（Chino et al., 
2011より引用） 

 

94 
 



4.2.5 推定結果 
131I の放出率の推定結果を表 4.2 に示す。「Released time of sampled air（採取空気塊の放

出時刻）」は、サンプリング期間から連続放出により計算されたプルームの動きをさかの

ぼることによって決定した。大気中に放出された 131I と 137Cs の総放出量を見積もるために

は、各推定放出率の放出継続時間が必要である。これは、ある時刻の推定放出率は、前後

の「採取空気隗の放出時刻」の中間時刻を区切り時刻とした期間継続すると仮定して決定

した。 
1 号機からの放出によるものと考えられる最初の放出率は、3 月 12 日 10 時から 3 月 14

日 23 時まで継続すると仮定した。3 月 15 日の日中の、131I 放出率が 1016 Bq h-1 の大量放出

の継続時間は、総放出量に対する寄与が大きいため、様々な放出期間による大気拡散計算

を試験的に実行して検討した。その計算結果から、3 月 15 日の 12～15 時頃に放出された

プルームが北西方向に流れ、同日夜間に湿性沈着により高線量地帯を生じたことが示され

た。しかし、それはこの大量放出が 12 時に開始したことを意味するものではない。なぜな

ら、仮に朝からこの大量放出が継続していたとしても、午前中に放出されたプルームは風

向の違いにより発電所の北西域での降水には出会わず、環境モニタリングデータにその痕

跡を残すことはなかったと考えられるからである。この放出開始時刻を決定するための明

確な証拠はないが、06:10 に 2 号機の圧力抑制室付近で爆発音があったという報告があり、

9 時から正門における空間線量率の測定値が急上昇した。したがって、131I で 1016 Bq h-1 の

放出率を伴う放出は、安全側の評価となるように 9～15 時の 6 時間継続したと推定した。 
図 4.4 に、推定した 131I と 137Cs の放出率の時間変動を示す。137Cs の放出率は、大気中濃

度測定値から得た 137Cs に対する 131I の放射能比から計算した。横棒を伴う 18 個のプロッ

トが放出率を示しており、17 個は大気中濃度測定値から、1 つは空間線量率分布から推定

した。プロットの無い期間は、測定がプルームを捉えられなかったことを意味する。同じ

時間帯に複数の大気中濃度測定値が利用可能な場合は、推定放出率の最大値がプロットさ

れている。 
131I の放出率の時間変化をみると、3 月 12 日 10 時から 15 日 9 時までは 1013～1014 Bq h-1

の比較的小さい放出率が継続し、その後 3 月 15 日 9 時から 15 時に 1016 Bq h-1 の大量放出

となった。3 月 15 日 15 時から 3 月 25 日 0 時までは、1014 Bq h-1のオーダーで定常的な推

移となった。その後さらに放出率は下がり、3 月 30 日の一時的な上昇を除くと 1012～1013 Bq 
h-1 のオーダーで推移した。4 月 4 日 9 時には 1011 Bq h-1 のオーダーまで減少した。 

131I/137Cs 放射能比は、最初から 3 月 21 日 3 時までは 10～100 未満であったが、3 月 21
日 3 時から 21 時は 131 まで増加して 137Cs の放出率は 131I に対して小さくなった。その後
131I/137Cs 放射能比は次第に減少して 3 月 28 日 10 時以降は 1~5 程度となり、137Cs の放出率

は 131I と同オーダーとなった。 
式（4-2）によると、3 月 12 日 10 時から 4 月 6 日 0 時までの大気中への 131I と 137Cs の総

放出量は、それぞれおよそ 1.5×1017 Bq 及び 1.3×1016 Bq と計算された。 
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2011 年 4 月 12 日に、原子力安全委員会はこの推定に基づき、上記と同じ期間の大気中

への 131Iと 137Cs の総放出量の暫定値としてそれぞれ 1.5×1017及び 1.2×1016 Bq と発表した

（NSC, 2011）。137Cs の総放出量の本研究の結果とのわずかな差異は、追加された環境モ

ニタリングデータに基づく 131I と 137Cs の放射能比の変更によるものである。 
 
表4.2 131I大気中濃度の測定値及び計算値、131I放出率推定値、131I/137Cs放射能比、採取空気

塊の放出時刻、及び推定放出期間（Chino et al., 2011より引用） 

Dust sampling data Calculations  Release rate  131I/137Cs 
Released time 

of sampled air 
Duration 

No. (Bq m-3) (Bq m-3) (Bq h-1) 

1 6.8 3.0×10-13 2.3×1013 10 3/14 21:00 3/12 10 to 3/14 23 

2 2800 8.0×10-12 3.5×1014 8.8 3/15 1:00 3/14 23 to 3/15 09  

- Estimated from air dose rate 1.0×1016 10 3/15 13:00 3/15 09 to 3/15 15 

3 830 4.0×10-12 2.1×1014 70 3/16 4:00 3/15 15 to3/17 06 

4 33 8.0×10-14 4.1×1014 41b) 3/18 8:00 3/17 06 to 3/19 15 

5 1900 5.0×10-12 3.8×1014 11 3/20 22:00 3/19 15 to 3/21 03 

6 1420 1.0×10-11 1.4×1014 131c) 3/21 8:00 3/21 03 to 3/21 21 

7 410 1.0×10-12 4.1×1014 87c) 3/22 9:00 3/21 21 to 3/22 23 

8 355a) 5.0×10-13 7.1×1014 80 3/23 12:00 3/22 23 to 3/24 00 

9 193 1.0×10-12 1.9×1014 66 3/24 12:00 3/24 00 to 3/25 00 

10 555 1.0×10-11 5.6×1013 45 3/25 12:00 3/25 00 to 3/26 11 

11 20 5.0×10-12 4.0×1012 23 3/27 9:00 3/26 11 to 3/28 10 

12 75 1.0×10-11 7.5×1012 1.6 3/29 10:30 3/28 10 to 3/30 00 

13 180 1.0×10-12 1.8×1014 1.3 3/30 14:00 3/30 00 to 3/31 00 

14 24 1.0×10-12 2.4×1013 5.3 3/31 9:30 3/31 00 to 3/31 22 

15 1.78 1.0×10-12 1.8×1012 1.1 4/1 9:30 3/31 22 to 4/02 09 

16 8.84 5.0×10-12 1.8×1012 3.1 4/3 8:00 4/02 09 to 4/04 09 

17 6.99 1.0×10-11 7.0×1011 4.9 4/5 10:00 4/04 09 to 4/06 00 
a)Two hourly data, 530 and 180 Bq m-3, were averaged. 
b)Interpolated from the ratios of No. 3 and 5 because only 131I was measured. 
c)Applied the 131I/137Cs ratio measured at other points because only 131I was measured. 
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図4.4 131Iと137Csの放出率推定値の時間変化。131Iのプロット上の横棒は推定放出期間。

（Chino et al., 2011より引用） 
 
 
4.2.6 炉内事象との比較と推定結果の不確かさ 
推定した放出率の時間変化は、全ての損傷した原子炉からの放出の影響を含んでおり、

個々の原子炉に関する情報は含まない。131I放出率が1013～1014 Bq h-1の最初の放出は、おそ

らく3月14日以前の1号機と3号機で実施されたウェットウェルベントによる放出に対応す

ると考えられる。また、水素爆発による短時間の大量放出が発生した可能性もある。3月15
日の131I放出率が1016 Bq h-1の大量放出は、推定当時は2号機の圧力抑制室の損傷による可能

性が考えられたが、現在では格納容器損傷の可能性が指摘されている（東京電力福島原子

力発電所における事故調査・検証委員会，2012）。3月16～24日の131Iの放出率は1014 Bq h-1

のオーダーであり、3月24日以降は減少し、4月初旬には1011～1012 Bq h-1となった。この時

間変化は、3月24日以降、損傷した原子炉の冷却が安定して放射性物質の大気放出が減少し

たことを示唆している。 
推定された放出率には、大気拡散計算の精度と環境モニタリングデータの存在範囲が時

空間的に限られていることに起因する不確かさが含まれている。上記の推定では、計算さ

れたプルームの空間分布及び到達時刻における計算と測定での差異を目の子勘定で調節し

たが、第3章のモデル検証の結果から大気拡散計算にはおおよそファクター5程度の再現精

度が期待できること、測定値と比較する際の計算値の読み取り精度がファクター5程度であ

ること等から、推定放出率には少なくともファクター5程度の誤差があると考えられる。ま

た、核種ごとに大気中への放出総量を計算する際、大気中濃度測定値が無い期間の放出率

は内外挿したため、本推定で用いた測定データでは検証できない乖離を生じた可能性があ

る。特に3月12～14日にはベント及び水素爆発による短期間の大量放出が発生した可能性が

あるが、環境には痕跡がなく確認できなかった。この3月12～14日及び3月15日の放出につ

いては、本研究による推定に続いて行われたKatata et al. (2012a; 2012b）による研究により、

サイト周辺の大気中濃度及び空間線量率の測定値を用いてさらに詳細な放出率が推定され

た。 
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4.3 推定ソースタームの検証と大気拡散解析 
本節では、本研究で開発した WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルによる東日本域の大気拡

散計算と、全国で測定された降下量の測定値により、4.2 節及び Katata et al. (2012a; 2012b）
により推定されたソースタームの妥当性を検証する。検証結果に基づきソースタームを修

正し（以降、「修正ソースターム」と呼ぶ）、この修正ソースタームと WSPEEDI-II 大気拡

散予測モデルにより、広域の地表沈着分布の形成過程を解析する。 
 
4.3.1 計算条件 
計算期間は 2011 年 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時までとした。計算領域は本州の東部

を含むエリアである（図 4.5）。用いた地図投影法は、ランベルト正角図法である。MM5 と

GEARN のモデル設定を表 4.3 にまとめた。 
気象場の予測精度向上のため、FNPP1 及び福島第二原子力発電所（以降、FNPP2。図 4.5

の 1 番）における風速風向と、気象庁の AMeDAS 地上気象観測データを用いて 4 次元デー

タ同化（解析値ナッジング及び観測値ナッジング）を実施した。解析値ナッジングについ

ては、3 h ごとの 3 次元解析値によるもの（3D analysis nudging）の他に、別ファイルに用

意した 1 h ごとの地上解析値を用いたナッジング（surface analysis nudging）も実施した。 
本計算の水平格子解像度が 3 km であるため、Gifford (1982) による水平拡散パラメータ

は第 3 章で検討した補正の効果が十分得られない可能性があることと、サブグリッドスケ

ールの乱流が平均風によってある程度表現されると期待できることから、水平拡散係数に

はパスキル・ギフォード線図を使用した。湿性沈着パラメータについては、α =5.0×10-5、

β =0.8 を用いた。本節における大気拡散計算では、GEARN の乾性沈着スキームに修正を

加えた。これまでの計算では、草原のような丈の短い植生についての乾性沈着速度（131I
及び 137Cs についてそれぞれ 3 × 10-3 m s-1 及び 1 × 10-3 m s-1）を用いてきたが、森林では高

いキャノピー高度及び葉面積密度から草原より乾性沈着速度が大きいことが知られている 
(Sportisse, 2007)。これを簡易的に考慮するため、MM5 計算で地表の植生カテゴリーが森林

のセルに対しては 5 倍の乾性沈着速度を用いた(Katata et al., 2012a; 2012b)。 
大気拡散計算で用いたソースタームは、4.2 節で述べた暫定ソースタームの 3 月 12 日か

ら 15 日の推定値を Katata et al., (2012a; 2012b) による推定結果で置き換えたものである。

（以降、「推定ソースターム」と呼ぶ）。このソースタームの 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0
時までの時間変化と値を図 4.6と表 4.4に示す。推定ソースタームの 4月 6日 0時以降には、

暫定ソースタームの 4 月 4 日 9 時から 6 日 0 時までの放出率（表 4.4 の 28 番）を 5 月 1 日

0 時まで外挿して使用した（図 4.6b）。3 月 12 日の 1 号機及び 3 月 14 日の 3 号機の水素爆

発を仮定した体積源は Katata et al. (2012a) と同様の設定とし、それぞれ (x, y, z)=(100, 100, 
100 m) 及び (100, 100, 300 m)とした（表 4.4 の 3 番及び 6 番）。3 月 17 日 0 時までの放出高

度は Katata et al. (2012a) と同様に設定し（表 4.4）、3 月 17 日以降の放出高度は、漏洩場所
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を原子炉格納容器と仮定して 20 m とした。ただし放出高度は長距離拡散計算の結果には大

きく影響しない。 
 

No. Sampling sites Prefectures Items

1

Fukushima 
Dai-ni Nuclear

Power Plant 
(FNPP2)

Fukushima D

2 Tokai Ibaraki D
3 Setagaya Tokyo D
4 Aomori Aomori F
5 Morioka Iwate F
6 Akita Akita F
7 Yamagata Yamagata F
8 Fukushima Fukushima F
9 Hitachinaka Ibaraki F

10 Utsunomiya Tochigi F
11 Maebashi Gunma F
12 Saitama Saitama F
13 Ichihara Chiba F
14 Shinjuku Tokyo F
15 Chigasaki Kanagawa F
16 Niigata Niigata F
17 Kofu Yamanashi F
18 Omaezaki Shizuoka F
19 Imizu Toyama F
20 Kakamigahara Gifu F
21 Yokkaichi Mie F
22 Fukui Fukui F

Observational 
Items

Dust sampling (D)
Fallout (F)

1

Fukushima 
Dai-ichi Nuclear
Power Plant
(FNPP1)

2

3

4

56

7

8

9
10

11

12

13
14

15

16

17

18

20

Miyagi 
Prefecture

19

21

22

100 km

 
 
図 4.5 WSPEEDI-II の計算領域とソースタームの検証及び修正に用いた環境モニタリング

地点の位置。三角が大気中濃度、灰色の丸が降下量の測定地点。図右側の表には測定地

点名を示した。（Terada et al., 2012 より引用） 
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図 4.6 2011 年（a）3 月 12 日 5 時から 4 月 6 日 0 時と（b）4 月 6 日 0 時から 5 月 1 日 0
時の 131I と 137Cs の推定ソースターム（Initial source term、黒線）及び修正ソースターム

（Refined source term、赤線）による放出率の時間変化。（Terada et al., 2012 より引用） 
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表4.3 東日本域大気拡散計算のモデル設定（Terada et al., 2012を基に作成） 

Simulation period for GEARN 5 JST on March 12 to 0 JST on May 1, 2011 

Simulation area  690 km × 960 km in eastern Japan 
Horizontal grid cell 230 × 320 
Spatial resolutions 3 km 
Vertical levels of MM5 31 sigma levelsa from surface to 100 hPa 
Vertical levels of GEARN 29 levels from surface (with a bottom layer of 20-m thickness) to 

10 km 
Time step 9 s for MM5 and 12 s for GEARN 
Boundary and initial conditions GPV of Meso-scale model (MSM) (0.1° × 0.125° for pressure 

level, 0.05° × 0.0625° for the surface layer) by the Japan 
meteorological agency 

3D/surface analysis nudgingb Utilized at 3-h (for 3D analysis nudging) / 1-h (for surface 
analysis nudging) intervals with wind data from MSM objectively 

analyzed by observation data at FNPP1 (surface), FNPP2 (120 
m), and surface weather stations by the Japan meteorological 

agency 
Observation nudgingb Utilized at 1-h intervals with wind data at FNPP1 (surface) and 

FNPP2 (120 m) 
Physical model options for MM5 

Radiation Cloud-radiation scheme (Grell et al., 1994) 
Planetary boundary layer Eta-PBL (Janjic, 1990; Janjic, 1994) 
Cloud microphysics Schultz scheme (Schultz , 1995) 
Cumulus parameterization Grell scheme (Grell et al., 1994) 
Land surface Five-layer soil model (Dudhia, 1996) 

a Sigma values were set as 1.0, 0.9974, 0.9945, 0.9917, 0.9863, 0.9727, 0.9592, 0.9459, 0.9327, 
0.9003, 0.8687, 0.8380, 0.8080, 0.7504, 0.6957, 0.6190, 0.5482, 0.4822, 0.4215, 0.3658, 0.3148, 
0.2682, 0.2256, 0.1868, 0.1515, 0.1194, 0.9035, 0.6409, 0.4041, 0.1910, and 0.0. 

b Wind data at FNPP1 and FNPP2 were provided from METI (2011b). 
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表 4.4 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時までの放出期間、放出継続時間、131I 放出率、131I/137Cs
放射能比、放出高度、及び各ソースタームが推定された研究（括弧内の値は暫定ソー

スタームの推定値）（Terada et al., 2012 を基に作成） 

a Volume sources with the sizes of (x, y, z) = (100, 100, 100 m) and (100, 100, 300 m) were assumed 
for hydrogen explosions at Unit 1 (No. 3) and 3 (No. 6), respectively. 

b The 131I/137Cs radioactivity ratio was decided on the basis of dust sampling data at FNPP2 
(TEPCO, 2011b), Tokai (Furuta,et al., 2011) and Setagaya (Tokyo Metropolitan Government, 
2011). 

（次ページ冒頭に続く） 

No. Release period 
(month/day time JST) 

Release 
duration 

(h) 

Release rate 
of 131I 

(Bq h–1) 
131I/137Cs Release 

height (m) References 

1 3/12 05:00–3/12 09:30 4.5 3.7 × 1013 10 20 Katata et al. (2012a) 
2 3/12 09:30–3/12 15:30 6 1.7 × 1013 10 120 Katata et al. (2012a) 

3 3/12 15:30–3/12 16:00 0.5 3.0 × 1015 10 Volume 
source a Katata et al. (2012a) 

4 3/12 16:00–3/13 23:00 31 8.4 × 1013 10 120 Katata et al. (2012a) 
5 3/13 23:00–3/14 11:00 12 3.6 × 1013 10 120 Katata et al. (2012a) 

6 3/14 11:00–3/14 11:30 0.5 3.0 × 1015 10 Volume 
source a 

Assumed same as 
No. 3 

7 3/14 11:30–3/14 21:30 10 2.3 × 1013 10 20 Chino et al. (2011) 
8 3/14 21:30–3/15 00:00 2.5 1.3 × 1015 10 120 Katata et al. (2012a) 
9 3/15 00:00–3/15 07:00 7 3.5 × 1014 8.8 120 Chino et al. (2011) 
10 3/15 07:00–3/15 10:00 3 3.0 × 1015 10 20 Katata et al. (2012b) 
11 3/15 10:00–3/15 13:00 3 8.0 × 1013 10 20 Katata et al. (2012b) 
12 3/15 13:00–3/15 17:00 4 4.0 × 1015 10 20 Katata et al. (2012b) 
13 3/15 17:00–3/17 06:00 37 2.1 × 1014 70 20 Chino et al. (2011) 
14 3/17 06:00–3/19 15:00 57 4.1 × 1014 41 20 Chino et al. (2011) 
15 3/19 15:00–3/21 03:00 36 3.8 × 1014 11 20 Chino et al. (2011) 
16 b 3/21 03:00–3/21 21:00 18 1.4 × 1014 10 (131) 20 Terada et al. (2012) 
17 3/21 21:00–3/22 23:00 26 4.1 × 1014 87 20 Chino et al. (2011) 
18 3/22 23:00–3/24 00:00 25 7.1 × 1014 80 20 Chino et al. (2011) 
19 3/24 00:00–3/25 00:00 24 1.9 × 1014 66 20 Chino et al. (2011) 
20 3/25 00:00–3/26 11:00 35 5.6 × 1013 45 20 Chino et al. (2011) 
21 3/26 11:00–3/28 10:00 47 4.0 × 1012 23 20 Chino et al. (2011) 

22 3/28 10:00–3/29 21:00 
(3/28 10:00–3/30 00:00) 35 (38) 7.5 × 1012 1.6 20 Chino et al. (2011) 

23 c 3/29 21:00–3/30 11:00 14 1.5 × 1013 1.7 20 Terada et al. (2012) 

24 3/30 11:00–3/31 00:00 
(3/30 00:00–3/31 00:00) 13 (24) 1.8 × 1014 1.3 20 Chino et al. (2011) 

25 3/31 00:00–3/31 22:00 22 2.4 × 1013 5.3 20 Chino et al. (2011) 
26 3/31 22:00–4/2 09:00 35 1.8 × 1012 1.1 20 Chino et al. (2011) 
27 4/2 09:00–4/4 09:00 48 1.8 × 1012 3.1 20 Chino et al. (2011) 

28 4/4 09:00–4/7 17:00 
(4/4 09:00–4/6 00:00) 80 7.0 × 1011 4.9 20 Chino et al. (2011) 

29 d 4/7 17:00–4/13 23:00 150 7.0 × 1011 2.0 20 Terada et al. (2012) 
30 d 4/13 23:00–5/1 00:00 409 7.0 × 1011 4.0 20 Terada et al. (2012) 
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（前ページ表 4.4 の続き） 
c The 131I release rate was estimated from the concentration of 131I at FNPP2 by dust sampling from 

9:27 to 9:35 on March 30 to be, 1490 Bq m-3 (TEPCO, 2011b), and that by calculation assuming 
unit release to be, 1.0 × 10-10 Bq m-3. The release time of sampled air was estimated to be 8:00 on 
March 30. 

d The 131I/137Cs radioactivity ratios were determined from the dust sampling data at Tokai (Furuta et 
al., 2011). Release times of the plumes for Nos. 29 and 30 were estimated at 0:00 on April 10 and 
22:00 on April 17, respectively. 

 
 
4.3.2 測定データ 
推定ソースタームの検証に用いた測定データは、131I 及び 137Cs の日降下量及び月間降下

量 (MEXT, 2011c) である。これらは暫定ソースタームの推定には使用しなかったデータで

ある。サンプリング地点を図 4.5 に示す。日降下量測定のためのサンプリングはバルクサ

ンプラーにより行われ、サンプリング期間は各日の9時から翌日 9時までの 24 hとされた。

今後、例えば「3 月 18 日の日降下量」は 3 月 18 日 9 時から 19 日 9 時までの降下量を意味

する。福島県及び静岡県では日降下量と月間降下量の測定が異なる地点で実施されたが（図

4.12）、計算領域内のその他の県は同一地点で測定された。日降下量の測定は、宮城県と福

島県を除く 45 地点では 3 月 18 日に開始された。宮城県では地震被害により測定が実施さ

れず、福島県では 3 月 27 日から開始された。宮城県では月間降下量の測定も同様の理由に

より実施されなかった。航空機モニタリングにより測定された 137Cs の地表沈着量分布図 
(MEXT, 2011d) も計算結果との比較に用いた。推定ソースタームの修正には、FNPP2 
(TEPCO, 2011b)、東海村 (Furuta et al., 2011)、世田谷 （Tokyo Metropolitan Government, 2011) 
におけるダストサンプリングによる大気中濃度測定値を用いた（図 4.5 の 1〜3 番）。MM5
による降水量計算結果の検証には、気象庁による 1 h 毎の観測結果を、日降下量と同様に

毎日午前 9 時から 24 h 積算することで作成した日降水量を用いた。気象場の比較と解析に

は、気象レーダーによる降水強度分布の観測値と気象庁の地上天気図も用いた。 
 
4.3.3 推定ソースタームによる日降下量の再現性 

3 月 18 日から 4 月 30 日までの 131I 及び 137Cs の日降下量の推定ソースタームを用いた計

算結果と測定値を比較した散布図及び統計値をそれぞれ図 4.7a と表 4.5 に示す。表 4.5 に

おいて、FA2、FA5、FA10 はそれぞれ測定値の 1/2〜2 倍、1/5〜5 倍、1/10〜10 倍の範囲に

入る計算値の全計算値に対する割合を示す。統計比較は、測定値と計算値の両方が下限値

を超えたデータ点に対して実施した。下限値は、計算領域内の測定地点における日降下量

測定値の最低値 0.24 Bq m-2（3 月 19 日、岩手県）を有意とするため、0.1 Bq m-2 とした。 
さらに、計算値と測定値の一致度の評価の信頼性を増強するため、Bland and Altman 

(1986)に基づく Bland-Altman プロットを図 4.8 に示す。131I と 137Cs の日降下量の測定値と

計算値の差が、測定値が大きくなるにつれて増大する傾向が見られたため、測定値及び計

算値の対数の差（[計算値の対数]−[測定値の対数]）を縦軸にプロットした。図 4.7 との一貫
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性のため、通常の Bland-Altman プロットで用いられる 2 変数の平均値ではなく測定値自体

を横軸にとり、散布図と同様に計算値と測定値がともに 0.1 Bq m-2を超えるデータ点をプ

ロットした。図 4.8 には、測定値及び計算値の対数の差の平均（以降、MD と記す）と標準

偏差（以降、SD と記す）も示した。 
表 4.5 から、131I の日降下量については、測定値と推定ソースタームによる計算値には良

い相関が見られ、FA10 は 67.3% 、PCC は 0.76 である。一方、137Cs については 131I に比べ

ると相関が低く、FA10 は 54.5% 、PCC は 0.54 である。また、131I に比べて、4 月 6 日以降

（図 4.7a の十字で示す点）の 137Cs の日降下量は、過小評価する傾向が見られる。推定ソ

ースタームを用いた計算結果の Bland-Altman プロットの図 4.8a において、131I と 137Cs の比

較結果の間で、SD には明確な差異は見られないが、137Cs の MD は 131I に比べて小さく、137Cs
の計算値は 131I より大きな負のバイアスの傾向を持っている。以上の結果は、131I と比較し

て 137Cs の日降下量の計算結果と測定値の一致度が低いことを示しているが、大気拡散計算

の精度は両核種で大きな差はないと考えられることから、この差異は主に推定ソースター

ムの誤差に起因するものであると推測される。 
137Cs 日降下量の計算値と測定値の差異は、3 月 21、22、29、30 日及び 4 月 6 日以降の関

東地方の測定地点において見られた。図 4.9 は、特に大きな差異が見られた 3 月 22 日と 30
日の推定ソースタームによる 137Cs 日降下量分布の計算値と測定値の比較結果である。図

4.7a 及び図 4.9a から、3 月 22 日では、ひたちなか、さいたま、市原、新宿、茅ヶ崎で１オ

ーダー程度の過小評価が見られる。図 4.7a 及び図 4.9b から、3 月 30 日では、ひたちなか、

宇都宮、前橋、さいたまで 1 オーダー程度の過大評価が見られる。また、図は示さないが

4 月 8～11 日でも過小評価が見られた。 
 
 
表 4.5 2011年 3月 18日から 4月 30日までの 131I及び 137Cs日降下量の統計比較結果（Terada 

et al., 2004 を基に作成） 

 

ソースターム 核種 FA2 (%) FA5 (%) FA10 (%) PCC 

推定ソースターム 
131I 23.5 51.6 67.3 0.76 

137Cs 19.6 39.9 54.5 0.54 

修正ソースターム 
131I 23.5 53.6 68.6 0.77 

137Cs 23.8 46.3 62.6 0.74 
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図 4.7 131I 及び 137Cs の日降下量（Bq m-2）について、(a) 推定ソースターム及び (b) 修正

ソースタームによる計算結果を測定値と比較した散布図。点（黒）と十字（青）はそれ

ぞれ 4 月 5 日までと 4 月 6 日以降の結果を示す。実線は測定と観測が一致する直線を示

し、2 本の破線で挟まれた範囲はファクター10 の領域を示す。本文で説明された日付及

び図 4.5 の測定地点番号が図内に示されている。(Terada et al., 2012 より引用) 
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図 4.8 131I 及び 137Cs の日降下量の計算値と測定値の対数の差の Bland-Altman プロット。

(a)は推定ソースターム、(b)は修正ソースタームによる結果。実線及び図右端の値は差の

平均(MD)を示し、その上下 2 本の破線及び図右端の値は MD+2SD 及び MD-2SD（SD は

差の標準偏差）を示す。(Terada et al., 2012 より引用) 
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(b) 9 JST Mar. 30–9 JST Mar. 31

☆ Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant (FNPP1)

Bq m-2Bq m-2

(a) 9 JST Mar. 22–9 JST Mar. 23

 
 
図 4.9 3 月 22 日(a)と 3 月 30 日(b)の 137Cs 日降下量（Bq m-2）の推定ソースタームによる

計算値（色ベタ塗り）と測定値（色塗り円と数値）の比較。測定で降下量が検出されな

かった点には 0 と記した。(Terada et al., 2012 より引用) 
 
 
4.3.4 ソースタームの修正とその日降下量計算結果への影響 
推定ソースタームを用いた計算による 131I及び 137Cs の日降下量を測定値と比較した結果、

3 月 21、22、29、30 日、及び 4 月 6 日以降で計算値と測定値に差異が見られた。この期間

について、ソースタームの推定以降に公開され新たに利用可能となったデータ及びこれま

でに推定に使用されていない環境モニタリングデータがある。これらの環境モニタリング

データを用いて、上記期間の日降下量に影響を与えるソースタームの修正を行った。 
 
（1）3月21日 

推定ソースタームを用いた大気拡散計算は、3 月 21 及び 22 日の関東地方での日降下量

について、131I は良く再現したが、137Cs は過小評価した（図 4.7a と図 4.9a の 3 月 22 日）。

推定ソースタームの 3 月 21 日の 3〜21 時（表 4.4 の 16 番）の 131I/137Cs 放射能比（131）は、

暫定ソースターム推定時の 131I放出率の推定に用いた大気中濃度測定値に 137Cs の測定値が

107 
 



なかったため、他の地点における大気中濃度測定値から決定したものである（表 4.2）。こ

の 131I/137Cs 放射能比の推定誤差が、上記の 137Cs 日降下量の過小評価に影響した可能性が

考えられる。一方、3 月 21 日の 6〜22 時の FNPP2、東海村、世田谷における大気中濃度測

定値は、3 月 21 日 3〜21 時に放出された放射性プルームの影響を受けたものと推定される

が、これまでソースターム推定には用いられていない。これらの大気中濃度測定値の
131I/137Cs 放射能比が 1.5〜19.1 の幅で存在し（表 4.6）、平均値が 6 であったことから、3 月

21 日の 3〜21 時の 131I/137Cs 放射能比の概算値として、推定ソースタームの 131 から 10 に

変更した。この変更は、この期間の 137Cs 放出率が推定ソースタームよりおよそ 10 倍程度

増加することを意味する。 
この修正ソースタームを用いた 137Cs の日降下量の計算結果と測定値の比較から、3 月 21

日（図 4.10e）はひたちなかと宇都宮で、3 月 22 日（図 4.10f）はひたちなか、さいたま、

市原、新宿、及び茅ヶ崎で日降下量が増加し、散布図の比較（図 4.7a と図 4.7b）から、こ

れら全ての点の測定値との誤差がファクター10 以下となった。 
 
表 4.6 2011 年 3 月 21 日 3〜21 時の 131I/137Cs 放射能比の修正に用いた測定値 

Sampling 
location 

Sampling period 
(month/day time JST) 

Concentration of 
131I (Bq m-3) 

Concentration of 
137Cs (Bq m-3) 

131I/137Cs 

Tokai 
3/21 05:56-08:55 397.9 31.1 12.8 
3/21 08:55-12:00 120.4 6.3 19.1 
3/21 12:00-21:00 12.5 1.9 6.6 

FNPP2 
3/21 10:40-10:50 225.0 47.1 4.8 
3/21 18:11-18:19 158.0 33.1 4.8  

Setagaya 

3/21 08:00-10:00 15.6 6.8 2.3 
3/21 10:00-12:00 11.9 5.6 2.1 
3/21 12:00-14:00 8.5 3.1 2.7 
3/21 14:00-16:00 2.4 1.6 1.5 
3/21 16:00-18:00 1.8 0.9 2.0 
3/21 18:00-20:00 2.1 0.5 4.2 
3/21 20:00-22:00 2.0 0.3 6.7 

 
 
（2）3 月 30 日 

大気拡散計算によると、プルームは 3 月 30 日の午前中は関東地方に流れたが、午後にな

ると FNPP1 の北西に方向を変えた（4.3.6 節）。しかし、推定ソースタームの 3 月 30 日午

前及び午後の放出率は、後者の期間の大気中濃度測定値のみを用いて推定された。これに

より、3 月 29 日と 30 日の関東地方の 131I と 137Cs の日降下量において、推定ソースターム
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を用いた計算値と測定値に差異が生じた可能性が考えられる（図 4.7a と図 4.9b）。そこで、

暫定ソースタームの推定では使用されていないFNPP2における大気中濃度測定値を用いて

3 月 30 日午前の放出率を推定した。131I の放出率は、暫定ソースタームの推定時と同様に、

測定された大気中濃度をサンプリング地点における単位放出（1 Bq h-1）を仮定した計算値

で除す逆推定法により、1.5 × 1013 Bq h-1 と推定した。測定値と計算値の具体的数値は表 4.4
の脚注に記載した。131I/137Cs 放射能比は測定値から 1.7 と計算された。このソースターム

を、3 月 29 日 21 時と 3 月 30 日 11 時の間に追加した（表 4.4 の 23 番）。この修正により、

3 月 30 日午前の 131I と 137Cs の放出率は、推定ソースタームに比べておよそ 1 オーダー小さ

い値となった。 
図 4.7a と図 4.7b の比較及び図 4.9b と 4.10 の比較から、修正ソースタームを用いた計算

による 3 月 29 日及び 30 日の関東地方における 131I と 137Cs の日降下量は、推定ソースター

ムによる計算結果に比べて明らかに減少し、3 月 29 日はひたちなかで、3 月 30 日はひたち

なか、宇都宮、前橋、さいたまで測定値との誤差がファクター10 以下となった。 
 

（3）4 月 6 日以降 
推定ソースタームを用いた計算結果において、4 月 6 日以降のうち特に 4 月 8～11 日の

日降下量は、131I は比較的良く一致したが 137Cs は過小評価した（図 4.7a）。これは、推定ソ

ースタームにおいて、4 月 5 日 13:07～13:27 の大気中濃度測定値から求めた 131I/137Cs 放射

能比 4.9 が 5 月 1 日 0 時まで継続すると仮定したことに起因する可能性がある。大気拡散

計算によるプルーム輸送状況の解析から、東海村における大気中濃度測定値 (Furuta et al., 
2011) の 4 月 8 日 9 時から 4 月 10 日 9 時、及び 4 月 17 日 9 時から 4 月 19 日 9 時の期間の

上昇は、FNPP1 からの放射性プルームによるものと推測された。そこで、これらの期間の
131I/137Cs 放射能比を、東海村における大気中濃度測定値から得た値の平均により求めると、

前者の期間は 1.64 と 2.43 からおよそ 2.0、後者の期間は 4.61 と 3.19 からおよそ 4.0 となっ

た。これより、131I/137Cs 放射能比を 4 月 7 日 17 時から 4 月 13 日 23 時までの放出期間に対

しては 2.0（表 4.4 の 29 番）、4 月 13 日 23 時から 5 月 1 日 0 時までの放出期間に対しては

4.0（表 4.4 の 30 番）という値に修正した。この修正により、特に、4 月 7 日 17 時から 4
月 13 日 23 時までの 137Cs 放出率がおよそ 2.5 倍増加した（図 4.6b）。 
この修正ソースタームを用いた計算により、4 月 8 日の山形、福島、ひたちなか、宇都

宮、4 月 9 日のひたちなか、宇都宮、市原、4 月 10 日の福島、宇都宮、4 月 11 日ひたちな

か、宇都宮、さいたま、市原、新宿において、過小評価傾向ではあるものの、137Cs 日降下

量が放出率と同程度増加して測定値に近い値となった。 
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(a) 9 JST Mar. 12–9 JST Mar. 13 (b) 9 JST Mar. 14–9 JST Mar. 15 (c) 9 JST Mar. 15–9 JST Mar. 16

(d) 9 JST Mar. 20–9 JST Mar. 21 (e) 9 JST Mar. 21–9 JST Mar. 22 (f) 9 JST Mar. 22–9 JST Mar. 23

(g) 9 JST Mar. 23–9 JST Mar. 24 (h) 9 JST Mar. 25–9 JST Mar. 26 (i) 9 JST Mar. 30–9 JST Mar. 31

☆ Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant (FNPP1)                              Unit: Bq m-2

Onagawa

Minami-soma

 
図 4.10 修正ソースタームを用いた 137Cs 日降下量 (Bq m-2) の計算結果（色ベタ塗り）と

測定値（色塗り円と数値）の比較。測定で降下量が検出されなかった点には 0 と記した。

(Terada et al., 2012 より引用) 
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(a) 9 JST Mar. 12–9 JST Mar. 13 (b) 9 JST Mar. 14–9 JST Mar. 15 (c) 9 JST Mar. 15–9 JST Mar. 16

(d) 9 JST Mar. 20–9 JST Mar. 21 (e) 9 JST Mar. 21–9 JST Mar. 22 (f) 9 JST Mar. 22–9 JST Mar. 23

(g) 9 JST Mar. 23–9 JST Mar. 24 (h) 9 JST Mar. 25–9 JST Mar. 26 (i) 9 JST Mar. 30–9 JST Mar. 31

☆ Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant (FNPP1)                       Unit: cm day-1

Okunikko

 
図 4.11 日降水量（cm day-1）の計算値（色ベタ塗り）と測定値（色塗り円と数値）の比較。

(Terada et al., 2012 より引用) 
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4.3.5 修正ソースタームを用いた計算の再現精度 
推定ソースターム及び修正ソースタームを用いた 131Iと 137Cs 日降下量の計算値と測定値

の統計比較結果を表 4.5 にまとめた。修正ソースタームを用いた計算結果の統計値はほと

んどが推定ソースタームを用いた結果に比べて向上した。137Cs は全ての統計値が大幅に向

上し、特に FA10 は 54.5%から 62.6%に、PCC は 0.54 から 0.74 に向上した。Bland-Altman
プロットの図 4.8a と 4.8b の比較から、137Cs 日降下量の MD は修正ソースタームを用いた

結果では－0.75 であったのが、推定ソースタームを用いた結果では－0.67 になり、ゼロ（つ

まり測定と計算が一致）に近くなった。また、修正ソースタームを用いた計算結果の SD
（131I：0.96、137Cs：0.97）は、推定ソースタームを用いた結果では 131I、137Cs ともに小さ

くなった（131I：0.93、137Cs：0.91）。修正ソースタームを用いた計算結果の MD は改善され

たもののまだ負の値を取っており過小評価の傾向が見られる。ただし、これは全体的に均

一に過小評価していることを意味するものではない。散布図（図 4.7b）では、10 Bq m-2 以

下の低い日降下量を除いて明らかな過大・過小評価の傾向は見られない。この過小評価に

はソースタームの誤差だけでなく、大気拡散計算の誤差と測定の不確かさも寄与している

と考えられる。修正ソースタームを用いた 131I、137Cs の日降下量の計算結果の 60～70%が

測定値のファクター10 内に入ったこと、及び 10 Bq m-2 以上の日降下量については大幅な

過大・過小評価がないことから、3 月 18 日以降で放射性核種が日本の陸上に拡散し沈着し

た 3 月 20 日、21～23 日、25 日、及び 30 日については、修正ソースタームは日降下量をフ

ァクター10 程度の不確かさで再現できる程度の妥当性をもつと結論づけられる。 
図 4.12a と 4.12b は、3 月 12 日 5 時から 4 月 1 日 0 時及び 5 月 1 日 0 時までの 137Cs 積算

地表沈着量の修正ソースタームによる計算値と測定値 (MEXT, 2011c) の比較である。図

4.12b の測定値は 3 月と 4 月の月間降下量の合算値である。計算結果はモニタリング地点に

おける測定値を良く再現している。また、1 kBq m-2 を超える 137Cs 地表沈着量の分布が図

4.12a と図 4.12b でほとんど一致することは、リージョナルスケールの地表沈着は主に 2011
年 3 月中に形成されたことを意味している。3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時までの 137Cs
積算地表沈着量分布の計算結果（図 4.12b）を、航空機モニタリング結果 (MEXT, 2011d) と
比較した。航空機モニタリングで見られる 137Cs 地表沈着量の広域分布は、沈着量が 10 kBq 
m-2 を超える地域、つまり、福島県、宮城県の北東沿岸域、岩手県南部から宮城県北西部、

群馬県及び栃木県北部、茨城県北部、及び茨城県南部から千葉県北西部で特徴づけられる。

この航空機モニタリングにより観測された地表沈着分布の傾向は、いくつかの差異はある

ものの計算により概ね再現された。特に顕著な差異は、栃木県及び群馬県で過小評価して

いる代わりに新潟県で過大評価が見られ、福島県中央北部から宮城県、岩手県南部にかけ

ての地域で過大評価が見られる点である。これらの差異は、4.3.6 節で示す大気拡散・沈着

状況の解析から、主に 3 月 15 日頃に FNPP1 から遠方でプルームが降雨帯と遭遇した際の

気象及び大気拡散・地表沈着計算の誤差に起因することが示唆された。したがって、日降

下量で検証できない 3 月 17 日以前のうち 3 月 15 日頃を除く期間の放出率に、広域沈着分

布に影響するような大きな過大・過小評価はないことが示唆される。 
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計算期間の最後（5 月 1 日 0 時）の時点において、計算期間中に FNPP1 から大気中に放

出された 137Cs のうち、37%が計算領域内の陸上に、21%が海上に沈着し、残りの 42%は計

算領域外へ流出したかあるいは計算領域内の大気中に存在していたものと評価された。し

たがって、放出された全量のうち半分以下が東日本の陸上に沈着した計算結果となった。

プルームが海上に拡散し沈着した期間のソースタームのほとんどはダストサンプリングに

よるデータからは推定されず前後の推定結果から内挿されたか他の期間と同一と仮定され

た。これらのソースタームは、本研究では使用していない全球スケールの環境モニタリン

グデータ（例えば Masson et al., 2011; Biegalski et al., 2012) を用いることで改善されるであ

ろう。 
 

(a) 5 JST March 12–0 JST April 1 (b) 5 JST March 12–0 JST May 1

☆ Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant (FNPP1)

Bq m-2Bq m-2

 
図 4.12 137Cs 積算沈着量(Bq m-2)の修正ソースタームによる計算値（色ベタ塗り）と測定

値（色塗り円と数値）の比較。左（a）は 2011 年 3 月 12 日 5 時から 4 月 1 日 0 時まで、

右（b）は 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時までの積算値。測定で降下量が検出されなか

った点には 0 と記した。(Terada et al., 2012 より引用) 
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4.3.6 137Cs の日ごとの輸送及び地表沈着状況 
修正ソースタームを用いて計算された、137Cs 日降下量分布（図 4.10）、地表降水量分布

（図 4.11）の測定値との比較結果、及び大気中濃度と積算地表沈着量の空間分布の時間変

化（図には示さない）から解析した 2011 年 3 月中の東日本域における 137Cs の輸送及び地

表沈着の状況を以下に記す。3 月 12～17 日のローカルスケール大気拡散の詳細な解析は

Katata et al. (2012a; 2012b)に詳述されている。 
3 月 12～14 日：3 月 12 日早朝から昼までの間、FNPP1 から放出された放射性プルームは

太平洋上に輸送された。3 月 12 日 15:30 に 1 号機で発生した水素爆発を含む時間帯の高濃

度プルームは FNPP1 の北北西方向に流れて乾性沈着が生じた。爆発の 4 時間半後の 20:16
に、南相馬（図 4.10a）のモニタリングポストで空間線量率の上昇が測定された（福島県, 
2011）。その後プルームは北北東方向に輸送され、宮城県北東沿岸域に乾性沈着が生じた。

（図 4.10a 及び 4.11a）。プルームの通過に伴い、3 月 13 日 0 時に女川原子力発電所（図 4.10a）
において空間線量率が上昇した（東北電力，2011）。その後 3 月 14 日夜までプルームは南

西風により主に海上に輸送された。 
3 月 15 日：3 月 14 日深夜から高濃度プルームは FNPP1 の南南西方向に流れ出し、3 月

15 日午前に福島県南東沿岸部と茨城県北東部で乾性沈着が生じた（図 4.10b 及び 4.11b）。
その後プルームは引き続き関東地方に輸送され、上記地域より量は少ないものの東京都、

埼玉県、神奈川県で乾性沈着が生じた。3 月 15 日午後からは、低気圧の通過に伴い東日本

の広い地域で降水が観測された（図 4.11c）。計算されたプルームは新潟県、群馬県、栃木

県、福島県において降水帯と重なり、午後に湿性沈着が生じた（図 4.10c 及び 4.11c）。その

後、プルームはFNPP1の北西方向まで時計回りに方向を変え、夕方から夜にかけて宮城県、

山形県、岩手県を通過した。福島県内については、3 月 15 日午後の FNPP1 からの放出によ

るプルームにより、FNPP1 の北西域において大量の乾性及び湿性沈着が生じた(Katata et al., 
2012a; 2012b)。航空機モニタリングでは群馬県及び栃木県北部で 137Cs の沈着が観測された

が、(MEXT, 2011d) 計算では、主に新潟県南部と福島県西部で沈着が見られた（図 4.12b）。
他の日には群馬県及び栃木県北部に同等の規模の沈着は計算されなかったことから、この

地域の沈着には 3 月 15 日の沈着が最も寄与したと考えられる。測定された降水量と空間線

量率 (MEXT, 2011a; 栃木県，2011) から、この測定と計算の差異は、降水が発生する前に

高濃度プルームが栃木県及び群馬県を通過したことに起因する可能性が示唆される。また、

栃木県においては、3 月 15 日の 12 時から 15 時にしゅう雨性の降水と視程の低下（0.1 km
未満）が奥日光（図 4.11c）で観測されたことから、霧による 137Cs の沈着が付加的に寄与

した可能性も考えられる。計算結果（図 4.12b）では、福島県中央部（中通り地方）の北部

から宮城県、岩手研南部にかけても大量の沈着が見られるが、これは地上及び航空機モニ

タリング(MEXT, 2011a, 2011d; 宮城県，2011)では測定されていない。計算ではプルームの

主要な部分は雲底高度より上空を輸送されていたことから、モデルにより雲内での湿性沈

着が過大評価されたことが、この測定と計算の差異の要因として考えられる。 
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3 月 16～19 日：この期間、西風～北西風の範囲で変動する風によりプルームはほとんど

の期間海上へ輸送されたと計算された。しかし、3 月 16 日午前の福島県南東部と茨城県東

部における空間線量率の測定結果（福島県，2011; 茨城県，2011; KEK, 2011; MEXT, 2011a）
は、プルームが茨城県を通過し、乾性及び湿性沈着を生じさせたことを示唆している。モ

デルは、内陸に向かう風向を再現できなかったため、この地表沈着を再現できなかったと

考えられる。 
3 月 20 日：FNPP1 の東に流れていたプルームは、3 月 20 日の未明に時計回りに方向を変

え始めた。午前中は関東地方を通過し、午後には FNPP1 の北西に方向を変えた。プルーム

は宮城県西部、山形県東部、岩手県南部に流れ、夕方の降水により湿性沈着が生じた（図

4.10d 及び 4.11d）。その後深夜には再び FNPP1 の南方向へ流れ始めた。 
3 月 21 日：3 月 21 日朝にプルームは海上を通過した後、茨城県に流入した。その後、関

東地方に広く拡散し、朝からの降水により茨城県、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県で

大量の湿性沈着が生じた（図 4.10e 及び 4.11e）。計算は、降水の過大評価により甲府と御前

崎での沈着を過大評価した。 
3 月 22 日：3 月 22 日に FNPP1 から放出されたプルームは、主に福島県、栃木県に輸送

され、夜からの降水により福島県東部で湿性沈着が生じた（図 4.10f 及び 4.11f）。一方、3
月 21 日に放出され関東地方に滞留していた放射性核種の沈着も発生したと考えられる。 

3 月 23～24 日：3 月 23 日早朝からは、プルームは、風向が北～北西の範囲で変動する風

により茨城県及び千葉県の沿岸部に沿うように輸送された。午後からは関東地方南東部に

流入し、夕方から深夜にかけて湿性沈着が生じた（図 4.10g 及び 4.11g）。3 月 24 朝から 25
日午前まではほとんどの期間海上へ輸送された。 

3 月 25～29 日：3 月 25 日午後から夜までは、プルームは南東風により FNPP1 の北西方

向へ輸送され、主に福島県と、山形県及び宮城県南部で湿性沈着が生じた（図 4.10h 及び

4.11h）。その後、プルームは FNPP1 の北西から南東まで反時計回りに方向を変え、3 月 26
日朝から 3 月 29 日までは継続的に海上へ流れた。 

3 月 30～31 日：3 月 30 日朝にプルームは FNPP1 の南西に方向を変えて関東地方に流入

した。このプルームは、午後に主に栃木県及び茨城県で湿性沈着を生じさせた（図 4.10i
及び 4.11i）。3 月 30 日午後から夜まではプルームは FNPP1 の北西方向に流れ、3 月 31 日は

主に海上に流れた。 
 
4.3.7 東日本における地表沈着分布の形成過程 
前節で示した 137Cs の大気拡散及び地表沈着の解析の結果、航空機モニタリングにより測

定された 137Cs 地表沈着分布は、主に、3 月 12 日の宮城県北東沿岸域における乾性沈着（図

4.10a）、3 月 15 日の福島県、群馬県及び栃木県北部における湿性及び乾性沈着（図 4.10c）、
3 月 15 日の茨城県北部における乾性沈着（図 4.10b 及び 4.10c）、3 月 20 日の岩手県南部か

ら宮城県北西部にかけての湿性沈着（図 4.10d）、及び 3 月 21～23 日の関東地方（特に茨城

県南部から千葉県北西部にかけての地域）における湿性沈着（図 4.10d～4.10g）により形
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成されたと考えられる。なお、計算の再現性が低いため断定できないが、3 月 16 日の茨城

県北部における乾性及び湿性沈着も寄与している可能性は否定できない。 
計算による 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時まで積算した 137Cs の湿性沈着量、乾性沈着

量、及び全沈着量に対する湿性沈着の割合を図 4.13 に示した。図 4.13a より、湿性沈着量

が多い地域は FNPP1 周辺だけでなく遠方にも非一様に分布している。特に 10 kBq m-2 を超

える地域が栃木県南部、群馬県ではスポット状に見られるのに対して、それら地域より放

出点に近い茨城県北部の内陸部及び栃木県北部では見られない。図 4.13b から乾性沈着量

が 10 kBq m-2 以上の地域は主に FNPP1 周辺に見られるが、茨城県北部にも見られる。図

4.13c から、FNPP1 から遠方の多くの地域で湿性沈着の寄与が大きい（全沈着量に対する湿

性沈着の割合が 0.6 以上）。乾性沈着量の割合が大きい（全沈着量に対する湿性沈着の割合

が 0.4 以下）地域は、FNPP1 周辺だけでなく、3 月 15～16 日に乾性沈着が生じた茨城県北

部においても見られる。また、3 月 12 日に乾性沈着が生じた宮城県北東沿岸域では、全沈

着量に対する湿性沈着の割合が 0.4～0.6 の地域も見られ、両者の寄与が均衡している。 
 
 

(a) Wet deposition (b) Dry deposition

☆ Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant (FNPP1)

5 JST March 12–0 JST May 1

Bq m-2Bq m-2

(c) Ratio of Wet/Total deposition

 
図 4.13 修正ソースタームを用いた計算による 2011 年 3 月 12 日 5 時から 5 月 1 日 0 時ま

で積算された 137Cs の (a) 湿性沈着量 (Bq m-2)、(b) 乾性沈着量 (Bq m-2)、及び(c)全沈着

量が 100 Bq m-2 を超える地域の全沈着量に対する湿性沈着の割合。(Terada et al., 2012 よ

り引用) 
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4.4 まとめ 
2011 年に発生した福島第一原子力発電所事故において大気中に放出された 131I と 137Cs

のソースタームを、SPEEDI 及び本研究で開発した WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを用い

た大気拡散計算と環境モニタリングデータを組み合わせた逆推定法により推定した。放出

率は、131I の場合で、3 月 12 日 10 時から 1013～1014 Bq h-1 が続いた後、3 月 15 日に 1016 Bq 
h-1 の大量放出が発生し、3 月 16 日～24 日は 1014 Bq h-1 程度となり、4 月初めには 1011～1012 

Bq h-1 まで減少するという時間変化が推定された。また、3 月 12 日 10 時から 4 月 6 日 0 時

までの 131I と 137Cs の総放出量は、それぞれ 1.5×1017 Bq 及び 1.3×1016 Bq と推定された。 
WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを用いた 4 月末までの 131I と 137Cs の東日本域大気拡散

計算により、上記ソースターム及び Katata et al. (2012a; 2012b）により再推定された 3 月 12
～15 日のソースタームの妥当性を検証した。3 月 18 日以降の日降下量測定値と計算値の比

較に基づきソースタームを一部修正したところ、日降下量の分布の再現性が向上し、131I
の FA10 は 68.6%、PCC は 0.77、137Cs の FA10 は 62.6%、PCC は 0.74 を示した。これより、

3 月 18 日以降にプルームが主に陸上に輸送され地表に沈着した期間（3 月 20、21～23、25、
30 日）のソースタームは、日降下量をファクター10 程度の不確かさで再現できる程度の妥

当性を持つことが確認できた。3 月中の積算沈着量の計算値と月間降下量及び航空機モニ

タリング測定値の比較では、3 月 15 日頃の沈着イベントにおける大気拡散及び地表沈着計

算の誤差に起因すると考えられる測定との差異が一部地域で見られたが、広域の沈着分布

の特徴が良好に計算された。このことから、3 月 17 日以前のうち 3 月 15 日頃を除く期間

の放出率に、広域沈着分布に影響するような大きな過大・過小評価はないことが示唆され

た。修正したソースタームを用いた大気拡散計算結果の解析により、航空機モニタリング

で測定された 137Cs 地表沈着分布は、主に、以下の沈着イベント 
・3 月 12 日の宮城県北東沿岸域における乾性沈着、 
・3 月 15～16 日の福島県及び関東地方北部における湿性及び乾性沈着、 
・3 月 20 日の岩手県南部から宮城県北西部における湿性沈着、 
・3 月 21～23 日の関東地方における湿性沈着 
により形成されたことが分かった。また、発電所から遠方ではほとんどの地域で全沈着量

に対して湿性沈着量の割合が高かったが、近傍だけでなく宮城県北東沿岸部、茨城県北部

等の遠方においても乾性沈着量の割合が湿性沈着量と同等以上の場所が見られ、寄与した

沈着イベントにより大きく異なっていた。 
本研究で開発した大気拡散予測モデルを、事故により放出された放射性物質のソースタ

ームの推定及び大気拡散・地表沈着過程の解析に適用することにより、1 か月を超える長

期間のソースタームの推移の推定に成功し、放出データがない場合も、環境モニタリング

データと大気拡散計算を用いて放出量の推定ができることを実証した。また、このソース

タームを用いた大気拡散解析により、広域の地表沈着分布の形成過程を明らかにすること

ができた。 
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第 5 章 結論 
本研究は、地球上の任意地点における原子力事故により大気放出された放射性物質の数

10 km から数 1000 km までの水平空間スケールの大気拡散を実時間予測することを目的と

して、メソスケール気象現象を考慮して対象スケールに必要な解像度による迅速な計算が

可能な大気拡散予測モデルの開発と検証、及び福島第一原子力発電所の放出率推定と大気

拡散解析への適用を行ったものである。 
まず、大気力学モデル MM5 とラグランジュ型粒子拡散モデル GEARN の結合による

WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを開発した。MM5 で計算した気象場 3 次元風速場、鉛直

拡散係数、対流性及び非対流性降水量、及び雨、雪、あられの混合比を GEARN に取り込

むことで、局地循環を反映した気流場による 3 次元移流計算、大気境界層乱流の時空間変

動を考慮した乱流拡散計算、降水の種類（対流性・非対流性）ごとに降水強度と 3 次元分

布を考慮した湿性沈着計算が可能となった。さらに、MM5 のネスティング計算による広域

低解像度気象場と狭域高解像度気象場に基づく各領域の大気拡散を、領域間の物質の流

入・流出を考慮しながら同時に計算するネスティング拡散計算機能を開発した。これによ

り、両領域で整合的な大気拡散を行うことで、放射性物質の広域からの再流入を考慮した

放出点周辺域の効率的な高解像度大気拡散計算が可能となった。 
本研究と並行して実施された ETEX データによる大気中濃度の再現性評価に加えて、チ

ェルノブイリ原子炉事故データによる地表沈着量の再現性の検証を実施した。欧州6000 km
四方の広域計算により、降水量に測定値を用いた WSPEEDI-I による計算結果と比較しても、

より詳細で実測に近い 137Cs の地表沈着量の広域分布を再現できることが示された。さらに、

本研究で開発したネスティング拡散計算機能を用いて、放出点を含む 1720 km 四方の狭域

と広域で放射性物質の流入・流出を考慮した計算を行った。狭域内の降水の詳細な分布が

計算されたことで、WSPEEDI-I では得られなかった放出点周辺の詳細な沈着分布を再現で

きることが示された。このネスティング拡散計算により、広域全体を高解像度計算するの

に比べて 1／5 程度にモデル実行時間が短縮され、迅速性が向上することが示された。 
さらに、長距離スケールから中距離スケールの地上大気中濃度の再現性評価のため、六

ヶ所再処理施設起源 85Kr 広域拡散データによる検証を実施した。GIFFORD 水平拡散パラ

メータを用いた計算による週平均 85Kr 地上大気中濃度は、測定値のファクター2 程度の不

確かさで再現されたが、数 km の格子解像度の計算では、放出点からの距離が数 100 km 程

度の地点の濃度を過小評価した。大気中濃度計算値の水平格子解像度に対する感度解析か

ら、高解像度計算で濃度が低下する傾向が示された。これを改善するため、感度解析結果

を基に GIFFORD の式を経験的な補正係数で修正することで、格子解像度に応じた水平拡

散係数を計算する方法を考案した。この方法により、5 km 程度より低い格子解像度の計算

では、格子解像度依存性の低減に寄与することが分かった。 
本研究で開発した WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを 2011 年に発生した福島第一原子力

発電所事故に適用し、大気放出された放射性物質の放出率を、単位放出（1 Bq h-1）を仮定
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した大気拡散計算結果と、環境モニタリングによる大気中放射能濃度及び空間線量率の測

定値を比較して求める逆推定法により推定した。推定の結果、131I の放出率は、3 月 12 日

10 時から 1013～1014 Bq h-1 が続いた後、3 月 15 日に 1016 Bq h-1 の大量放出が発生し、3 月

16 日～24 日は 1014 Bq h-1 程度となり、4 月初めには 1011～1012 Bq h-1 まで減少するという推

移が推定された。また、3 月 12 日 10 時から 4 月 6 日 0 時までの 131I と 137Cs の総放出量は、

それぞれ 1.5×1017 Bq 及び 1.3×1016 Bq と推定された。この推定結果は、事故後早期に推定

された環境モニタリング状況を反映する国内唯一の放出率として、原子力安全委員会によ

る被ばく線量評価で利用されたほか、IAEA 閣僚会議における日本政府による報告書に記載

され、世界保健機関による被ばく線量評価でも利用された。 
上記の放出率と、Katata et al. (2012a; 2012b) による 3 月 12～15 日の再推定値を合わせた

放出率の妥当性を、WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルによる東日本域の大気拡散計算結果を

全国の降下量測定値と比較することにより検証した。3 月 18 日以降に測定された日降下量

との比較に基づき一部修正した放出率を用いた計算では、131I 日降下量の FA10 は 68.6%、

PCC は 0.77、137Cs 日降下量の FA10 は 62.6%、PCC は 0.74 を示した。3 月 18 日以降にプル

ームが主に陸上に輸送され地表沈着した 3 月 20、21～23、25、30 日の放出率は、日降下量

をファクター10 程度の不確かさで再現できる程度の妥当性を持つことが確認できた。3 月

15 日頃の沈着イベントによる分布を除くと、計算による 3 月中の積算沈着量の分布が測定

値と良く対応していたことから、3 月 15 日頃を除くと、3 月 17 日以前の推定放出率に広域

沈着分布に影響するような過大・過小評価はないことが示唆された。航空機モニタリング

で測定された 137Cs 地表沈着分布は、主に、3 月 12 日の宮城県北東沿岸域における乾性沈

着、3 月 15～16 日の福島県及び関東地方北部における湿性及び乾性沈着、3 月 20 日の岩手

県南部から宮城県北西部における湿性沈着、3 月 21～23 日の関東地方における湿性沈着に

より形成されたことが分かった。また、発電所から遠方ではほとんどの地域で全沈着量に

対して湿性沈着量の割合が高かったが、近傍だけでなく宮城県北東沿岸部、茨城県北部等

の遠方においても乾性沈着量の割合が湿性沈着量と同等以上の場所が見られ、寄与した沈

着イベントにより大きく異なっていることが示された。 
 

本研究の成果により、地球上の任意地点で発生した原子力事故により大気放出された放

射性物質の環境中分布及び線量を予測するシステムWSPEEDI-IIの大気拡散予測モデルは、 
（1）水平方向には数 10 km から数 1000 km 程度の範囲の計算に必要な数 km〜数 10 km 程

度の解像度、鉛直方向には対流圏を対象範囲として大気境界層の構造を表現可能な空間

解像度で計算できる 
（2）総観規模だけでなく、山谷風、海陸風等の局地循環、大気境界層乱流、雲・降水等の

メソスケール気象現象を大気拡散・地表沈着計算に考慮できる 
（3）物理法則に基づいた気象場の将来予測が可能である 
（4）広域からの再流入を考慮した放出点周辺域の効率的な高解像計算が可能である 
（5）数時間～半日程度で結果を提供するのに必要な計算速度を有する 
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といった性能・機能を備えたものとなり、公衆の被ばく線量評価の高精度化に資するもの

となった。さらに、本研究で開発した大気拡散予測モデルと環境モニタリングの融合によ

り、事故直後に放出データが得られない場合も 1 か月を超える長期間の放出率の推移を推

定でき、それを用いて大気拡散・沈着過程の再構築と解析が可能であることが実証された。 
 
図 5.1 に、緊急時大気拡散予測システム WSPEEDI-II の開発と適用の時系列を示した。

WSPEEDI-II は、本研究で開発した計算モデルによる大気拡散予測機能を中核機能として、

多数の順方向拡散計算の結果から統計解析により放出地点、放出開始時刻、放出継続時間、

及び放出率を推定する放出源推定機能（古野ら，2006）、海外研究機関との予測情報交換機

能に加え、入力気象データ処理、GUI による計算実行及び図形出力等の計算支援機能も整

備され、緊急時対応のための実運用システムとして完成された（寺田ら，2008）。WSPEEDI-II
は、第 4 章で述べた福島第一原子力発電所事故だけでなく、2009 年及び 2013 年の北朝鮮

による核実験時においても利用され、仮想放出条件による予測結果が文部科学省により公

開され防衛省の航空機による大気試料サンプリングの参考情報として活用された（文部科

学省, 2009）。また、原子力以外の分野においても、中国大陸からジェット気流により浮遊

する状態で日本に輸送される害虫であるイネウンカの飛来予測に適用され（Furuno et al. 
2005）、その役割を多様なものとしている。 

【大気拡散予測モデルの開発】

【放出源推定機能】
古野ら (2006)

【計算支援機能】

【国際情報交換機能】
Galmarini et al. (2004)

■チェルノブイリ原子炉
事故データによる検証

Terada et al. (2004)
Terada and Chino (2005)

■ネスティング拡散計算
機能の開発

Terada and Chino (2008)

■六ヶ所再処理施設起源
85Krデータによる検証
Terada et al. (2013)

【福島第一原子力発電所事故の放出率推定と大気拡散解析】
Chino et al. (2011)    Katata et al. (2012a; 2012b)
Terada et al. (2012)  Chino et al. (2012)   Nagai et al. (2012)

■ETEXデータ
による検証

Furuno et al. (2004)

【緊急時対応システム
WSPEEDI-IIの構築】
寺田ら (2008)

2000

2003

2006

2009

2012

赤字：本論文の構成論文
青字：その他の発表論文
緑字：参考文献■基本モデル（MM5/GEARN）の開発

【北朝鮮地下核実験（2009年・2013年）影響予測シミュレーション】
文部科学省 (2009) 

【イネウンカ飛来予測】
Furuno et al. (2005)

図 5.1 WSPEEDI-II の開発及び適用の時系列。 
 

今後の課題と将来の展開を以下に述べる。まず、本論文では実施しなかった、水平空間

スケールで数 10 km 程度の局地スケールにおけるモデルの再現性評価を行う必要がある。

この検証に伴い、本論文で提案した水平拡散係数の格子解像度に応じた補正に関する検討

をさらに進めていく必要がある。 
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気象学及び大気科学の進展に伴い、今後さらに高精度、高機能な気象予測モデルが開発

されていくことが期待される。これに応じて気象予測モデルを更新し、モデルの高度化を

続けていく必要がある。最新の気象予測モデルで利用されている 4 次元変分法等の高度な

データ同化手法を取り入れることにより、気象予測精度のさらなる向上が期待できる。

WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルには、2 章で述べたように、気象モデルと拡散モデルで鉛

直座標が異なる問題が残る。これについては、今後気象予測モデルを更新していく中で、

鉛直座標を一致させる、あるいは 3 次元変分法等による質量保存モデルを介して気象場を

拡散モデルへ入力する等、最適な手法を検討していく必要がある。 
本研究における福島第一原子力発電所事故への適用及びその後の解析 (Nagai et al., 

2012) において、地表沈着分布の比較から湿性沈着モデルの課題が示唆された。現在の洗

浄係数による経験的なモデルではなく物理過程に基づく精緻な沈着モデルの導入による再

現性向上が必要と考えられる。乾性沈着モデルについても改良の余地は多く残されている

と考えられる。緊急時における実用性を考慮しつつ、大気輸送モデリング研究の最新の成

果を取り入れていく必要がある。 
先述した WSPEEDI-II の機能として実装されていた放出源推定機能は、福島第一原子力

発電所事故においては放出状況の複雑さ及び環境モニタリングデータの時空間密度の不足

により利用できず、放出率推定では多数回の感度実験計算を行うのに多大な時間とマンパ

ワーを要した。迅速かつ高精度な放出率推定を実現するには、推定手法のシステム化及び

高度化の検討が必要である。例えば、単位放出を仮定した大気拡散計算による大気中濃度

及び地表沈着量の計算結果をデータベースとして保存し、必要とするソースタームによる

拡散計算をポストプロセス化することで、多数の感度実験計算の効率化が期待できる。 
本研究は緊急時初期における原子力防災を主眼としているが、地表に沈着した放射性物

質は、植物、河川、海洋へ移行し、農作物、魚介類等を介した食物摂取により内部被ばく

に寄与する。こういった中・長期的な環境影響及び被ばく線量評価には、大気、陸域、河

川、海洋における放射性物質の包括的移行予測シミュレーション (例えば Nagai et al., 2011) 
が必要になるが、その際に大気拡散モデルと地表面及び海洋モデルとの相互作用（つまり、

初期・境界条件としての地表沈着量の入力と、蒸発、蒸散等による大気へのフィードバッ

ク）を考慮することが重要となる。また、中・長期被ばく線量評価では、再浮遊した地表

沈着核種の吸入による内部被ばくの寄与を無視できない場合があるため、その適切な評価

手法の検討も必要である。 
 

本研究を遂行している中、2011 年 3 月に福島第一原子力発電所事故が発生し、

WSPEEDI-II 大気拡散予測モデルを初めて実際の事故で使用する事態となった。今後地球上

において同等の規模の原子力事故が再発しないと断言することは不可能であろう。そのよ

うな事態において、公衆の放射線被ばく抑制に対する有用性をさらに高めるため、大気拡

散予測モデルの予測精度及び機能の向上を今後も継続的に実施していく必要がある。 
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